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0. 報告要旨

本報告は、厚生労働省から求められた「病院における低炭素社会実行計

画フォローアップ報告j の、 2年ぶりに実施した「2015年病院における厚

生労働省環境自主行動計画フォローアップ実態調査」に基づく、 2014年・

2015年（2013年度・ 2014年度実績）の報告書である。

すなわち、 2006年度を基準年とする「病院における低炭素社会実行計画J

について、 COP21 のパリ協定（2020年以降の気候変動に関する国際的枠組

み）における、我が国の約束草案（2030年度の温室効果ガス排出削減目標）

を踏まえた数値目標の設定や、国が策定しようとしている「地球温暖化対

策計画（案） Jをふまえ、 2013年度及び 2014年度における、目標達成度や

温暖化対策の取組み状況を中心に、アンケート実態調査によるフォロー

アップ調査の結果をまとめたものである。

(1) 2020年以降の気候変動に関する国際的枠組み（パリ協定）と
我が国の取組み

気候変動に対する対策（緩和策）を協議する、国連気候変動枠組条約締

約国会議（Conference of the Parties 、COP）が毎年年末に開催されている

が、 2015年 12月の COP21（パリ）において、史上初めてすべての国が参加す

る枠組みとして、「パリ協定Jが採択された。（図 1-1、2参照）

｛パリ協定（2020年以降の気候変動に関する国際的枠組み）］
2015年 12月の COP21（パリ）において、史上初めて、すべての国が参加する枠組み

として、「パリ協定」が採択された。
資料：「気候変動交渉と日本の取組j外務省、 2016年 1月

パリ協定における我が国の約束草案（中期目標とする 2030年度の温室効
果ガス排出削減目標）として、基準年度が 2005年度と 2013年度の 2案提示
されたが、これまでの病院業界の基準年度 2006年度に近い案が、 2005年度
比企25.4%、対前年削減率 1.17%減（2005年～2030年の 25年間）である。
（図 1-5参照）

｛パリ協定における我が国の約束草案
:2030年度の温室効果ガス排出削減目標］

事2020年以降の温室効果ガス削減に向けた我が国の約束草案は、 2030年度に

2013年度比企26.0%( 2005年度比企25.側、対前年削減率 1.17%減）の水準

（約 10億 4,200万 t-C02）にすることとする。

資料：「気候変動交渉と日本の取組j外務省、 2016年 1月

またパリ協定の採択を受け、 2016年 3月 4日の「産業構造審議会産業技

術環境分科会地球環境小委員会合同会議及び中央環境審議会地球環境部

会・産業構造審議会産業技術環境分科会地球環境小委員会合同会合（第 4

5回） J （以後、「中央環境審議会・産業構造審議会の合同会合J ともいう）

において、次のような「地球温暖化対策計画（案） J等が採択された。
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そして、この「地球温暖化対策計画（案） Jは、 2016年 3月 15日に内閣官

房の「地球温暖化対策推進本部Jで議論され、我が国の当面の方針として

決定された。（図 1-8参照）

【地球温暖化対策本部で決定された「地球温暖化対策計画（案）」】
骨地球温暖化対策と経済成長を両立させながら、長期的目標として 2050年まで

に 80%の温室効果ガスの排出削減を目指す。

資料：「地球温暖化対策計画（案） J内閣官房（地球温暖化対策推進本部）、環境省、経済産業省、平成

28年 3月 15日

(2）病院業界における COP21以降の C02削減目標の設定と進捗

目標

「病院における地球温暖化対策推進協議会j では、「病院における地球温

暖化対策自主行動計画Jの実績や、前記パリ協定における我が国の約束草案

等を参考にするとともに、今後のエネルギーを取り巻く外部環境等を考慮し

て、次のような「病院における低炭素社会実行計画の 2030年度削減目標」

を設定することとした。（表 1し表 2-1、2参照）

【病院における低炭素社会実行計画の 2030年度削減目標］
数値目標指標は、エネルギー起源のニ酸化炭素（C02）排出原単位（病院延べ床

面積当りの C02排出量、単位は C02換算のkg-C02/m）とし、基準年度を 2006

年度（地球温暖化対策自主行動計画と同じ）として、 2030年度までの 24年間で、

25.0%削減（対前年削減率 1.19%）することを目指すこととした。

表 1病院における低炭素社会実行計画の 2030年度削減目標

基準年
目犠

高院における
2006年度比｜ lo 

C02排出原単位 25%減 一 10.0 I 95.9 I 88.4 I 87.4 I 89.1 I 83.6 I 82.1 I 81.7 178.7 I 

(kg-002/ぱ）
2005年度比

くパリ協定・約束草案〉
25.4%誠 1100.0 I 98.5 I 101.1 I 95.0 I 89.5 I 95.9 I 96.9 I 99.5 I 105.9 I 97.7 

誌が自の温室効果ガス (20に06変年換度）比 ｜ ー I 100.o I 102.6 I 96.4 I 90.8 I 97.4 I 98.4 I 101.0 I 107.6 I 99.2 
排出量の実績（2013年度確定植）と 2013年度比

目標 26.0%覇 I 94.4 I 93.0 I 95.4 I 89.7 I 84.5 I 90.5 I 91.5 I 93.9 1100.0 I 92.2 

（借トC02) (2006年度比
に変換） I 101.5 I 100.0 ・ 1 102.6 I 96.4 I 90.8 I 97.4 I 98.4 I 101.0 I 107.6 I 99.2 

参考 く電気事業連合会による
指数 電気事業における環境行動計画〉

2~~~。年%度誠比 ｜ ー I 71.9 I 79.5 I 65.4 I 61.6 I 61.4 I 83.5 I 85.4 I 100.0 I 97.2 

C02排出保散の実績と目標
(20に9変6年換度）比I -I 100.0 I 110.5 I 91.0 I 85.6 I 85目4I 116.1 I 118.8 I 139.0 I 135.1 

(kg-C02/kWh) 

くエネルギーの硬措の合理化等に
年平均1%

関する法律〉
以上jg詰

工場等におけるエネルギーの使用 （ここでは1% I -I 1 oo.o I 99.0 I 98目。 I 97.0 I 96.1 I 95.1 I 94.1 I 93.2 I 92.3 
の合理化に関する事業者の判断の 削誠）

基準
注 1：ク守レーの枠年度は基準年度

注 2：斜線の枠の値は目標値
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2014年度の C02排出原単位の実績は、対前年比 3.8%減で、基準年度 2006

年度く 100.0 ＞比では 78.7となり、 8年間の年率平均にすると 2.95%減であ

り、目標とした 1.19%減を大きく上回って減少した。（表 2、2-3参照）

そして C02排出原単位の削減は、 2006年度の 127. 1 kg - C02／ぱく 100.0>

に対し、 2014年度は 100.0 kg-C02/rrfく78.7＞と、 21.3%も減少した。

表 2病院における低炭素社会実行計画の進捗度

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

（基準年） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績）

目標：C02排出原
一2.8出 -4. 1拡 -7. 9目 -1. 1目 2.0首 -6.2目 -1. 9弘 -0.4目 -3.8出

単位対前年削減率

参考：C02排出原単
127. 1 121. 9 112. 3 111. 1 113. 3 106. 3 104. 3 103. 9 100.0 

く100.0> く95.9> く88.4> く87.4> く89.1> く83.6> く82.1> く81.7> く78.7> 
位（kg-C02/ m) 

(96. 2) 

参考：エネルギー 2,490 2,509 2,335 2,313 2, 380 2, 233 2, 206 2,206 2, 132 
消費原単位（MJ/く100.0> く100.8> く93.8> く92.9> く95.6> く89.7> く88.6> く88.6> く85.6> 
m) (96. 6) 

参考：C02排出量
817. 0 802.3 718. 8 743.3 779. 7 755. 9 740. 9 738.8 718. 6 

く100.0> く98.2> く88.0> く91.0> く95.4> く92.5> く90.7> く90.4> く88.0>（万t-C02) 
(97. 3) 

注：電力の二酸化炭素排出係数は、 2006年度を基準として比較をすることを目的としていることから、全て電気
事業連合会で公表されている使用端排出係数である2006年度の実績値 0.410 kg-COz/kWhを固定し
て｛吏用している。

減少した背景として、 C02排出原単位に大きく影響するエネルギー消費原

単位が、 2013年度の 2,206MJ／ぱ（100.0）に対し、 2014年度は 2,132 MJ I 
ぱ（96.6）と 3.4%減少し、また基準年度である 2006年度の 2,490MJ/rrfく

100. 0 ＞に対しても、 2014年度は 2,132MJ／ぱく 85.6＞と 14.4%減少したこ

とがある。

「目標達成度j 等本フォローアップ報告では、電力の使用端排出係数と

して、電気事業連合会で公表されている 2006年度の実績値 0.410 kg -

C02/kWhを、 9年間固定して使用している。

そこで、 2006年度ではなく 2014年度使用端排出係数（0.554 kg-C02/kWh) 

を用いた場合の試算を行ってみた。（表 3、4参照）

この前提条件では、 2014年度の C02排出原単位は 135.2kg-C02／ぱ、 C02排

出量は 971.5万 t-C02となり、 2006年度比く 100.0 ＞で各々 106.3、118.9と

なった。すなわち 2014年度使用端排出係数を用いた場合、 2006年度の使用

端排出係数を用いた場合に比べ、 C02排出原単位、 C02排出量とも大きく増

加し、両者とも 2006年度の水準を上回る状況となった。（表 4)

このように、エネノレギー提供側である電力事業者の使用端排出係数の大

きな増加は、実行計画の実施効果がどの程度あったのか分析することが困

難になるとともに、医療の外部環境であることからこれをコントロールす

ることはできない。

以上のことから電力の使用端排出係数については、今後ともこれまで通

り2006年度の実績値を固定して、フォローアップ報告を行っていく。
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表 3電気事業連合会における電力の使用端排出係数の推移と目標値

（単位： kg-COi/kWh)
電気事業連合会
使用端排出係数

実績値と目標値
2013年度比 2005年度比 2006年度比
目標指数 指数 指数

2005年度 0.423 (100.0) 

2006年度 0.410 (96. 9) (100.0) 

2007年度 0.453 (107 .1) (110.5) 

2008年度 0.373 (88.2) (91.0) 

2009年度 0.351 (83.0) (85.6) 

2010年度 0.350 (82. 7) (85.4) 

2011年度 0.476 (112.5) (116.1) 

2012年度 0.487 (115.1) (118.8) 

2013年度（基準年度） 0.570 (100;0) ' (134.8) (139.0) 

2014年度 0.554 (131.0) (135.1) 

2030年度（目標年度※） 0.370 (65.0) (87.5) (90.2) 

※「電気事業における環境行動計画」電気事業連合会

注：使用端排出係数は調整後の数値であり、再生可能エネルギーの国定価格買取制度による、購入

電力を含むものである。

資料：電気事業連合会

表 42014年度電力の使用端排出係数を用いた C02排出の試算
2006勾三j支 2014生手j主主

〈主主尊皇進手〉 〈実績〉

2014生手j主主
C02排出席単位 127.1 135”2 

使用端排出係数を
(kg- co 2 /ni) くこ 100”o> <106.3> 

イ吏F円しTこ培毒舌T C02材ド t:Jj量ま 817”。 971.5 
〈フ:Jt- co 2) 〈ご 100.0> 〈ご 118.9>

2006生手E聖 C02排出原単位 127.1 100.0 

使 用端排出係数を
(kg- co 2 I ni) 〈ご 100.0> くこ78.7>

イ吏F円しアこ培毒壬~ C02排出量 817.0 718.6 
（フヲt- co 2) 〈ご 100.0> <BB.O> 

※「電気事業における環境行動計画J電気事業連合会

注：使用端排出係数は調整後の数値であり、再生可能エネノレギーの固定価格買取制度による、購入電力

を含むものである。

資料：電気事業連合会

(3）地球温暖化対策をとりまく法制面での変化

① f改正省エネ法』

「エネルギー使用の合理化に関する法律の一部を改正する等の法律J

（以後、 「改正省エネ法Jともいう）が、 2014年（平成 26年） 4月 1日から

施行されることとなった。（図 3-1、2参照）

この改正省エネ法の目的は、①民生部門（業務・家庭）の省エネ対策と、

②需要家側の電力ピーク対策とされている。しかし、前者については電力

プロパイダーの使用端排出係数の高騰が、後者は「電気需要平準化評価原

単位j の導入による 8時～20時の削減量を 1.3倍してカウントする等、多

くの問題点・疑問的がある。
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②「改正再工ネ特措法j

「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法

等の一部を改正する法律案J （以下、「改正再エネ特措法J ともいう）が、

2016年（平成 28年） 2月 9日閣議決定され、第 190回通常国会の衆議院で受

理された。（2016年 2月現在）。

国によれば、今回の「改正再エネ特措法Jの背景・目的として、各々下

記の 3点が指摘されている。その中でも大きな問題が①－1と①ー2であるが、

①ー2については 2015年度（平成 27年度）買取費用が約 1.8兆円で、直接国

民負担となる賦課金総額は 1.3兆円にものぼり、導入初期に比べ約 10倍に

達している。 （表 5、6参照）

このため「改正再エネ特措法J により、特定の発電設備区分に入札が実

施されることになった。

しかし、この入札に関する問題点・疑問点として、再生可能エネノレギー

固定価格買取制度が分野別導入戦略目標を持たず、全方位パラマキ型のた

め、どの発電設備区分を入札の対象にするのか、太陽光を除き明らかにす

るこ左が困難な状況にあると思われる。

また入札制度として、建設分野での「予定価格j に相当する「供給価格

上限額Jを設定しているため、建設業界でしばしば問題となる「談合Jが

発生する等、 「競争原理」が働かなくなる可能性がある。（表 3-11参照）

表5「改正再エネ特措法Jの背景と目的

e改正の背景 e改正の目的
(1)-1 (i)-1 

エネルギーミックスにおける FIT認定量の約9~1］が事業用太陽光 エネルギーミックスを踏まえた電源開で
2030年度の再生可能ヱネ バランスの取れた導入を促進
ルギーの導入水準 園 (1)-2 再生可能エネルギーの (i)-2 

(22-24%）の達成のため、 員取費用か約1.8兆円に到達 最大限の導入と 国民負担の抑制のため
固定価格翼取制度等の 治ックスで1~2030年｜こ3.7"'4兆円の見通し国民負担の抑制の両立 コスト効率的な導入を促進

見重しが必要 (1)-3 (i)-3 
一昨年（2014年）、九州電力等で 電力システム改革の成果を活かした

接続保留問題が発生 効率的な電力の取引’流通を実現
資料：「固定価格買取制度（FIT）見直しのポイントJ資源エネノレギー庁、省エネルギー・新エネノレギ一部、新

エネノレギー対策課、平成27年 12月

表6固定価格買取制度により電力消費者に課される賦課金単価と総額の推移

賦課金 単 価
時又3ξa:>

付票当主寄芝居室月客員〉
当当事刀E芭主主

〈貝武言果重宝章怠客員〉

2012生存E藍 0.22F『／kWh (1 00.0) 

〈三p:民党24生F三E藍〉 (66F『／J=弓〉
1,306イ意円 (100幽 0)

2013乏手三E藍 0.35F『／kWh (159.1) 

〈豆F目立25生手居芝〉 (105F『 ／ j弓〉
3,289告書F9 (251 .8) 

2014生手足芝 0.75F弓／kWh (340.9) 

〈三F民党26生干三居芝〉 (225F『／ J=ヨ〉
6,520-f意円 (499.2) 

2015生存E藍 1 .58F『／k Wh (71 8.2) 

〈王F目立27均三居芝〉 (474F9/ J=ヨ〉
1~邑3,222官憲 F9 (1,012.4) 
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③政府が進める「一体的な制度改革による総合エネルギー市場の
創出」

政府においては、①電力システム改革（電力の小売り全面白由化、送配

電網部門の法的分離等）、②都市ガス改革（小売全面白由化、導管部門の法

的分離等）、③熱供給事業改革（自由化等）を推進し、総合エネルギー市場の

創出を目指している。（図 3-5参照）

この中で、「電力システム改革Jが先行して進められ、 「家庭でも電力会

社を選べる J、 f様々な料金メニューが生まれる J、 「電力会社がもっと

競争することで、発電用の燃料コストが上昇する中でも、電気代を最大限

抑制する J、さらに「様々な料金メニューが選べ無理なく省エネが出来る J

等、電力ユーザーにとって大きなメリットが実現するとしている。

しかし、 「電力システム改革Jの柱は「電力小売りの全面的自由化j で

あるが、これについては様々な危倶される点がある。 (12(3）参照）

中でも「地球温暖化対策Jの視点からみると、新規電力参入者である新

電力は、その電源の多くは LNG火力（一部では石炭火力まで導入する）であ

ることから、使用端排出係数が現状より上がる可能性があり、先の「約束

草案J等と政策的整合性の問題がある。

そして、上記以外にも様々な問題点・疑問点が指摘されている。（12(3)

参照）

④「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律jの
公布闘施行

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律Jが国会で議決され、

平成 27 年 7 月から公布された。固によればその背景として、一つは「②

他部門（産業・運輸）が減少する中、建築物部門のエネルギー消費量は著

しく増加し、現在では全体の 1/3を占めていること J、一つは「③建築物

部門の省エネ対策の抜本的強化が必要不可欠J というものである。

この法律は、大きく「規制措量J 「誘導措置J 「届出義務Jの三つから

なるが、 「規制措置Jについては平成 29年 4月から施行されることになっ

ている。

「規制措置Jは「特定建築物j （一定規模以上の非住宅建築物（政令：

2, 000 :rrf) ）に係るもので、省エネ基準適合義務・適合性判定がなされる。

この判定をクリアしないと、建設に必要な「建築確認申請Jが受理されず、

設計審査等にかかってもらえないことになる。（3(4）参照）

(4）対策等とその効果（目標達成への取組等）
今回行ったアンケート実態調査により、下記のような目標達成のための

取組みが明らかになった。

すなわち、 2014年度においてC02排出原単位の削減に寄与した取組み・要

因は、 「自主的節電対策の実施等によるエネノレギー量の削減、特に重油・

灯油使用量の減少J、これまで続けてきた「長期的な組織の有無に関わら

ない省エネ活動の取組み割合の増加」、 「ほとんどの規模階層でのエネル

ギー消費原単位の減少J、 「電力、重油・灯油、ガスのエネルギー消費原
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単位の減少J、 「空調・照明を中心とした省エネ活動の推進J、 「患者数

の微減J及び「夏期気象条件の変化（冷房デグリーデーの減少）」といっ

た要因などが、大きく影響したものと思われる。 （表7参照）

この結果、 2014年度の対前年COz排出原単位は3.8%の減少で、基準年

2006年度から 8年間平均で対前年2.95%の減少率であった。 （下記表参照）

表7C02排出原単位削減へ寄与したと考えられる主要な取組み

－自主的節電対策の実施等によるエネルギー量の削減、特に重油聞灯油使用量の
減少（表 5-2、3、4)

園長期的な組織の有無に関わらない省エネ活動の取組み割合の増加（表 5-1)

調ほとんどの規模階層でのエネルギー消費原単位の減少（図 5-3、4、5)

調電力、重油・灯油、ガスのエネルギー消費原単位の減少（表 5-3)

幽空調、照明を中心とした様々な省エネ活動の推進（図 5-1、表 5-2)

・患者数の微減（表 5-11、図 5-3)

同夏期気象条件の変化（冷房デグリーヂーの減少）（表 5-12)

【基準年度2006年度から2014年度まで、のC02排出原単位の増減］

C02排出原単位
基準年度比 対前年度増減率

(kg-C02/m2) 

2006年度〈基準年度〉 127. 1 100.0 一
2007金手居芝 121. 9 95.9 -4. 1% 
2008年度 112. 3 88.4 -7. 9% 
2009年度 111. 1 87.4 -1. 1% 
2010年度 113. 3 89. 1 2.0% 
2011年度 106.3 83. 6 -6. 2% 
2012年度 104.3 82. 1 -1. 9% 
2013生手足芝 103. 9 81. 7 -0.4% 
2014生手居芝 100.0 78. 7 -3. 8% 

2014年 度C02排出量原単位 -27. 1 対基準年度比 対前年平均増減率

の増減（ 基準年度比〉 -22. 3 -2. 95% 

(5) C02排出原単位及び排出量増減の要因
2014年度の減少要因としては、「1) 組織の有無に関わらない省エネへの

取組み割合の増加」、「2）身近な様々の省エネルギー活動と地球温暖化対策

の実施J、「3）エネルギー使用面の変化J、「4）エネルギ一転換工事の実

施J、「5）患者数の微減」といったことがある。（表 7、4-1、 「5. COz排出

原単位及び排出量増減の要因J参照）

特に、「1）組織の有無に関わらない省エネへの取組み割合の増加Jにつ

いては、 2014年度の「組織を設置してJあるいは「組織を設置しない

がj、省エネノレギーに「取組んでいる J病院の割合は 82.6%と、 2006年度

42. 1 %より大きく増加した。そして、「今後組織を設置予定J も 6.0%あ

り、 2006年度より「取組んでいる J割合がさらに増加する。

一方、「取組んでいないJ割合は 2006年度の 48.1 %に対し、 2014年度は

5. 7%と大きく減少した。（表 8参照）
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表 8 省エネルギー推進体制の取組み状況（2014年度、 N=1,270)

組織を設 組織を設 今後組織
今後とも

置して取 置しない を設置し
組織を設

取組んで

組んでい が取組ん 取組む予
置して取

いない
未回答 合計

組む予定
る でいる 足，＿.＿・

なし

122 288 83 468 12 973 
2006年度

(12.5%) (29.6%) (8.5%) (48.1%) (1.2 % ) (100.0%) 

2007年度
190 545 13 8 41 295 14 1,223 

(15.5%) (44.6%) (11.3%) (3.4%) (24.1 % ) (1.1%) (100.0%) 

2008年度
253 675 159 51 372 3 1,513 

(16.nも） (44.6%) (10.5%) (3.4%) (24.6%) (0.2%) (100.0%) 

2009年度
265 623 156 51 286 16 1,397 

(19.0%) (44.6%) (11.2%) (3.7%) (20.5%) (1.1 %) (100.0%) 

2010年度
304 694 104 34 188 4 1,328 

(22.9%) (52.3 % ) (7.8%) (2.6%) (14.2 % ) (0.3 % ) (100.0%) 

369 684 63 43 150 9 1,318 
2011年度

(28.0%) (51.9%) (4.8%) (3.3%) (11.4%) (0.7%) (100.0%) 

2012年度
402 819 38 42 79 13 1,393 

(28.9%) (58.8 % ) (2.7%) (3.0%) (5.7%) (0.9%) (100.0%) 

2014年度
289 760 76 62 72 11 1,270 

(22.8%) (59.8%) (6.0%) (4.9%) (5.7%) (0.9%) (100.0%) 

注：合計は、アンケート実態調査全回収数

(6）医療用亜酸化窒素 N20の排出削減対策
（エネルギー起源以外の温室効果ガスの排出削減対策）

病院から排出される温室効果ガスの 1っとして、医療用亜酸化窒素（一酸化

二窒素、笑気ガス（NzO) ）がある。亜酸化窒素は、米国で全身麻酔が開始さ

れた頃から近年まで、全身麻酔の中心的な役割を担ってきた。しかし、最近

超短時間作用性の静脈麻酔薬（プロポフォール）や麻薬（レミブエンタニル）

の使用と、亜酸化窒素の地球温暖化に及ぼす悪影響が指摘されて以来、その

使用量が急速に減少してきた。

2014年度の私立病院で使用された笑気ガスは、 C02に換算すると 4.83万 t

-C02に相当し、 2012年度の 7.02万 tーC02から 31. 1 %減少した。さらに延

床面積当たりの C02換算排出原単位を求めると、基準年の 2006 年度の

2. 976kg- C02／ぱ（100.0）から、 2014年度には 0.692kg- C02／ぱ（23. 3）左、

76. 7%、約 8割弱減少したことになる。また、対 2012年度削減率は 22.8%  

であった。（表 6-2参照）

このことから類推できることとして、国の長期目標である 80%削減を実現

するためには、 C02排出を大きく減少出来る既存或いは革新的な電力源の、

導入・普及に取りかかることが必須の条件である。

なお、これら C02換算量は表 2-3等のエネルギー起源の、 C02排出原単位等

の実績に含めてはいない。
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(7）病院業界における地球温暖化対策の実施状況

「病院における地球温暖化対策推進協議会J においては、今回策定した

「病院における低炭素社会実行計画j の推進状況について、日本医師会が

行った「2015年病院における厚生労働省環境自主行動計画フォロ｝アップ実

態調査Jにより、進捗状況のフォローアップ等の検討を行った。

また、協議会の各参加団体においても、様々な地球温暖化対策への取組み

を行った。

特に、省エネ・ co2排出削減のための取組み・ PR活動として、地球温暖

化対策を啓発するため、 2013年と同様、「厚生労働省環境自主行動計画フォ

ローアップJのための「アンケート実態調査Jに併せ、全アンケート対象病

院 4,585病院に対し、「2013年（2012年度）病院における地球温暖化対策自主

行動計画フォローアップ報告J （抜粋）を配布した。

そして、推進体制整備を促進するため、 2014年に引き続き、医師・看護

師・施設管理者等医療従事者を対象とした、日本医師会の「医療安全推進者

養成講座Jのカリキュラム「医療施設整備管理論j の中で、自主行動計画

フォローアップの結果や、「改正省エネ法J等「地球温暖化対策J及び、「建

築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律Jを取り上げた。

また、アンケート回答病院の結果を、当該病院へフィードパックした。す

なわち、 2012年度の C02排出原単位・エネルギー消費実態データと、全病院

の分布や平均と比較したデータを作成し（省エネ活動実施状況のフィード

バック票）、これをベンチマークとしてフィードパックすることにより、自

発的な省エネ活動の促進を図った。（図 7-1参照）

さらに、コスト削減や省エネ建築建設のための、「建設セカンドオピニオ

ンJを提供する「一般社団法人建設セカンドオピニオン医療機構Jや、建築

施設全体での省エネ基準に関する情報を、「第 12回日医総研地域セミナー」

（平成 27年 11月 28日（土））において紹介し、地球温暖化対策を推進した。

(8）電気圃ガス料金の高騰による病院の年間光熱費への影響
地球温暖化対策として、電力・ガスへのエネノレギ一転換等による省エネを

進める一方で、東日本大震災以後電力・都市ガス料金価格が高騰し、年間光

熱費を通じて病院経営を圧迫していることが明らかになった。

①電気回都市ガス料金高騰の問題

2014年度の病院における、エネノレギー消費原単位と C02排出原単位のエ

ネノレギ一種別の構成比をみると、エネルギー消費原単位では電力 69.9%、

重油・灯油 9.4%、ガス（都市ガスと LPGガスの合計） 20. 7%であった。また

C02排出原単位でみると、電力 63.0%、重油・灯油 13.9%、ガス 22.9%で

あった。この結果、 C02排出原単位での電力・ガスへの依存度が 85.9%と

非常に高い状況が明らかになった。（図 1、2参照）

しかし、電力料金（自由化部門・高圧業務用）は、東日本大震災前の

2011年（平成 23年） 1月を 100とした場合、 2015年（平成 27年） 12月現在最

も高い電気事業者では 162.0にも高騰し、全国 10電気事業者平均でも

137.40 という高い水準を示している。また、都市ガス料金（自由化部門・
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特約料金で業務用用途等に利用する料金）も、 2015年 11月は急激に値下が

りしたものの、本フォローアップ対象の 2014年（平成 26年） 11月には、最

も高い都市ガス事業者では 140.0もの値上がりをしており、また都市ガス

事業者平均でも 129.6という高い値上がりを示した。（図 3、4)

図 1病院及び診療所におけるエネルギー消費原単位のエネルギー別構成比

ガス
9.6% 

＜有床診療所（2012年度）＞

ガス
6.3% 

＜無床診療所（2012年度）＞

(2012年度、 2014年度）

＜病院（2014年度）＞

図2病院及び診療所におけるC02排出原単位のエネルギー別構成比

ガス 水
0.5% 
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灯j
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＜有床診療所（2012年度）＞

ガス重油価
8.1% 

灯油
5.5% 

水
0.5% 

＜無床診療所（2012年度）＞

0-10 

(2012年度、 2014年度）
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図3電力事業者別電気料金単価（自由化部門・病院業務用）の推移

（指数、 20 1 1年 1月＝ 1 0 0) 

200.00 

2011年～2015年の電力事業所別電気料金単価の推移（指数、 2011年1月＝100)
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一・・沖縄電力
130.00 -1-1 ---Iエ平Z均｜J 
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注 1：料金単価は、東京電力（株）の高圧（業務用）電力と類似の契約形態のもの。

注 2：電力量料金単価は、電力量料金合計欄に該当する金額。

資料：各電力事業者記入のものを電気事業連合会が集約協力。平成 27年 12月調査結果。

図4都市ガス事業者別年ガス料金単価（自由化部門・病院業務用）の推移
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注 1：料金単価は、東京ガス（株）の産業用A契約（大口料金）と類似の契約形態のものロ

資料：各都市ガス事業者記入のものを日本ガス協会が集約協力。平成 27年 12月調査結果。
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②電気圃ガス料金の高騰による病院の年間光熱費への影響
病院業界では、省エネ化を進めることにより地球温暖化対策を推進し

てきたが、その一方で電気・ガス料金が高騰し、これにより病院の年間光

熱費、さらには病院経営全体へ大きな影響が出た。

すなわち調査を開始した 2009年度における、全病院の年間光熱費は 2,

377億円く 100.0 ＞だったものが、 2014年度ではエネルギー消費量が微減

だったにもかかわらず、エネルギー消費単位当たり年間光熱費増加の影響

により、 3,465億円く 145.8 ＞となり、この 5年間でし 088.1億円、 45.8% 

も増加した。（表 9参照）

また、 2014年度の l病院当たり平均の「医業収入Jは 43.3億円、 1病院

当たり平均「年間光熱費j は 78.6百万円で、「医業収入Jに占める割合は

平均で 1.82%であった。過去 2年間でみると、この「1病院当たりの医療

収入に占める年間光熱費比率Jの平均は、急速に 0.46%も増加しているこ

とが分かった。（表 9参照）

表 9電力関都市ガス料金の高騰及び再生可能エネルギー賦課金

による年間光熱費への影響

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

（基準年）

全病院エネルギー 160,060 165,080 149,866 155,329 164,202 159,478 157 ,260 157 ,675 154,006 
消費量（TJ／年） く100.0>く103.1> く93.6> く97.0> く102.6> く99.6> く98.3> く98.5> く96.2>

エネルギー消費単位
1.53 1.54 1.74 1.83 2.07 2.25 

当たり年開光熱費
く100.0>く100.7>く113.7>く119.6>く135.3> く147.l> 単価（円／MJ／年）

全病院における
2,377 2,529 2,775 2,878 3,264 3,465 

く100.0>く106.4>く116.7>く121.1> く137.3>く145.8> 年間光熱費（億円／年）
(100.0) (106.2) 

全病院における
年間光熱費の対2009年 152.0 398.0 500.9 886.9 1,088.l 
度比の増減（億円／年）

1病院当たりの
医業収入に占める 一 1.36目 1.73目 1.82目
光熱費比率の平均

(9）病院における今後必要な総合的温暖化対策
病院における今後必要な総合的温暖化対策としては、次にあるような事

項が重要である。

特に、「4 対策等とその効果Jでみたように、エネルギー起源の COz排出

原単位の削減に寄与した取組み・要因は、基本的に「消費エネノレギーの削

減Jである。この理念を、病院施設・病院団体及びこれに属する役職員・

関係者等が共通理念として持って、様々な対策を推進していくことが重要

である。
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1) 消費エネルギー量を削減するという理念の共通認識化と実行

2）病院施設全体で組織の有無にかかわらない省エネルギーへの取組み

3）身近な様々な省エネルギー活動の実施率の嵩上げ

4）延べ床面積5万m以上等の大規模病院における

一層の省エネルギーへの取組み
5）新築圃増築闘改築等における重油・灯油等化石燃料から電気・ガスへの

エネルギー転換の一層の推進

6）「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律Jiこ対応した

外皮岡設備効率の向上

( 10）病院が必要とする国の支援策等

病院が必要とする国の支援策等としては、次にあるような事項が重要であ

る。

1)補助・支援・融資制度等の拡充を

2）電気料金の高騰や再生可能エネルギー賦課金の増大に対する

医療面での対応を
3）民間病院業界の低炭素社会実行計画フォローアップ作業等へ

国の経済的支援を

4）スマートメーター等の病院等医療機関への一層の優先配備を

5）高度医療機器のエネルギー効率改善や待機電力対策等の

運用管理改善等への国の支援を
6）病院のエネルギー運用管理シスチムへの国の一層の導入助成や

技術開発支援を

①補助”支援回融資制度等の拡充について
2014年度の「アンケート実態調査Jによれば、 「省エネ活動・地球温暖

化対策に必要とされること Jを具体的に聞いたところ、下記のような意見

であった。（表10参照）

すなわち、必要とされる最も上位の分野としては、 「診療報酬に省エ

ネ・温暖化対策面からの配慮J45. 6%、 「税制に省エネ・温暖化対策面か

らの配慮J39. 8%、 「省エネ投資・温暖化対策投資の補助金、低利融資等

の創設J29. 1 %と、経済面における支援・補助が強く求められている。

また、情報提供面についても必要性が高く、 「省エネ投資・温暖化対策

投資の費用対効果の情報提供j 38. 5%、 「省エネ投資・温暖化対策投資の

補助金、低利融資等の紹介J31. 9%、 「先進事例の紹介J31. 3%といった

ものが挙げられている。

さらに、エネノレギー・プロパイダーである電力会社・ガス会社や、国－

都道府県・市町村といった側からの協力に対する必要性も高い。すなわち

「電力会社・ガス会社等の省エネ・温暖化対策についての積極的協力J

32. 7%、 「国の省エネ・温暖化対策についての積極的協力J31. 6%、 「都

道府県が省エネ・温暖化対策について積極的に協力してほしいJ26. 0%、
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「市町村の省エネ・温暖化対策についての積極的協力 J27. 0%という状況

である。

表 10 省エネ活動園地球温暖化対策に必要とされること（N=1, 270、複数回答）
（参考） （参考） （参考） （参考） （参考） （参考） （参考）

2014 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

295 285 142 459 389 357 371 352 
専門家のアドJfイスがほしい

(23.2%) (31.1犯） (12.3%) (32.2%) (29.4弘） (28.6%) (29.8泊） (26.8%) 

368 428 198 618 507 490 457 485 
省エネ情報・温曜化対策情報の提供

(29.0弘） (46.7%) (17 .1切） (43.3児） (38.3偽） (39.2切） (36.7覧） (37.0弘）

175 180 260 284 237 210 179 205 
省エネルギー診断・温暖化対策診断

(13.8%) (19.6%) (22.5%) (19.9弘） (17 .9%) (16.8%) (14.4%) (15.6%) 

省エネ投資・温暖化対策投資の 489 448 629 718 653 632 592 605 

費用対効果の情報提供 (38.5%) (48.9%) (54.3%) (50.3%) (49.3%) (50.6%) (4 7 .5%) (46.1 %) 

省エネ投資調温暖化対策投資の 405 282 339 456 381 386 395 414 

補助金、低利融資等の紹介 (31.9%) (30.8%) (29.3%) (32.0%) (28.8%) (30.9%) (31. 7%) (31.6%) 

省エネ投資”温暖化対策投資の 370 316 411 539 454 466 420 425 

補助金、低利融資等の創設 (29.1 %) (34.5%) (35.5%) (37.8%) (34.3%) (37.3%) (33.7九） (32.4先）

398 393 499 542 462 461 495 496 
先進事例の紹介

(31.3%) (42.9見） (43.1 %) (38.0九） (34.9見） (36.9%) (39.7%) (37.8九）

145 152 187 206 182 167 164 179 
人材の教育、育成

(11.4%) (16.6%) (16.1%) (14.4%) (13.7%) (13.4%) (13.2%) (13.6%) 

電力会社・カス会社等の省エネ・ 415 402 484 598 539 484 475 521 

温暖化対策についての積極的協力 (32. 7%) (43.8%) (41.8%) (41.9%) (40.7%) (38.8%) (38.1 %) (39.7%) 

市町村の省エネ・温躍化対策 343 318 360 511 433 397 393 383 

についての積極的協力 (27.0%) (34.7%) (31.1 %) (35.8%) (32.7%) (31.8%) (31.5%) (29.2%) 

都道府県が省エネ・温暖化対策 330 282 346 489 405 402 390 384 

について積極的に協力してほしい (26.0%) (30.8%) (29.9%) (34.3%) (30.6%) (32.2切） (31.3九） (29.3見）

国の省エネ・温暖化対策について 401 353 396 545 487 457 470 463 

の積極的協力 (31.6弘） (38.5%) (34.2犯） (38.2見） (36.8%) (36.6切） (37. 7%) (35.3%) 

診療報酬に省エネ・温暖化対策面 579 504 669 793 706 631 638 664 

からの配慮 (45.6弘） (55.0九） (57.8弘） (55.6弘） (53.3弘） (50.5切） (51.2見） (50.6%) 

税制に省エネ・温暖化対策面から 506 452 582 673 610 560 562 566 

の配慮 (39.8%) (49.3%) (50.3覧） (47.2%) (46.1弘） (44.8切） (45.1 %) (43.1 %) 

30 27 39 34 31 18 15 22 
その他

(2.4%) (2.9%) (3.4%) (2.4九） (2.3%) (1.4九） (1.2犯） (1. 7切）

1270 917 1158 1427 1324 1249 1246 1312 
総数

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0別 (100.0弘） (100.0覧） (100.0%) (100.0%) 
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②電気料金の高騰や再生可能エネルギー賦課金の増大に対する
医療面での対応を

国や電気事業者にあっては、次に示すような医療面等への対応をすべき

である。

1)医療機関や在宅医療患者等に対して、「料金を据え置く」という
例外措置を

2）値上げ分を診療報酬に反映させる財源の確保を

3）医療機関や在宅匿療患者に配慮した料金パターンの導入を

4）省エネ性能の高い施設整備・設備機器導入に際しての補助制度や

税制面での配慮を

③民間病院業界の低炭素社会実行計画フォローアップ作業等への
国の経済的支援について

京都議定書への対応は、日本医師会の自主的な費用負担により地球温暖

化対策自主行動計画フォローアップを行ってきた。しかし、 COP21以後の中

期目標の達成や、国が策定している「地球温暖化対策計画（案） Jの長期目

標の達成を図るためには、自主的な費用負担だけでこれに対応をすること

は限界にきている。

このため、まず民間病院業界の中期的な低炭素社会実行計画フォロー

アップ作業への、当面の経済的支援を国に求めるものである。

さらには、長期的にみた「地球温暖化対策計画（案） Jの目標達成への対

応は、非常に厳しい対応が求められることから、これについても低炭素社

会実行計画フォローアップ作業をはるかに超える、経済的支援を国に求め

るものである。

( 11) 園の制度的枠組に関する提言
国の制度的枠組に関する提言としては、次にあるような事項が重要であ

る。

1) 新たな r（仮）地球温暖化対策のための厚生労働省電力・ガスユーザー
勉強会j の設置を

2) 2030年開 2050年の中期・長期の削減目標は、厚生労働省所管団体の

「環境自主行動計画のフォローアップ会議Jで方策も含め協議を
3）「環境自主行動計画のフォローアップ会議」は

検討内容周方法等の抜本的な見直しを

4）「再エネ特措法改正」後も固定価格買取制度の問題解消を

5）「改正省エネ法Jの電気需要平準化評価原単位は国際的に通用せず、
特定ユーザーの利益になるのみの制度を抜本的に見直しを
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特に、「新たな『 （仮）地球温暖化対策のための厚生労働省電力・ガス

ユーザー勉強会」の設置』については 「環境自主行動計画のフォロー

アップ会議Jの抜本的な見直しと並行して、厚生労働省関係団体及びその

構成員等が電力・ガスユ）ザーという視点から、国が進めている様々な地

球温暖化対策や関連審議会・委員会等で行われている審議内容・結果につ

いて、正確な情報を持っとともに、これを評価し政策提言することも非常

に重要である。

このため、下記のような内容を勉強・研究する、新たな「（仮）地球温暖

化対策のための厚生労働省電力・ガスユーザー勉強会j を設置する必要が

ある。

特に国の「地球温暖化対策計画（案） Jで示された、 80%削減を実現して

いくためには、縦割りの各団体毎の対応では達成が非常に困難なことから、

これまでの枠を超え、広く電力・ガスユーザーの視点からこの問題を検討

していくことが必要である。

i ）中期・長期の地球温暖化対策計画の内容と実現プロセスについて

ii ）地球温暖化対策に関連する審議会・委員会での提出資料・審議内容，結

果について（例えば、再生可能エネルギー電気調達のための入札の実施に

ついて）

iii ）省エネ・温暖化対策に関する税制施策について

iv）省エネ投資・温暖化対策投資の費用対効果について

v）省エネ投資岡温暖化対策投資の補助金、低利融資等について

vi）竃力システム改革の内容周審議状況圃統計・先進事例等について

vii）先進事例の紹介と情報発信について

viii）電力圃ガス関係の国・公共舗民間等機関圃組織への意見・提言について

( 12）今後の課題掴提言

最後の「今後の課題・提言J

る。

としては、次にあるような事項が重要であ

1) 2030年に向けた電力提供事業者の「使用端排出係数J削減率の
大幅な低減への見直し

2）国は具体的な「（仮） 2050年C02の80%削減目標実現のための
対応支援構想」の策定圃実行を

の地球温暖化対策との政策的整合性と3）「電力システム改革j

進捗実態の定常的なフォローアップを

① 2030年に向けた電力提供事業者の「使用端排出係数j削減率の

大幅な低減への見直し
電気事業連合会は「電気事業における環境行動計画Jの中で、 2030年度

を目標年度とする「使用端排出係数Jの削減目標を公表している。その内

容は「基準年度を 2013年度として、 2013年度の『使用端排出係数』

0. 554kgーCOz/kWh (100. 0）から、 2030年度までにこれを35%減の0.370 kg-
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C02/kWhに低減する j というものである。これは一見、大きな削減率と見え

るものである。しかし、この基準年度を本「病院における低炭素社会実行

計画Jと同じ2006年度（100.0）とした場合に、目標年度の「使用端排出係数J

は90.2となり、わずか9.8%の減少でしかないことになる。（表3参照）

このため、 2006年度を基準年度とする病院業界において、中期的・長期

的に「C02排出原単位Jを削減していくためには、自由化が前提となる電力

業界において、全電力提供事業者が現在電気事業連合会で示している目標

削減率を、大きく上回る削減率にするような大幅な見直しと、その実現の

ための実行が必要である。

②国は具体的な『（仮）2050年C02の80%削減目標実現のための
対応支援構想』の策定回実行を

「地球温暖化対策計画（案）」において、国が示した「2050年までに80%

の温室効果ガスの排出削減J といった長期的目標は、これまでの削減過程

からみると、非常にハードルの高い目標値である。

そこで、国においては「従来の取組の延長では実現が困難である。した

がって、抜本的排出削減を可能とする革新的技術の開発・普及などイノ

ベーションによる解決を最大限に追求するとともに、国内投資を促し、国

際競争力を高め、国民に広く知恵を求めつつ、長期的、戦略的な取組の中

で大幅な排出削減を目指す」ことが必要であるとしている。（（再掲）図 1-8)

しかし、地熱発電のように、既存技術で大きなベース電源を確保出来る

方法もあり、これまでは規制の問題や取組み努力の問題等のために進まな

かっただけであることから、こうした既存技術で対応出来るものについて

も、これまで以上の努力をすべきである。

そこで病院業界としては、先に示した（10）や（11）等を含む、具体的かっ

総合的な「（仮） 2050年C02の80%削減目標実現のための対応支援構想Jを、

策定・実行すべきことを提言する。

③電力システム改革の地球温暖化対策との政策的整合性と
進捗実態の定常的なフォローアップを

国の「電力システム改革Jの柱が「電力小売りの全面的自由化Jである

が、これについては幾っか危倶される点がある。

まず第一に危倶される点は、自由化に伴い大手都市ガス事業者のように、

LNG火力を発電源とする事業者が、新電力市場に参入して、大きなシェアを

占める場合である。この場合、新規参入事業者のC02排出係数は大きく、病

院の C02排出原単位の削減に全く寄与せず、逆にこれを増加させることに

なってしまう。

また、野村宗奇ii関西学院大学教授からは、電力自由化の先進国である英

国では、 「自由化後の複雑な料金設定に利用者困惑J、 「英国での値下げ

は自由化直後の 6年だけJ、 「低料金の長期維持には発電量の確保重要J

と、三つの問題点を挙げている。（参考資料12-1参照）

さらにこれ以外にも、電力自由化先進国の英国における中・長期的な問

題点の指摘の例が多々挙げられている。（12(3）参照）
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このため国においてはまず、電力システム改革と国際的公約としての

「約束草案Jや、 「地球温暖化対策計画（案） J との政策的整合性を明らか

にすべきである。そして、篭カシステム改革及び電力自由化に関する、政

策の具体的内容、審議会での審議内容・結論、統計等の情報をこれまで以

上に公開し、定常的にフォローアップしていくことが必要である。

また、自由化の先進国における情報についても、積極的に収集・公開し

ていくことも必要である。
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1 . 2020年以降の気候変動に関する国際的枠組み（パリ協定）と
我が国の取組み

(1)パリ協定（COP21)等の前提となる「持続可能な開発目標J(SDGs) 

①国連事務総長による「持続可能な開発目標」（SDGs）のコンセプト
気候変動に対する対策（緩和策）を協議する、国連気候変動枠組条約締

約国会議（Conferenceof the Parties 、COP）の前提となるものが、国連環

境計画（UNEP）・世界気象機関（WMO）により 1988年（昭和 63年）に設置さ

れた政府 問機関である「 気候変動に関する政府間パネル J

( Intergovernmental Panel on Climate Change 、「 IPCCJ ）であるが、そ

れは国連が 2015年に採決した「持続可能な開発目標J (SDGs）の一部の目

標達成を目指しているものである。（参考資料 1-2の第 13番目のもの）

この「持続可能な開発目標J (SDGs）に関し、潜基文（パン・ギムン）国

連事務総長は、ポスト 2015持続可能な開発アジェンダに関する「統合報

告書（ synthesis report）」（『 The Road to Dignity by 2030: Ending 

Poverty, Transforming All Lives and Protecting the Planet JI ）を国連

総会に提出しているが、この報告書は、「人間J と「地球J を中心に据え、

人権に裏づけられた新たなグローパル・アジェンダ策定に向けた、交渉の

指針となるものであるとも述べている。（参考資料 1-1参照）

すなわち、パリ協定（COP21)を包含している「持続可能な開発目標」

(SDGs）のコンセプトは、「人間Jと「地球Jを中心に据えたものであるこ

とを、再認識すべきである。

② 2016年1月1日に発効した「持続可能な開発目標」（SDGs）と
パリ協定（COP21)の位置づけ

この「持続可能な開発目標J (SDGs）は、 2016年 1月 1日に国連において

発効した。

その目標は大きく 17 目標が設定され、気候変動に関するものは、「目標

13：気候変動とその影響に取り組むため、緊急の措置を講じること J と明

記されている。（参考資料 1-2参照）
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参考資料 1-1：国連事務総長によるポスト 2015持続可能な開発アジェンダに関する

統合報告書の概要 (2014年開平成 26年）

＜人間と地球を中心とした必須要素群＞

(a）尊厳：貧困を終わらせ不平等と闘う
(b）人間：健全な生活、知識並びに女性と子どもの包摂
(c）繁栄：強力で、包摂的かつ変容可能な経済を成長させる
(d）地球：全ての社会と我々の子孫のために生態系を保護する
(e）正義：安全かつ平和な社会と強力な制度を促す
(f）協力関係：持続可能な開発のための地球規模の連帯をもたらすd

注：報告書の趣旨に従って図を挿入するとともに、一部加筆。

資料：「ポスト 2015年持続可能な開発アジェンダに関する事務総長統合報告書」国際連合広報セン
タ｝

参考資料ト2：国連で 2016年 1月 1日に発効した「持続可能な開発目標J(SDGs)

目標1：あらゆる場所で、あらゆる形態の貧困に終止符を打つ

目標2：飢餓に終止符を打ち、食料の安定確保と栄養状態の改善を達成するとともに、持続可能な農
業を推進する

目標3：あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を推進する

目標4：すべての人々に包摂的かつ公平で質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

目標5：ジェンダーの平等を達成し、すべての女性と女児のエンパワーメントを図る

目標6：すべての人々に水と衛生へのアクセスと持続可能な管理を確保する

目標7：すべての人々に手ごろで信頼でき、持続可能かつ近代的なエネルギーへのアクセスを確保す
る

目標8：すべての人々のための持続的、包摂的かつ持続可能な経済成長、生産的な完全雇用および
ディ一セント・ワークを推進する

自標9：レジリエントなインフラを整備し、包摂的で持続可能な産業化を推進するとともに、イノベーショ
ンの拡大を図る

目標10：圏内および国家聞の不平等を是正する

目標11：都市と人間の居住地を包摂的、安全、レジリエントかつ持続可能にする

目標12：持続可能な消費と生産のパターンを確保する

目標13：気候変動とその影響に立ち向かうため、緊急対策を取る r

目標14：海洋と海洋資源を持続可能な開発に向けて保全し、持続可能な形で利用する

目標15：陸上生態系の保護、回復および持続可能な利用の推進、森林の持続可能な管理、砂漠化
への対処、土地劣化の阻止および逆転、ならびに生物多様性損失の阻止を図る

目標16：持続可能な開発に向けて平和で包摂的な社会を推進し、すべての人々に司法へのアクセス
を提供するとともに、あらゆるレベルにおいて効果的で責任ある包摂的な制度を構築する

目標17：持続可能な開発に向けて実施手段を強化し、グローバル・Jtートナーシップを活性化する

資料：「持続可能な開発目標、 2016年 1月 1日に発効（概観） J国際連合広報センター・プレスリリース
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(2) パリ協定（COP21)と我が国の約束草案

①パリ協定（COP21）の概要
気候変動に対する対策（緩和策）を協議する、国連気候変動枠組条約締

約国会議（Conferenceof the Parties 、COP）が毎年年末に開催されている

が、 2015年 12月の COP21（パワ）において、史上初めてすべての国が参加

する枠組みとして、「パリ協定」が採択された。これは京都議定書に代わ

る、 2020年以降 2030年を目標とする、温室効果ガス排出削減等のための

新たな国際枠組みである。

また、世界共通の長期目標として 2℃目標（上昇をこれ以内に収める）を

設定し、さらに 1.5℃に抑える努力を追求することに言及した。そして、

主要排出国を含むすべての国が削減目標を 5年ごとに提出・更新すること

となった。（図 1-1、2参照）

【パリ協定（2020年以降の気候変動に関する国際的枠組み）］
2015年 12月の COP21（パリ）において、史上初めて、すべての国が参加する枠組

みとして、 fI~ IJ協定」が採択された。

資料：「気候変動交渉と日本の取組j外務省、 2016年 1月

図1-12020年以降の枠組み：パリ協定（概要）

輔 COP21(2015年11月30日～12月13日、於：フランス・パリ）日

おいて、 「パリ協定J(Paris Agreement）が採択。

〆京都議定書に代わる、 2020年以降の温室効果ガス

排出削減等のための新たな国際枠組み。
J 歴史上はじめて、すべての爾が参加する公平な合意。
骨安倍総理が首脳会合に出席。
../ 2020年に現状の1.3倍となる約1.3兆同の資金支援を発表。

../ 2020年に1000億ドルという目標の達成に貢献し、合意に向けた交渉を後押し。

轡パリ協定には、以下の要素が盛り込まれた。
〆世界共通の長期目標として2°C目標の設定o1.5°Cfこ抑える努力を追求することに言及。
〆主要排出国を含むすべての厨が削減目標を5年ごとに提出・更新。
J すべての国が共通かつ柔軟な方法で実施状況を報告し、レピューを受けること。
..／適応の長期間擦の設定、各国の適~計磁プロセスや行動の実施、適応報告書の提出

と定期的更新o

J イノベーションの重要性の位置付け。
../ 5年ごとに世界金体の実施状況を確認する仕縦み（グローバル・ストックテイク）。
〆先進国が資金の提供を継続するだけでなく、途上関も自主的に資金を援供。
J 我が国提案の二国間クレジット制度（JCM）も含めた市場メカニズムの活用を位置付けo

J 発効要件に関数及び排出量を用いること。

円。
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図1-2パリ協定の目的・目標（2条等）

以下により気候変動の脅威への世界の対応を強化することを目的とする。
a.世界共通の長期目標として、産業革命前からの地球平均気温上昇を2℃より十

分下方に保持。また、 1.5℃！こ抑える努力を追及。
b.気候変動に関する適応能力の拡充、強靭性及び低排出開発を促進。
c.低排出及び強靭な開発に向けた経路に整合する資金フローを構築専

》 2条の目的を達するため、今世紀後事！こ溜議効果ガスの人為的な排出と吸収のパう
ンスを達成するよう、世界の排出ピ…クをできるだけ早期に迎え、最新の科学に従っ
て急激に削減する。

輯髄謹謹寵藍轟盟理輯
；〉適応能カを拡充し、強靭性を強化し、脆ij~性を｛底j成させる世界全（本の自標（globaI 
l, goal on a州 ati on 

資料：「COP21の成果と今後j環境省地球環境局固際地球温暖化対策室、 2015年 12月

パリ協定における世界各国の目標・戦略をみると、各国は約束（削減目

標）を作成・提出・維持する義務（shall）があるとともに、削減目標の

目的を達成するための圏内対策をとる義務（shall）があるとしている。

（図 1-3参照）

そして、削減目標は従来より前進を示す（will）ものとして、 5年ごと

に提出（shall）することとなった。すなわち、 COP21決定として、 2020

年までに削減目標を提出又は更新することとなった。

また、先進国は経済全体の絶対量目標を設定し主導すべき（should、努

力義務）ことも明記された。

パリ協定に提出された温室効果ガスの 2030年削減目標（米国は 2025年）

について、先進主要因である米国・ EUの約束素案と我が国のものを比較す

ると、 2013年比の削減率は我が国（26.0%）が米国（18～21%、 2025年）－

EU(24%）に比べ多いが、 2005年比では米国（26～28%、2025年）－

EU (35%）の方が我が国（25.4%）よりも多い。これは、我が国の温室効果ガ

ス排出量が、 2011年から原子力発電所が停止して、その後減少せず 2013

年まで上昇してきたことによる。これに対し、米国・ EUは温室効果ガス

排出量が 1990年当時高かったとはいえ、 2013年までにかなり削減したこ

とによるものと考えられる。（図 1-4参照）
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図1-3パリ協定における世界・各国の目標回戦略（2条等）

長期目標の下、各国は5年毎！こ、従来より前進した約束（削減目標）を提出・維持し、
削減目標の目的を達成するための圏内対策を追求。また長期の低排出戦略を策定。

・今世紀後半に温室効果ガスの人為的な排出と吸収のバランスを達
世界全体の目標i 成するよう、排出ピークをできるだけ早期に迎え、最新の科学に従つ

て急激に削減。

・各国は、約束（削減自標）を作成”提出事維持する義務（shall）。削減
目標の目的を達成するための閣内対策をとる義務（shall）。

(COP決定）：最初の削減目標を協定締結等の前に提出

・削減目標は従来より前進を示す（will）。5年ごとに提出（shall）。
各国の削減目標j （即決定） :2側年までに削減目標を提出又は更新。

COPの少なくとも9～12ヶ月前に提出

・先進国は経済全体の絶対量自標を設定し主導すべき（should）。

・途上国は削減努力を強化すべきであり、経済全体の目標への移行

を奨励。

！・全ての国が長期の温室効果ガス低排出開発戦略を策定・提出する
長期の戦略 I I ょう努めるべき（should）。 (COP決定）：2020年までの提出を招請

※上記の実施に関しては、一部、 COP決定に含められているが、更なる詳細は今後議論される。 26 

資料：「COP21の成果と今後j環境省地球環境局国際地球温暖化対策室、 2015年 12月

図1-4パリ協定における主要因の約束草案（温室効果ガスの排出削減目標）の比較

国名

日本

米国

EU 

中国

韓留

1990年比

Al8.0% 
(2030年）

2005年比

A25.4% 
(2030年）

2013年比

A24% 
(2030年）

2030年までに、 2005年比でGDP当たりの二酸化炭素排出を
・60～－65%(2005年比）
2030年頃に、二酸化炭素排出のピークを達成

十81% I A4% I 畠22%
(2030年） I <2030年） I (2030年）

。米国は2005年比の数字を、 EUは1990年比の数字を削減目標として提出
φ 韓国はf2030年（対策無しケース）比37%削減jを削減目標として揮出

資料：「COP21の結果と今後の課題j外務省、 2016年 1月
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②我が国の約束草案（2030年度の温室効果ガス排出削減目標）
パリ協定における我が国の約束草案（中期目標とする 2030年度の温室効果

ガス排出削減目標）として、基準年度が 2005年度と 2013年度の 2案提示さ

れたが、これまでの病院業界の基準年度 2006年度に近い案が、 2005年度比

企25.4%、対前年削減率 1.17%減（2005年～2030年の 25年間）である。（図

1-5参照）

【パリ協定における我が国の約束草案
:2030年度の温室効果ガス排出削減目標】

骨2020年以降の温室効果ガス削減に向けた我が国の約束草案は、 2030年度に

2013年度比 A26.0旬（2005年度比企25.側、対前年削減率 1.17%減）の水準

（約 10億 4,200万 t-C02）にすることとする。

資料：「気候変動交渉と日本の取組」外務省、 2016年 1月

図1-5気候変動に関する日本の取り組み

約束草案：2030年度の温室効果ガス排出削減目標

日本の約束草案。2020年以降の温室効果力、ス削減に向けた我が聞の約束草案は、エネルギーミックスと整 i
合的なものとなるよう、技術的制約、コスト商の課題などを十分に考慮した裏付けのある

対策刷施策や技術の積み上げによる実現可能な削減目標として、国内の排出削減・吸収

量の確保により、 2030都度！こ2013年鹿比晶26.0%(2005年度比晶25.4出）の水準（約10億

4,200万ヤC02）にすることとする。

公平性但予心度、条約2条の目的達成に向けた寅献、j
明確性・透明性・理解促進のための情報等 J 

OGDP当たり排出量を4割以上改善、一人当たり排出量を約2割改善することで、世界最高水準を雑持；
するものであり、関職的にも識色のない野心的な百棟。
〉日本のGDP当たりエネルギ…消費量は現時点でも他のGZ諸愚の平均より約3割少なく、世界の最

高水準にある。そこからさらに2030年に向けて'35%のエネんギー効率の改善を毘指す。
〉上記エネルギーミックスでは、総発電電力義に占める再生可能エネルギーの比率を22-24%程度、

原子力の比率を22-20fu穫度としている（足下から、太媛光はZi1音、思力‘地熱iま4/i衰の発電電力量
を見込んでいるん

QIPCC第5次評価報告書で示された、 2°C目標達成のための2050年までの長期的な温室効果ガス排出
削減に向けた排出経路や、我が国が掲げる「2050年世界半減、先進国全体80%減Jとの目標に整合
的なもの。

QJCMについては、温室効果ガス削減目標積み上げの基礎としていないが、日本として獲得した排出
削減ω吸収量を我が国の削減として適切にカウント。

7 

資料：「気候変動交渉と日本の取組j外務省、 2016年 1月
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今後のスケジュール

1 ）パリ協定に関する今後のスケジュール
パリ協定の発効要件は、 55か国以上が締結、かっ締結国の排出量が全体

の 55%以上の条件が満たされた、 30日後に発効することになっている。
そして、パリ協定発効後最初の C0 Pの機会に開催される、「第 1回パリ

協定締約国会合Jで各種詳細ルーノレ等を採択予定となっている。（図 1-6参

照）
また、 2020年までのスケジュールとしては、 2020年までに各国の削減目

標の更新・提出が求められている左ともに、「長期（2050年目標等）の低排出
開発戦略Jを策定・提出するすることも努力義務とされている。（図 1-3、
6) 

③ 

図1-6パリ協定に関する今後のスケジュール
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2）我が国の今後の対応
パリ協定を踏まえた我が国の今後の対応としては第一に、 2016年春まで

に「地球温暖化対策計画Jを策定することとし、中央環境審議会・産業構造
審議会の合同会合を中心に検討することが、 2015年 12月 22日の地球温暖
化対策推進本部により決定されている。（図 1-7参照）

また第二に、 2016年春までに国は先導的な対策を盛り込んだ政府実行計画

を策定し、率先して取組を実施することも決定している。（図 1-7参照）

さらに第三に、国が旗振り役となって「地球温暖化防止国民運動J を強化

することとし、地方公共団体、産業界、全国地球温暖化防止活動推進セン

ター、 NPO等多様な主体が連携し、情報発信、意識改革、行動喚起を進める

ことも決定している。
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図1-7パリ協定を踏まえた我が国の今後の対応

(2015年12月22日、地球温暖化対策推進本部決定）

1.地球温蟻化対策計蘭の策定
来春までに地球温暖化対策計画巷接定。中央環境審議会・産業構造審議会の合同会
合を中心に検討。

2. 政府実行計画の策定
政府は来春までに、先導的な対策を盛り込んだ政府実行計画を葉定。
率先して取組を実施。

3. 毘民運動の強化
政府が旗振り役となって地球温暖化防止国民運動を強化。地方公共団体、産業界、全
国地球温暖化防止活動推進センター、 NPO等多織な主体が連携し、情報発信、意識改
革、行動喚起を進める。

1. 途上国における気候変動対策の実施
2020年に、途上国において、官民合わせて年間約1兆3,000億円（現在の1.3儲）の気候
変動関連事業3堅実施。

2. エネルギー・環境イノベーション戦略の策定

春までにfエネルギー・環境イノベーション戦監」主筆室。革新的技術の開発について集
中すべき有望分野を特定し、研究開発を強化。

パリ協定の実施に向けて国際的な詳細なルールの構築に我が固としても積締約に貢献
していくとともに、殺が閣の署名及び締結！こ向けて必要な準備を進める。 40 

資料：「COP21の成果と今後J環境省地球環境局国際地球温暖化対策室、 2015年 12月
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(3) 「地球温暖化対策計画（案） J及び「第4次環境基本計画j

①産業構造審議会圏中央環境審議会合同会合で採択された

f地球温暖化対策計画（案） J等

1) 「地球温暖化対策計画（案）J

パリ協定の採択を受け、 2016年 3月 4日の「産業構造審議会産業技術環

境分科会地球環境小委員会合同会議及び中央環境審議会地球環境部会・産

業構造審議会産業技術環境分科会地球環境小委員会合同会合（第 45回） J 

（以後、「中央環境審議会・産業構造審議会の合同会合J ともいう）におい

て、「地球温暖化対策計画（案） J等が採択された。この f地球温暖化対策

計画（案） Jは、 2016年 3月 15日に内閣官房の「地球温暖化対策推進本部j

で議論され、我が国の当面の方針として決定された。（図 1-8参照）

「地球温暖化対策計画（案）」に示された「我が国の地球温暖化対策の目

指す方向Jの内容は、第一にパリ協定の約束草案にある「中期目標（2030

年度削減目標）の達成に向けた取組J を示したことである。すなわち、

「国連気候変動枠組条約事務局に提出した「日本の約束草案J に基づき、

国内の排出削減・吸収量の確保により、 2030年度において、 2013年度比

26. 0%減（2005年度比 25.4%減）の水準にするとの中期目標の達成に向

けて着実に取り組むj としている。（図 1-8参照）

また第二に、「長期的な目標を見据えた戦略的取組j も示している。す

なわちパリ協定等を踏まえ、「地球温暖化対策と経済成長を両立させなが

ら、長期的目標として 2050年までに 80%の温室効果ガスの排出削減を目

指すJ としている。（図 1-8参照）

さらに第三として、前記目標を達成するため「世界の温室効果ガスの削

減に向けた取組Jを示している。すなわち、「地球温暖化対策と経済の成

長を両立させる鍵は、革新的技術の開発である J として、「環境エネル

ギー技術確信計画（平成 25年 9月 13日総合科学技術会議） J等を踏まえつ

つ、「『エネルギー・環境イノベーション戦略』 （平成 28年 4月予定）に基

づき、従来の取組の延長ではない有望分野に関する革新的技術研究開発を

強化していく J としている。

2）「政府実行計画（骨子案）J

2016年 3月 4日の「中央環境審議会・産業構造審議会の合同会合Jにお

いては、「政府実行計画（政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排

出の抑制等のため実行すべき措置について定める計画）（骨子案） Jも採択

された。これも上記と同様に、「地球温暖化対策推進本部j で議論され、

我が国の当面の方針として決定された。（図 1-9参照）

この中では、次のような趣旨の政府に関する目標・主な対策が示されて

いる。（図 1-9参照）

事地球混磁化対策計画に即して、政府のオフィス等に関する温暖化対策の計顕である政府実行計画を策定。
事政府が率先した取組を行うことで、地方公共団体や民間企業への波及を期待母
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1 .中期目標（2030年度削減目標）の達成に向けた取組

国連気候変動枠組条約事務局に提出した「日本の約束草案Jに基づき、国
内の排出削減・吸収量の確保により、 2030年度において、 2013年度比26.0% 
減（2005年度比25.4°16減）の水準にするとの中期目標の達成に向けて着実に
取り組む。

2曹長期的な自擦を見据えた戦略的取組

2015年6月にドイツ”エルマウで開催されたG7サミットの首脳宣言では、
今世紀中の世界経済の脱炭素化のため、世界全体の温室効果ガス排出の大幅
な削減が必要であること、世界全体での対応によってのみこの課題に対処で
きること、世界全体の排出削減目標に向けた共通のビジョンとして2050年ま
でに2010年比で40%から70%の憾のよ方の削減とすることを気候変動枠組条
約の全締約留と共有すること、長期的な各国の低炭素戦略を策定することな
どが盛り込まれた。
また、パリ協定では、気温上昇を 2℃より十分低く保持すること等を自的

とし、この目的を達成するよう、世界の排出のピークをできる限り早くする
ものとし、人為的な温室効果ガスの排出と吸収源による除去の均衡を今世紀
後半に達成するために、最新の科学に従って早期の削減を目指すとされてい
る。さらに、パリ協定では、主要排出国を含む全ての国が貢献を 5年ごとに
提出血更新すること、また協定の目的に留意し、長期の温室効果ガス低排出
発展戦略を作成・提出するよう努めるべきこと等が規定されている申こうし
た中で、我が国は、パリ協定を踏まえ、全ての主要因が参加する公平かつ実
効性ある国際枠組みのもと、主要排出留がその能力に応じた排出削減に取り
組むよう国際社会を主導し、地球温暖化対策と経済成長を両立させながら、
長期的目標として2050年までに80%の溺窓効果ガスの排出削減を目指す。こ
のような大幅な排出削減は、従来の取組の延長では実現が鴎難である。した
がって、抜本的排出削減を可能とする革新的技術の開発・普及などイノベー
ションによる解決を最大限に追求するとともに、国内投資を促し、国際競争
力を高め、関民に広く知恵を求めつつ、長期的、戦略的な取組の中で大幡な
排出削減を目指し、また、世界全体での削減にも貢献していくこととする。

3 世界の温護効果ガスの削減に向けた取組

地球温暖化対策と経済成長を両立させる鍵は、革新約技術の開発である。
世界念体の温室効果ガスを削減していくには、世界全体で効果的な削減を実
現する必要があり、環境エネルギー技術革新計画（平成25年9月13日総合科学
技術会議）等を踏まえつつ開発・実証を進めるとともに、 「エネルギー輸環
境イノベ…ション戦略j （平成28年4月O日総合科学技術・イノベ…ション会
議決定）に基づき、従来の取組の延長ではない有望分野に関する革新的技術
の研究開発を強化していく。加えて、我が留が有する優れた技術を活かし、
世界全体の温室効果ガスの排出削減等に最大限貢献する。

資料：「地球温暖化対策計画（案） J内閣官房（地球温暖化対策推進本部）、環境省、経済産業省、平成 28年 3

月 15日
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そして、政府に関する目標・計画期間として、一つは「2013年度を基準

年として、庁舎等の施設のエネルギー使用・公用車の使用等に伴う温室効

果ガスの 2030年度における排出量を政府全体で 40%削減することを目標

とする Jことが示されている。また、「2020年度の温室効果ガス排出量の

削減率の中間目標を定めJ、「5年ごとに計画を見直しながら進めるものJ

としている。（図 1-9参照）

図1-9 「政府実行計画（骨子案）Jの概要（平成28年3月15日）

骨地球温暖化対策計画に即して、政府のオフィス等に関する混暖化対策の計画である政府実行計画を策定。
・政府が率先した取締を行うことで、地方公共団体や民間企業への液及を期待。

① 2013年度を基準年として、庁舎等の施設のエネルギー使用”公用車の積用等に停う温室
効果ガスの2030年度における排出藍を政府全体で40%削識することを目標とする。

② 2020年度のj車窓効果ガス排出農の削減率の中間目標を定め、 5年ごとに計酪を見直しな

がら進めるものとする。

①各府省において省エネルギー診断を興施し、診断結果に基づく連用改善H費用対効果の
高い合理的なハード対策を翼施

②エネルギー消費の見える化とエネルギー管理の徹底（日EMSの導入等）

③庁舎の新設・取修時や、老朽化を前提とした既存照明の入替え時等において、20初年度

までにLED照明を可能な限り率先導入

④庁舎のエネルギー消費翼轍の公開、温室効果ガス排出量（単位面識当たり）等のベンチ
マーク評価の導入、ワーヴうイフバランスの促進といったソフト対策

⑤使用するエネルギーの低炭素化（グリーン契約法に基づく低炭素な電気の購入、燃料転
換等）

⑥更新時にあわせた次世代自動車の率先導入

⑦新築時のZEB（ぜ口鴛エネルギー・ピlレ）の撰現に向けた検討

⑧その他、省エネルギー性能の高い機器の率先毒事入、用紙の使用量の削減等を実施

①各府省庁は、政府実行計画！こ即し、それぞれ実施計画を策定。 POCAサイクルを導入し、
毎年点検結果を公表する。

②政府実行計E誌のPOCAについては、これまで同棟、毎年度、地球温暖化対策推進本部幹
事会が行う。（環境省において、各府省庁の実施状況及び実施計留の点検結果をとりまと
め、中央環境審議会の意見を聴取。）

資料：「政府実行計画（骨子案）J内閣官房（地球温暖化対策推進本部）、環境省、経済産業省、平成 28年 3月

15日
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②閣議決定されていた第4次環境基本計画の地球温暖化に
関する取組

「中央環境審議会・産業構造審議会の合同会合Jで採択された、「地球

温暖化対策計画（案） Jにおいて「地球温暖化対策と経済成長を両立させな

がら、長期的目標として 2050年までに 80%の温室効果ガスの排出削減を

目指すJことが示され、これは 2016年 3月 15日に内閣官房の「地球温暖

化対策本部」で議論され、我が国の当面の方針として決定された。

しかし、この長期的目標は、「第 4次環境基本計画」の「地球温暖化に

関する取組J として、民主党政権時の平成 24年 4月 27日に閣議決定され

ていたものでもある。

すなわち、そこで同様に「2050年までに 80%の温室効果ガスの排出削

減を目指すJ ことが閣議決定されていた。

図ト10閣議決定された第4次環境基本計画の地球温暖化に関する取組

議2050年までに80%の混窓効果ガスの排出削減を目指すa

言語2013年以降の地球温暖化対策については、エネルギー政策の見［＠.しと表裏一体で検討し築定する新たな

潟暖化対策の計麗｛こ基づき、施策を進める。また、カンタン合意（りに誌づき、先進留’途上国の排出削減

iこ取り組む。

議2013年以降の国際交渉について、全ての主要国が参加する公平かつ実効性のある国際枠組みを早急に
構築するために、国際的議論iこ話題的！こ貢献。

事異体的な施簾：

(j)科学的知見の充実

（島エネルギー記源C02及びその他濁護効果ガスの排出削減対策

命森林等の服収源対策‘パイオマス資源等の活用

告）国際的拡地球溜媛化対策への糞蹴

事）適応策の推進等

｛キ）気候変動特設］条約第16邸締約興会滋（COP16）で採択古れたも先進｛語‘

の設立等が盛り込まれているe

資料：「第四次環境基本計画パンフレット」環境省、平成24年4月27日
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2 病院業界における COP21以降の C02削減目標の設定と進捗

(1) 病院における低炭素社会実行計画の削減目標の設定
「病院における地球温暖化対策推進協議会Jでは、「病院における地球温

暖化対策自主行動計画Jにおいて、京都議定書に定められた削減目標を一

つの指標として、エネルギー起源の二酸化炭素（COz）排出原単位を、 2006

年を基準年として 2012年まで対前年削減率 1%として実施し、これを上回

る実績を挙げてきた。

このため、こうした実績や前記パリ協定における我が国の約束草案等を

参考にするとともに、今後のエネノレギーを取り巻く外部環境を考慮して、

下記のような「病院における低炭素社会実行計画の 2030年度削減目標J

を設定することとした。

【病院における低炭素社会実行計画の 2030年度削減目標］
数値目標指標は、エネルギー起源のニ酸化炭素（C02）排出原単位（病院延べ

床面積当りの C02排出量、単位は C02換算の均一 C02/m）とし、基準年度を

2006年度（地球温暖化対策自主行動計画と同じ）として、 2030年度までの 24年

間で、 25.0%削減（対前年削減率 1.19%）することを目指すこととした。

①削減目標指標 u基準年度の選択
2005年の京都議定書目標達成計画の閣議決定の際、自主行動計画の目標

指標として「COz排出原単位J、「COz排出量J、「エネルギー消費原単位J、

及び「エネルギー消費量Jの 4通りが国において示された。

その際、自主行動計画における目標指標は、私立病院の業界ひいては各

病院における努力目標を示すものであることから、地球温暖化対策への取

り組みの成果が、エネノレギー源の転換を含めて総合的に示されることが必

要であるとした。

こうした視点から考えると、後者 2つのエネノレギー消費関係指標は、

COz排出を抑制するためのエネルギ一転換の要素を加味することが出来な

し、

そして、前者 2つの COz排出関係指標のうち、現状の私立病院業界にお

いて、自主努力が反映出来る目標値は「COz排出原単位Jの方がより相応

しいと考えた。

そこで前自主行動計画においては、私立病院の活動指標として「延べ床

面積（rrf)Jを取り上げ、目標指標として「延べ床面積当たりの COz排出

量、 kg-COz/rrf J (COz排出原単位）を設定したが、今回の「病院における低

炭素社会実行計画Jの目標指標においても、フォローアップの継続性の視

点から、前自主行動計画と同じ考え方をとるものとした。

また基準年度についても、フォローアップの継続性の視点から、前自主

行動計画と同様、 2006年度を基準年度とした。
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②削減目標値設定の理由
削減目標値設定に際し参考とした各種削減指標として、次の 3つの指標

を参考にした。（表 2-1参照）

表2-1 削減目標設定に際し考慮した各種削減指標

背景資料 削減目標の内容

パリ協定
提出された 2030年度1:2013年度比A26.0目

我が自の約束草案 (2005年度比A25.4%，対前年削減率1.17切減）
(COP21) 

(2016年1月） の水準（約10{!4,200万t-C02)Iこすることとする。

政府が示す2030年度の長期エネルギー需給見通しに基づき、2030年度
に圏全体の排出係数0.37kg-四 C02/kWh程度（使用端）を目指す。如、来2

電気事業連合会
「電気事業における環境行動計画j

の7ォローアップについて 出1本I目標・行動計画Jが想定する翻構成比率や電力需要Ii、政府が長期エネルギm 需給見通しで示したもの
であり、師、事業者及び自民の協力により、2030年度l：見通しが実現することを前提としている。
純エネルギー・環境政策や蹴開発の囲内外の動向、事業環境の変化等を踏まえて、PDCAサイクルを推進する
中で、必要に応じて本f§標・fi動計i!Jを臆してい（。

1エネルギーの使用の合理化の目標及び計画的に取り組むべき措置
工場等におけるエネルギーの使用 事業者Ii、・・・・・・・・・・・・その設置している工場等におけるエネルギー消費原単位及び電

エネルギーの使用のの合理化に関する事業者の判断の気の需要の平準化に資する措量を評価したエネルギー消費簡単位（以下f電気需要平準化 4

合理化等に関する 基準 評価原単位jという。）を管理し、その設置している工場等全体として3tli工場等ごとにエネル
法律 （平成25年（2013年）12月27日経済 ギー消費原単位3tli電気需要平準化評価原単位を中長期的にみで年平均1パーや〉ト以

産業省告示第269号） 且遣させることを目標として、技術的かつ経済的に可能な範囲内で、1及び21：掲げる翻
標及び措置の実現に努めるものとする。

資料：「気候変動交渉と日本の取組j外務省、 2016年 1月

資料：「電気事業における環境行動計画J電気事業連合会、 2015年 9月

資料：「エネルギーの使用の合理化等に関する法律Jの「工場等におけるエネルギーの使用の合理化に

関する事業者の判断の基準（平成 25年 12月 27日経済産業省告示第 269号）J経済産業省、

2013年 12月

すなわち、一つは「パリ協定J (COP21）に提出された「我が国の約束草

案J (2つの基準年度による目標が示されている）、一つは電力が病院の

COz排出原単位の約 7割を占めていることから、「電気事業連合会j が恭し

た「電気事業における環境行動計画Jの削減目標、そしてもう一つは「エ

ネノレギーの使用の合理化等に関する法律Jで規定された、「工場等におけ

るエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準J （平成 25年

(2013年） 12月 27日経済産業省告示第 269号）である。（表 2-1参照）

これら 3つ内 2つの削減目標値は、各々異なる基準年度で 2030年度の

目標値が設定されていることから、これらを前記で設定した「病院におけ

る低炭素社会実行計画Jの基準年度である 2006年度に変換した。（表 2-2

参照）
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開講
請院における

2006年度比I-IWO.o I 95』I88.4 I 87.4 I 89.1 I 83』I82.1 I 81.7 I 78.7 I I I C02排出原単位
目撮 25崎

（梅園C02/nf)

200~年度比 I 100.0 I 98.5 I 101.1 I 95.o I 89.5 I 95.9 I 9ij.9 I 99.5 110日I 91.7 
くバリ協定・約束草案〉

20. 4嚇

(2~激Oo年度）比 I -1100.0 I 102.6 I 96.4 I 90.8 I 91.4 I 98.4 I 101.0 I 101.6 I 99.2 制1自の温室効果ガス
排出量の実績（W日年度確定値比

2~~~。年物度語比I 94.4 I 93.o I 95.4 I 89.7 I 84.5 I 90.5 I 91.5 I 93.9 I 1oo.n 1 92.2 E標
（信トC02)

(2~~0撤報）比 I 101.5 I ｛叩.o~ I 102.6 I 96.4 I 90』I 91.4 I 98.4 I 101.0 I 101.6 I 99.2 

参考 く電締結合会による
20日年度比 ｜ ー I 1t9 I 19.5 ｜防AI 61.6 I 61.4 I 83.5 I 85.4 1抑制｜ 91.2 I 

指数 電気事業における環境行動計画〉 3o. o目減

C02排出鰍の実績と目標
(2側年度比 I -1100:0 I 110.5 I 91.0 I 85.6 I 85.4 I 116.1 I 118.8 1139.0 1135.1 （国胃C02/kWh) ｜：変換）

くエネルギE の使用の合理化等！こ 年平均1崎

関する法律〉 以上i蹴
工場等におけるエネルギE の使用 （周回で111怖

の合理化｜：関する事業者の判断の 」朗」読）

基準
一一

閣議
積院における

C02排出原単位の 2006年度比
自壊

実績と目課 25制覇
最

（臨圃C02/nf)

くパl酬草案〉 ｜附
我が自の温室効果ガス 20. 4抗措

排出量の実績（i01J年度確定自）と
目標

参考値｜ （億トC02) 26. o~端

く電気事業連合会による

開業における環境棚＞i20 
C02排出鰍の実績と目標 3o. o峨

（旬開C02/kWh)
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0.423 I 0.410 I 0.453 I 0.373 I 0.351 I 0.350 I o.m I 0.481 I 0.510〆I0.554 ｜・・・・｜ 0.310 

注 1：グレーの枠年度は基準年度

注 2：斜線の枠の値は目標値

資料：「2013年（2012年度）病院における地球温暖化対策自主行動計画フォローアップ報告J日医総研、 2014年

4月

資料：「2013年度（平成 25年度）の温室効果ガス排出量（確報値）についてJ環境省、 2015年（平成 27年）4月

14日

資料：「電気事業における環境行動計画j電気事業連合会、 2015年 9月

資料：「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」の「工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する

事業者の判断の基準（平成 25年 12月 27日経済産業省告示第 269号）J経済産業省、 2013年 12

月
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まず、「パリ協定・約束草案Jにおける 2030年度の「我が国の温室効果

ガス排出量の目標値（億 t- COz/ rrf) Jを、 2006年度（100）を基準年度とし

て指標化すると、 2005年度を基準年度とする目標値は 75.7、すなわち削

減値は 24.3%減となる。また、 2013年度を基準年度とする目標値は

79. 6、すなわち削減値は 20.4%減となる。（表 2-2参照）

次に、「電気事業連合会Jによる「電気事業における環境実行計画Jに

おける、 2030年度の「COz排出係数の目標値（kg-COz/kWh）」を、 2006年

度（100）を基準年度として指標化すると、 2013年度を基準年度とする目標

値は 90.2、すなわち削減値は 9.8%減となる。

さらに、「エネルギーの使用の合理化等に関する法律Jの f工場等にお

けるエネノレギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準J（年平均

1%以上低減（ここでは 1%とする））における、 2030年度の「COz排出原単

位の目標指標j を、 2006年度（100）を基準年度として算出すると、目標値

は 78.6、すなわち削減値は 21.4%減となる。

これら削減目標設定に際し考慮、すべき各種削減指標を検討した上、病院

における COz排出原単位（kg-COz／ぱ）の 2030年度における削減目標値は、

2006年度比 75.0%の、削減値 25%減とした。

その背景として、病院における COz排出原単位は 2014年度時点で、基

準年度 2006年度（100）に対し 78.7とかなり削減を進めてきた。これまで

の削減要因として、病院における様々な省エネ対策の実施や化石燃料から

電気・都市ガス等への転換、更には電力料金・ガス料金の高騰による経営

的視点から使用量の節減をすすめてきたことがある。しかし、前 2者につ

いてはかなり進展してきたことから、今後もこれまで同様に進めることが

出来るか検討が必要である。また、後者の龍力料金・ガス料金について

は、現在急速に原油や天然ガスの価格が低下しており、これがガス料金や

電力料金の低下要因になると考えられることから、これまで同様の傾向で

使用量を節減する体制が維持できるか検討の余地がある。

このため目標値としては、 2006年度比 75.0%、削減値 25%減とし、

2020年度ころまでの状況を踏まえ、 2030年度の目標値をパリ協定に基づ

き 5年毎に見直し、検討していくこととした。
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(2）病院全体の C02排出原単位闘排出総量推計と目標の進捗

①病院における低炭素社会実行計画の目標達成度
2014年度の C02排出原単位の実績は、対前年比 3.8%減で、基準年度

2006年度く 100.0 ＞比では 78.7となり、 8年間の年率平均にすると 2.95% 

減であり、目標とした 1.19%減を大きく上回って減少した。（表 2-3参

照）

そして C02排出原単位の削減は、 2006年度の 127.1 kg-C02/rrfく100.0 

＞に対し、 2014年度は 100.0 kgー C02／ぱく 78.7＞と、 21.3%減少した。

こうした背景として、 C02排出原単位に大きく影響するエネルギー消費

原単位が、 2013年度の 2,206MJ/rrf (100. 0）に対し、 2014年度は 2,132 

MJ Iぱ（96.6）と 3.4%減少し、また基準年度である 2006年度の

2,490MJ／ぱく 100.0 ＞に対しでも、 2014年度は 2,132MJ/nf < 85. 6 ＞と

14. 4%も減少したことがある。

また、参考として 2014年度の C02排出量全体を求めたが、 2013年度の

738. 8万 t-C02 (100.0）に対し、 2014年度は 718.6万 t-C02 (97. 3）で

2. 7%減少した。さらに、基準年である 2006年度に対する減少率は、 2006

年度の 817.0万 t-C02く100.0 ＞に対し、 2014年度は 88.0と 12.0%減少し

た。これは、 8年間の年率平均にするとし 59%減である。（表 2-3参照）

表 2-3 病院における低炭素社会実行計画の目標達成度

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

（基準年） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績） （実績）

目標：C02排出原
-2. 8目 -4. 1弘 -7. 9目 一1.1弘 2.0出 -6.2目 -1. 9目 一0.4弘 -3. 8目

単位対前年削減率

参考：C02排出原単
127. 1 121. 9 112. 3 111. 1 113. 3 106. 3 104. 3 103. 9 100.0 

位（kg-C02/ ni) く100.0> く95.9> く88.4> く87.4> く89.1> く83.6> く82.1> く81.7> く78.7> 
(96. 2) 

参考：業界団体の
7, 604 7, 550 7,497 7,461 7,408 7, 363 7,329 7, 310 7,274 

規模（病院数）
く100.0> く99.3> く98.6> く98.1> く97.4> く96.8> く96.4> く96,1> く95.7> 

(99. 5) 

参考：活動量（延べ
64, 271 65, 793 63, 072 64, 941 66, 512 68,335 68, 145 69,071 69,833 

床面積，千『n)
く100.0> く102.4> く98.1> く101.O> く103.5> く106.3> く106.O> く107.5> く108.7> 

(101. 1) 

参考：エネルギー
160,060 165,080 149, 866 155,329 164,202 159, 478 157, 260 157,675 154,006 

消費量（TJ) 
く100.0> く103.1> く93.6> く97.0> く102.6> く99.6> く98.3> く98.5> く96.2>

(97. 7) 

参考：エネルギー 2,490 2,509 2, 335 2, 313 2,380 2,233 2,206 2,206 2, 132 

消費原単位 CMJ/く100.O> く100.8> く93.8> く92.9> く95.6> く89.7> く88.6> く88.6> く85.6> 
『-rl) (96. 6) 

参考：C02排出量
817.0 802. 3 718. 8 743. 3 779. 7 755. 9 740. 9 738. 8 718. 6 

く100.0> く98.2> く88.0> く91.0> く95.4> く92.5> く90.7> く90.4> く88.0>（万t-C02) 
(97. 3) 

注：電力の二酸化炭素排出係数は、 2006年度を基準として比較をすることを目的としていることから、全て電

気事業連合会で公表されている使用端排出原単位である2006年度の実績値 0.410kg-COi/kWhを

固定して使用してし唱。
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②病院の業界規模と自主行動計画参加病院のカバー率
2014年度の病院業界（私立病院、設置者が国・地方自治体・国立大学法

人等を除く病院）の規模は、「平成 26年度医療施設（動態）調査・病院報

告概況Jによると、 7,274病院（100.0%）である。このうち、本自主行動

計画参加病院数は 4病院団体（全日本病院協会、日本病院会、日本精神科

病院協会、日本医療法人協会）の重複を除くと 5,246病院（2012年調査）

で、 2011年度までの 5,680病院よりかなり減少した。（表 2-4参照）

また、このフォローアップはアンケート実態調査「2015年病院における

厚生労働省環境自主行動計画フォローアップ実態調査J （以後、アンケー

ト実態調査ともいう）に基づいて行い、その調査対象は、当初 2006年度の

民間病院（「病院要覧J記載の 50床以上の全病院を対象）から、閉院、廃

業など除外し、移転、合併などを加えたり、住所不明病院の住所探索等を

行い、若干の追加対象を設定した上で、 2014年度は 4,585病院とし病院業

界団体の 62.7%を占める。

2014年度のアンケート実態調査の回収数は 1,270病院で、自主行動計画

参加病院に対するカバー率は 24.2%と2012年度よりやや減少したが、 2006

年度の 973病院（17.1%）に比べでは、大きく増加している。

これは、アンケート調査対象病院を 2006年度の 3,389病院から、 2008

年度以降、対象病院数を大きく増加させ、 2014年度には 4,585病院とする

ことによって、アンケート実態調査の回収数を高めたことが大きな要因と

考えている。
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表 2-4病院業界の概要とカバー率 （病院数）

病 院 全 体 の 規 模 病院業界の規模 自主行動計画参加規模

8,493 フ，274(100.0今も）
計 画 参 加 病 院 数

5,246(72.1 %)  
く 95.0> く 95.7> く 100.0%>

2014年度
アンケート対象病院数 4喝585(63.00/Q】

回収数 1,270 
、くカ1 ‘~.~ー尊霊〉 く 24.2%>  

回収率 2フ.70今-6
8,540 フ，310(100.0ラも）

計画参加病院数
5,246(71.8号令）

く 95.5> く 96.1> く 100.0%>

2013年度
アンケート対象病院数 4.585(62.ブ今6)

回収数 1,270 
、くカJミ一一号迄〉 く 24.2%:>

回収率 27.70今令
8,565 フ，329(100.0ラも）

計画参加病院数
5,246(71.6今色）

く 95.8> くご 96.4> く 100.0%>

2012年度
アンケート対象病院数 4 643(63.4今色）

Yくカ回ノミ収→数率〉
~，.393 

く 2 6o/o::> 
回収率 30.00~ゐ

8,605 フ，363(100.0%) 
計画 参 加 病 院 数

5,680(77.1 %)  
く 96.2> く 96.8> く 100.0%> 

2011年度
アンケート対象病院数 45フフ（62.2°！＜ら）

回収数 1,318 
』‘くカ1｛：一一連迄〉 く 23.・2%>

回収率 28.80今令
8,6フ0 7,408 (100.0%) 

計画委託力削丙院数
5,680（フ6.7~色）

く 96.9> く 97.4> く 100.0%> 

2010年 度
アンケート：対象切丙｜涜委文 4‘595(62.0%】

回収数 1,328 
く力nパー率〉 <23.4%> 

回収率 28.90今令
8,739 フ，461(100.0ラら）

計画 参 加 病 院 数
5,680（フ6.1%)

〈ご 9ブ．フコ〉 く 98.l> く 100.0%> 

2009年 度
アンケート対象病院数 4崎667(62.6%)

回収数 1,39フ
くカバー率〉 く 24‘6%>

回収率 29.90ラ色
8,794 7,497 (100.0%) 

計画参加病院数
5,680(75.8%) 

く 98.3> く 98.6> く 100.0%> 

2008年度
アンケート実f多リ丙i境委文 4.632(61.8~令〉

回収数 1,513 

くカバー率〉 く 20.6g;色〉
回収率 32.70今令

8,862 7,550 (100.0~色）
計画参加病院数

5,680(75.2~色）

く 99.1> く 99.3> く 100.0%> 

2007年度
アンケート実f多リ荷l涜委文 3‘389(44.9~も）

回収数 1,223 
くカノミー叫毒姦〉 く 21.5%》

回収率 36.10号令
8,943 7,604 (100.0%) 

計画参加病院数
5,680(74.7号令）

くご 100.0> くご 100.0> く 100.0%> 

2006年度
アンケート対象病院数 3 389(44.9~色）

回収数 973 

くカバー率〉 く 17"l%  > 
回収率 28.70今令

注 l：自主行動計画参加病院数は、 2005年及び 2012年に（社）全日本病院協会が4つの病院団体（全日本

病院協会、日本病院会、日本精神科病院協会、日本医療法人協会）における重複を除いた病院数を

算出したものo

注 2：カパ｝率は、自主行動計画参加病院数に対するアンケート実態調査回答病院数の比率。

注 3：病院全体・業界の規模は「平成 18年～平成 26年医療施設（動態）調査・病院報告概況J厚生労働省資

料。
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今年度のアンケート実態調査の回収数については 3千ぱ～5千ぱ未満を

除き、それ以外のすべての規模階層の病院数は減少している。 （図 2-1参

照）

図 2-1 病院規模別のアンケート回収数（2014年度、 N=1,270)
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また、本年度のアンケート実態調査においても、各病院の施設（長）が

所属する団体（4病院団体及び日本医師会）について聞いている。

この結果、本年度アンケート回答病院の所属団体としては、日本医師会

が最も多く 68.0%で、これに次いで日本病院会 35.3%、全日本病院協会

32. 2%、日本精神科病院協会 18.7%、日本医療法人協会 12.9%であった。

（表 2-5参照）
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表2-5病院種類別所属団体（2014年度、 N=1270、所属は複数回答）

全日本 日本 日本精神 日本医療 日本
無回答

合計
病院協会 病院会 科病院協会 法人協会 医師会 （病院数）

一般病院 371 418 27 128 733 145 1,024 

(36.2%) (40.8%) (2.6%) (12.5%) (71.6%) (14.2%) (100.0%) 

特定機能 2 14 2 。 14 3 18 
病院 (11.1%) (77.8%) (11.1%) (0.0%) (77.8%) (16. 7%) (100.0%) 

精神科 36 16 208 36 117 14 228 
病院 (15.8%) (7.0%) (91.2%) (15.8%) (51.3%) (6.1 %) (100.0%) 

合計 409 448 237 164 864 162 1,270 

(32.2%) (35.3%) (18.7%) (12.9%) (68.0%) (12.8~） (100.0%) 

2008年度 438 515 348 213 1, 101 158 1,513 

合計 (28.9%) (34.0%) (23.0%) (14.1 %) (72.8%) (10.4%) (100.0%)) 

2009年度 414 502 291 195 1,008 162 1,397 

合計 (29.6%) (35.9%) (20.8%) (14.0%) (72.2 % ) (11.6%) (100.0%)) 

2010年度 415 496 257 176 965 127 1,328 
合計 (31.3%) (37.3 % ) (19.4%) (13.3%) (72.7%) (9.6%) (100.0%)) 

2011年度 434 511 267 170 956 124 1,318 
ぷd、舌ロ＋ (32.9%) (38.8 % ) (20.3%) (12.9%) (72.5%) (9.4%) (100.0%)) 

2012年度 406 478 291 185 925 219 1,393 
合計 (29.1%) (34.3%) (20.9%) (13.3%) (66.4%) (15.7%) (100.0%) 
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③医療にとっての外部環境であるエネルギー提供環境の
激変を加味した場合の排出実績の試算と今後のあり方

「目標達成度J等本フォローアップ報告では、電力の使用端排出係数と

して、電気事業連合会で公表されている 2006 年度の実績値 0.410 kg-

C02/kWhを、 9年間固定して使用している。

その理由として、自主行動計画のフォローアップは、自らがコントロー

ルできる自主努力による目標の達成度を、確認することが基本であると考

えているからである。すなわち、電力の使用端排出係数に代表される、エ

ネルギー提供側の医療にとって外部環境の劇的変化は、医療分野からはコ

ントローノレできないからである。

こうした中、 2011年 3月 11 日の東京電力福島原子力発電所の事故等に

より、全国の原子力発電所が相次いで停止し、エネルギー提供側の医療の

外部環境である使用端排出係数が、 2006年度の 0.410 kg-C02/kWh(lOO. 0) 

から 2013年度をピークとして、 2014年度は 0.554 kg-COz/kWh (135. 1）まで

大きく上昇した。（表 2-6参照）

そこで、 2006年度ではなく 2014年度使用端排出係数（0.554 kg-C02/kWh) 

を用いた場合の試算を行ってみた。（表 2-7参照）

この前提条件では、 2014年度の C02排出原単位は 135.2kg-C0z/rrf、C02排

出量は 971.5万 t-C02となり、 2006年度比く 100.0 ＞で各々 106.3、118.9と

なった。すなわち 2014年度使用端排出係数を用いた場合、 2006年度の使

用端排出係数を用いた場合に比べ、 C02排出原単位、 C02排出量とも大きく

増加し、両者とも 2006年度の水準を上回る状況となった。

このように、エネルギー提供側である電力事業者の使用端排出係数の大

きな増加は、実行計画の実施効果がどの程度あったのか分析することが困

難になるとともに、医療の外部環境であることからこれをコントローノレす

ることはできない。

以上のことから電力の使用端排出係数については、今後ともこれまで通

り 2006年度の実績値を固定して、フォローアップ報告を行っていく。
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表 2-6電気事業連合会における電力の使用端排出係数の推移と目標値

（単位： kg-COi/kWh)

電気事業連合会
使用端排出係数

実績値と目標値
2013年度比 2005年度比 2006年度比
目標指数 指数 指数

2005年度 0.423 I .. (lQO.O) 

2006年度 0.410 (96. 9) (lOQ.O) 

2007年度 0.453 (107.1) (110.5) 

2008年度 0.373 (88.2) (91.0) 

2009年度 0.351 (83.0) (85.6) 

2010年度 0.350 (82. 7) (85.4) 

2011年度 0.476 (112.5) (116. l) 

2012年度 0.487 (115.1) (118.8) 

2013年度（基準年度） 0.570 (100.d）、 (134.8) (139.0) 

2014年度 0.554 (131.0) (135.1) 

2030年度（目標年度※） 0.370 (65.0) (87.5) (90.2) 

※「電気事業における環境行動計廊J電気事業連合会

注：使用端排出係数は調整後の数値であり、再生可能エネノレギーの固定価格貿取制度による、購入電

力を含むものである。

資料：電気事業連合会

表 2-72014年度電力の使用端排出係数を用いた C02排出の試算

2006年度 2014年度

（基準年〉 〈実績）

C02排出原単位 127.1 135.2 
2014年度 (kg-co 2 I rri) <100.0> く106.3>

使用 端 排出係数を
使用し た場合 C02排出量 817.0 971.5 

（万t-co 2) く 100.0> <118.9> 

C02排出原単位 127.1 100.0 
2006年度 (kg-co 2 I rri) く 100.0> <78.7> 

使用端排出係数を
使用した場合 C02排出量 817.0 718圃6

（万t-co 2) く 100.0> <BB.O> 

※「電気事業における環境行動計画J電気事業連合会

注：使用端排出係数は調整後の数値であり、再生可能エネノレギーの囲定価格買取制度による、購入電

力を含むものであるロ

資料：電気事業連合会
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④国全体のエネルギー起源C02排出量との比較
環境省の「2014年度（平成 26年度）の温室効果ガス排出量（速報値）

く概要＞」によれば、我が国全体の 2014年度の「温室効果ガス総排出量

（速報値） Jは 13億 6,500万トンーC02で、 2005年度の温室効果ガス総排出量

(13億 9,600万トンーC02）から 2.2%の減少となっている。（図 2-2参照）

そして、「エネルギー起源の二酸化炭素（C02）総排出量Jをみた場合は、

2014年度は 11億 900万トンーC02で、 2005年度比では 2.4%の減少となって

いる。（表 2-9参照）

「部門別」に「エネルギー起源の二酸化炭素（C02）総排出量Jをみた場

合、病院の属する「業務その他部門（商業・サーピス・事業所等） J は、

2014年度 2億 6,500万トンーC02で、 2005年度の 2億 3,900万トンーC02か

ら、 2014年度は 10.0%の増加となっている。（表 2-9参照）

また、家庭部門も 5.2%の増加でをあった。（表 2-9参照）

国の約束草案の基準年は 2005年度と、本フォローアップの基準年度

2006年度と若干異なるものの、本フォローアップの 2014年度総排出量は

大きく減少しているのに対し、固における「業務その他部門（商業・サー

ビス・事業所等）」の、エネルギー起源の二酸化炭素（C02）排出量は増加し

ており、その差が明らかになった。（表 2-3、2-9参照）

2-12 



図 2-22014年度（平成 26年度）の温室効果ガス排出量（速報値）
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合計

産業部門
辺f伸

運輸部門
（自動車等）

業務その他部門
（商業・サービス・事業所等）

家庭部門

エネルギ一転換部門
（発電所等）

資料：「2014年度（平成26年度）の温室効果ガス排出量（速報値）＜概要＞ J環境省
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3.地球温暖化対策をとりまく法制面での変化

(1) 「エネルギー使用の合理化に関する法律」（省エネ法）の改正

2014年度における地球温暖化対策をとりまく法制面では、 2010年度から

「エネノレギー使用の合理化に関する法律J （以下、 「省エネ法j ともいう）

が改正され、事業者（法人）単位規制（全管理施設の使用エネノレギーが一

定以上の事業者（法人）は、特定事業者として事業者単位のエネルギー管

理（届出）を求められる）の導入と、特定建築物に該当する最低規模が下

げられ、床面積300rrl以上の中小規模の建築物の新築・増改築の際にも、省

エネ措置の届出が義務付けられた。

病院の運営主体は、その運営する施設が病院のみでなく様々な施設が他に

あることから、 「省エネ法Jの改正により該当する法人は、 2010年度以降地

球温暖化対策を病院以外の他の施設と、一体的に行うことが求められること

となった。

2014年度の調査結果によれば、病院単体で使用するエネルギー総量が原油

換算で l,500kL以上の施設は 193病院（アンケ｝ト結果より推計）で、エネノレ

ギー使用量について回答したし 270病院の 15.2%であり、おおむね 2万ぱ以

上の規模の病院が多かった。（表 3-1、表 3-2参照）

当然のことながら、特に特定機能病院は原油換算でし 500kL以上の施設が

多く、アンケート回答病院（18病院、 100%）の内、 12病院 66.7%がし 500kL

以上の施設であった。（表 3-2参照）

表3-1 エネルギー使用量が病院単体で原油換算1,500kl以上の病院数
(2014年度、 N=193)

病院単独のエネルギイ吏用が原油換算l,500kL以上

病院種別 エネノレギー使用状況届出書
合計

アンケート回答病院

提出 なし

一般病院 162 (15.8切） 18 (1.8出） 180 (17.6弘） 1,024 (100.0出）

特定機能病院 12 (66. 7弘） 。(0.0弘） 12 (66. 7弘） 18 (100.0弘）

精神科病院 (0.4弘） 0 (0.0弘） (0.4%) 228 (100.0%) 

メ口泳三ロ」｜ム 175 (13.8出） 18 (1.4出） 193 (15.2弘） 1,270 (100.0%) 
注 1：「エネルギー使用状況届出書jの提出病院 175件は、 2014年度に提出したものである。
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表3-2病院単体で原油換算1,500kl以上エネルギー使用の病院数
(2014年度、 N=1,199)

原油換算l,500kL以上 占有率（%） エネルギー使用量

使用病院 回答件数

4,000 rrf未満 。 (0.0%) 114 

4,000～5,999rrf 。 (0.0%) 144 

6,000～7,999rrf 。 (0.0%) 189 

8,000～9,999rrf 。 (0.0%) 131 

10,000～19,999rrf 2 (0.6%) 355 

20,000～29,999rrf 57 (44.2%) 129 

30,000～39 ,999 rrf 64 (95.5%) 67 

40,000～49,999rrf 24 (100.0%) 24 

50,000rrf以上 46 (100.0%) 46 

合計 193 (16.1%) 1,199 

注 1：合計の 1,199病院はエネルギ｝消費量の記入があった病院数。

また、「エネルギー使用の合理化に関する法律の一部を改正する等の法律j

（以後、「改正省エネ法J ともいう）が、 2014年（平成26年） 4月1日から施行

されることとなった。これにより、報告期間が2015年（平成27年） 7月末日以

降の報告から「改正省エネ法Jが適用される。

この改正省エネ法の目的は、①民生部門（業務・家庭）の省エネ対策と、

②需要家側の電力ピーク対策とされている。この法律には、①「建築材料に

係るトップランナー制度Jの採用、具体的にはエネルギーを消費しない製品

である建築外皮（窓、断熱材等）の断熱性能を上げて省エネを図ることや、

②電力需要家側の電力ピークカットの対策と言われているものが盛り込まれ

ている。（図 3-1参照）

①民生部門（業務・家庭）の省エネ対策については、電力プロパイダーの

使用端排出係数の上昇が根本的な問題であり、この解決なくして民生部門に

おける省エネ及び C02排出量の削減をあり得ない。

また、②電力需要家側の電力ピークカットの対策としての、「電気の需要の

平準化j の推進については、これまで京都議定書に基づく目標達成に鋭意努

力してきた医療業界にとって、大きな問題点・疑問点がある。

「電気の需要の平準化j の内容については、図 3-2 にそのポイントを資源

エネルギー庁が作成した「省エネ法の改正についてJ （資源エネルギー庁省

エネルギー対策課、平成 26年 2月 5日）より抜粋した。（図 3-2参照）

これによれば、「電気の需要の平準化」とは、「電気の需要量の季節又は時

間帯による変動を縮小させること j をいい、「電気需要平準化」の「季節J

「時間帯J とは、「全国一律で 7～ 9月（夏期）及び 12～ 3月（冬期）の

8～ 2 2時のこと（土日祝日を含む）」としている。

そして、電気需要平準化時間帯における電気使用量を削減した場合、これ

以外の時間帯における削減よりも原単位の改善率への寄与が大きくなるよう、
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電気需要平準化時間帯の電気使用量を 1. 3倍して算出する「電気需要平準

化評価原単位Jなるものを導入している。（表 3-2参照）

資源エネルギー庁によれば、これにより電気需要平準化時間帯の電気使用

量の変化に伴う原単位の変動が、従来のエネノレギー消費原単位に比べ大きく

評価されることとなるとしている。

この改正省エネ法の第一の問題点・疑問点は、「電力ピーク対策」といいな

がら、その対象となる「電気需要平準化時間帯Jの設定が、全国一律で 8～

22時と昼間を中心に長い時間帯が設定されていることである。 8～22時とい

う長い時間帯を、果たして「電力ピーク Jの時間帯と言うのであろうか。

電力使用制限令が発動された時でも、その対象時間帯は平日の昼を挟んだ

9 時～20時で、これほどの長時間ではなく、土日祝日を含んでいなかった。

これでも電力使用のピークを非常に広めにとっていると考えられるが、省エ

ネ対策といいながら、まさに原発事故による定常的なベース電力の供給不足

という、我が国固有のエネルギー供給問題対策としか言いようがない。

第二の問題点・疑問点は、これまで京都議定書に基づく地球温暖化対策と

して、地道な努力によりエネルギー消費原単位の減少（イコーノレ C02原単位の

削減）という、目標達成に鋭意努力してきた業界・施設にとって不利な扱い

を受ける可能性がある。この評価制度は、原発事故による定常的なベース電

力の供給不足という我が国固有のエネルギー供給問題を、 C02排出原単位の

削減（1.3倍にされたエネノレギー消費削減量による C02排出原単位の算出）と

いう地球温暖化対策にリンクさせ、これに協力する者のみに、地球温暖化対

策面での過大なメリットを与えることになる可能性がある。

電気需要平準化時間帯のカットを、 C02排出原単位削減の算出方法に組み込

まれることになれば 医療機関の場合 昼前後の特定の時間帯に電力使用の

ピークがくるのではなく、朝の 8時半ぐらいから夕方の 17時過ぎまで、定

常的に高い電力使用状態が続くのが特徴であり、患者さんの受け入れを考え

た場合、昼間の長い時間帯に電力カットを行える状況にない。

そして、国際的な視点からの第三の問題点・疑問点は、第二の問題点・疑

問点と関係することで、仮に 1.3倍にされたエネルギー消費削減量が C02排

出原単位の算出にリンクされることになれば、我が国だけに通用するローカ

ルルーノレであり、国際的には通用しない問題と言える。

また第四の問題点は、エネノレギー消費原単位の算出の方法が複雑になり、

現在でも非常に煩雑な電力・ガス・石油等の使用量データの作成を各病院に

行ってもらっている訳であるが、それが電力については時間単位で算出する

ことが必要になり、アンケート調査への回答が低下することが考えられる。

そして、これに対応出来る施設は多くの人員を抱える大規模施設となり、現

在高い C02排出原単位となっている施設が、現状の水準からの低下措置を阻

害する可能性がある。

更に第五の問題点は、今後地球温暖化対策を進めていく場合に、各病院の

現場において混乱が生じる可能性があるということである。改正省エネ法で

は、「従来からの『エネノレギー消費原単位』と『電力平準化評価原単位』の、

どちらか一方で年平均 1%以上低減することを目指す」としている。エネル

ギー問題に詳しくない担当者にとって、混乱することが十分予想される。
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図 3-1 「エネルギーの使用の合理化に関する法律の一部を改正する等の法律

【省エネ法］Jの概要

fヱネ）~ギサ使用蛤駄に関する法糊唱を粧する等峨毒薬｛童話勤時要
来日切れ草案

1.費百1
( 1 ）設が留経済自発援のためにI~、エネルギ申書誌の早期安定ftb｛不可矢であり、供給体舗の強｛tiこ万全を識す。
{2）制上で、頴サイドにおいては、持続可能な省エネを進捨てい〈掛から省エネ法の粧を鶏し、隈ct：震を講ずる告
2‘法案の鯨

( 1）自ら工ネjレギーを繍しなくても、住宅・ピjしや地の犠器等のエネルギーの消費効率の向上！こ資する襲品を新たにトップうンナー
織の対象に追加し、住宅、建築物分野命者エネ械を強化する脅

(2）需要家が、電力需要ピーク時の系議電力の使用を僻する臓を行った場合！：、これをブうスに評揮することで、事業者が電力
需要のピ由ク対策lこ取り組みゃすくする奇

(3) r本年3月31日までに廃止するものとする。jとされている省エネ・リサイクル支援法を廃止する。（日切れ法案）
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需要素聞における対策

(1）需要家が、鯨の省エネ対策に加え、蓄電地
やエネルギー管理システム（BEMS・HEMS）、
自家発電の活用等｜こより、電力需要ピーク時の
系統言力の使用を低減する取組を行った場合i：、
これをブうスl：評簡できる体系にする。

(2）具体的には、ピ→時間帯！こ工夫して、系統電
力の使用を減らす取組（時）をした場合に、
これをブうスに評罰することで、省エネ法の努力
目標（原単位の改善率年平均1%）を達成しやす
くなるよう、努力目標の算出方法を見直す。

f平成25年3~31 日までに鹿止するものとする奇 j I 
t超定されている、fエネルギー鞠闘の合理tI 
及び資震の有効な糊i：揮する事業活動の艇と！
関する護詩措置法j鵠止枕 I 

資料：「エネルギーの使用の合理化に関する法律の一部を改正する等の法律案［省エネ法］Jの概要j経済産業省
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図3-2省エネ法の改正について（電気の需要の平準化の推進）

（その 1)

電鍵欝喜喜平準化時間帯の設定 轟臨轟組織舗韓基語調

申 f意気需要平準化時間帯jとは、 f電気の需給の状況に照らし
鷺気の需要の平準色を推進する酪要があると認められる時間
需kをいろ。 〈法第5条第2環第1号）

具体的な時間帯は、

全国一律でア～9月（夏期）及び12～3月（冬期）の8
～22時のこと（土日祝日を含む）。
※この時間帯は、裏期・冬期ともに電力使用率が概ね1自の平均を上回る時間帯。

費削！”“rTTTl”で？？寸円三平打m・－十l 1~~r1”：了？：：了打プ －什υTTTT"l
ドil格対＇Ji lillJJ Ollibl I i I i :: 11~~恥］ldJ:γ同:tt;:8.1 I J 

; :D: 1,:: :1’j -j rn ~K1 I ::i斗.J{'I' : : i ・ .• ・・ l i , : 1 l m L' 'l • : l ：；：い；： i! i i 11 : l j 量 I I i ド~： 11illi1!1;11 日： I I山 I: , , ・. I 
=bιιUH#l!iili!,j ! .時！.,Ii i u.u) ・.:. u. ! ・'・ u i u ' u.i 

噂力会社（沖縄噂カ除く。）の2012年度重期・冬期の最大鰐嬰日の電カ使用率の推移（ま：夏期、右：冬期） JG 

（その 2)

新た護主藤単位の輔君

－・
電気の需要の平準化！こ資する措置を実施した事業者が、省エ
ネ法上不利な評価を受けないよう、新たな原単位を策定。

新たな原単位として、

電気需要平準化評価原単位を策定

0工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準（抜粋）
I エネルギーの使用の合理化の基準（路）
TI エネルギーの使用の合理化の目標及び計画的に取り組むべき措置
事業者は、上記 Iに掲げる諸基準を遵守するとともに、その設讃している工場等におけ

る来初!f_:j:'.ヱヱ漉驚震競位及11鷺麓役離農投援護者色院議.r議議襲撃を：懇鏑Lt；~~lk.:!:=
漉畳鹿単位i主主主f盤艶蟻盤整議ii長鰹餓麗単位広位笠J査驚捜し、その設寵している
工場等全体として又は工場等ごとにエネルギ…消費原単位又は購無害警襲平準化評価原
単位を中長期的にみて年平均1パーセント以上低減させることを自樺として、技術的かっ
経済的に可能な範閣内で、 1及び21こ錦げる諸目標及び識擦の実現に努めるものとする。

資料：「省エネ法の改正についてJ資源エネノレギー庁省エネルギ一対策課、平成26年2月5日
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（その 3)

竃舞需聾平準化評鏑原単位とは
警護議議鐘鐙畿藷議議議議議議畿議議議髭弘主；；：；；：；；およぶJ

f電気需要平準化評部原単｛立Jとiま、璽車購襲平準イ七時趨艶こおける電気模用量を削減し
た場合、これ以外の時間帯における削減よりも原単柱の改蕎率への寄与が大きくなるよう、
穣究鶏襲平講和締間帯の噂気使用麓を1.3精して算出するもの。

これにより、電気需要平準北時間帯の電気使用震の変化に伴う原単位の変動が、エネ
ルギー消費原単位に比べ大きく評領されることとなる。

エネルギー
消費原単位

、噂気

勺対ス

緩鴻

一陶.. 切明暢””’側

川
費

時
用

山一懐
一
川
ギ

s

’v
 

re
ネ

一

a

ヱ

電気需要平準一一
化評価原単位一一

エネルギー使用驚

1. 3倍した
富意気需要平準化時間帯

の篭気使用麓

生産数量等
｛エネルギ『if)使用震に

官官僚な関係のある様）

（その 4)

寵期報告はおける饗驚点のポイント

・改正内容を踏まえ、定期報告審の機式を改訂。
－ 毅議議｛立、平成27年度提出i霊感26年度実績）の報告分より適用。
・平成26年度提出（平成25年度実績）の報告分については、従来の様式での報告とな

ることに注意。

離騨撃璽韓関輯寵翻襲撃轟轟轟轟轟轟
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(2）「改正再エネ特措法j

「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法

等の一部を改正する法律案J （以下、「改正再エネ特措法J ともいう）が、

2016年（平成28年） 2月9日閣議決定され、第190回通常国会の衆議院で受理さ

れた。（2016年2月現在）

本法律案は、再生可能エネルギーの固定価格買取（以下、「 F I T J 

(Feed-in Tariff）ともいう）における、認定量の約9割を占める事業用太

陽光による国民負担の抑制を図ることを中心とした、固定価格買取制度の

見直し等を行うものとされている。

国会で議決されれば、 2017年（平成29年）4月1日（ただし、賦課金減免制

度の見直しに関する事項は、 2016年（平成28年） 10月1日）から施行されるこ

とになっている。

①改正の背景と目的
国によれば、今回の「改正再エネ特措法Jの背景・目的として、各々下

記の 3点が指摘されている。（表 3-3)

中でも根本的な問題が①ー1、①－2だが、①ー2については 2015年度（平

成 27年度）買取費用が約 1.8兆円、直接国民負担となる賦課金総額は 1.3 

兆円にものぼり、導入初期に比べ約 10倍に達している。 （表 3-3、3-9参

照）

表3-3「改正再ヱネ特措法jの背景と目的

。改正の背景 。改正の目的

(D-1 R-1 

エネルギーミックスにおける FIT認定量の約錦｜が事業用太揚光 エネルギーミックスを踏まえた電源揮で
2030年度の再生可能エネ バうンスの取れた導入を促進
ルギーの導入水準 回 c-2 再生可能エネルギーの R-2 

(22-24%）の達成のため、 貝取費用か約1.8兆円に到達 最大限の導入と 国民負担の抑制のため
固定価格買取制度等の 来ミックスでli2030年！こ3.7"'4兆円の見通し自民負担の抑制の両立 3ス卜効率的な導入を促進

見直しが必要 (D-3 R-3 
一昨年（2014年）、九州電力等で 電力システム改革の成果を活かした

接続保留問題が発生 効率的な電力の取1ト流通を実現
資料：「固定価格買取制度（FIT）見直しのポイント」資源エネルギー庁、省エネルギー・新エネルギ一部、新エネ

ノレギー対策課、平成27年 12月

そこで、 2015年度にブォローアップ委員会へ提出した資料を引用し、表

中の「①改正の背景j の3つの問題について詳しく言及しておく。

ずなわち、問題の発端は2014年（平成26年） 6月末時点で、北海道・東北・

四国・九州、｜・沖縄の各電力会社において、太陽光による再生可能エネル

ギーの買取（調達）に伴う接続申込が急増したため、これに対する回答保留

が発生し、再生可能エネルギー固定価格買取制度の抜本的な見直しが求め

られる状況となったことである。その状況は次のようなことである。

門

i円。



1)太陽光発電による認定容量急増の問題

太陽光による再生可能エネルギ一発電設備の認定容量が、 2013年（平成25

年）3月から 2014年（平成26年）6月にかけて急激に増加し、 2014年（平成26

年） 6月末現在の認定容量は7,178万kWに、また認定件数は 131.6万件に達し

た。（図3-3参照）

この認定容量のほとんどが太陽光発電（非住宅）で、かっメガソーラーと

言われる大規模なものが含まれ、 2012年（平成24年） 7月～ 2014年（平成26

年） 6月末の累積では、全認定容量7,178万kWの内太陽光発電は6,604万kWで、

認定容量全体の実に91.9%を占める状況となった。（表3-4参照）

2) 4電力会社における接続申込への回答保留の発生

北海道・東北・四国・九州、｜・沖縄の5電力会社では、低負荷期電力需要

(100. 0）が約270万問、約970万kW、約250万問、約800万四、約 50万kWである

のに対し、認定設備容量は各々約330万kW (122. 2）、約 l,150万kW (118. 6）、

約250万kW (100. 0）、約 1,790万四（223.8）、約60万kW (120. 0）と、認定設

備容量が電力会社全体の低負荷期電力需要と同じか、これを大幅に上回る

電力会社（北海道、東北、九州、沖縄）が発生した。（表3-5参照）

この状況に対し5電力会社では、小規模の太陽光発電（東北電力は全ての

小規模エネルギー電源）を除き、全ての接続申込への回答保留がなされた。

3）回答保留に至った大きな要因

こうした接続申込への回答保留がなされた大きな要因のーっとして、最

もコストの高い太陽光発電を無制限に、かっその利益を特に配慮する買取

対象として認めたことがある。

すなわち太陽光発電は、再生可能エネルギ一発電設備の中でも、比較的

短期間でかつ容易に認定申請が出来るとともに、規模の大きな発電設備の

中で調達価格が最も高く設定されたため、投資ファンドを含む民間投資案

件として非常に魅力的であったことがある。（表3-6参照）

2014年度（平成26年度）の調達価格（税除）をみると、大きな規模の太陽光

発電（lOkW以上）は 32円／kwhで、これを上回る価格の大きな規模の発電設備

は、洋上風力（20kW以上） 36円／kWh、メタン発酵ガス化発電39円／kWhのみし

かなく、これらは太陽光発電に比べ様々な条件をクリアすることが求めら

れ、容易に認定申請できない。（表3-6参照）

そして、高い調達価格を担保したのが「電気事業者による再生可能エネ

ルギー電気の調達に関する特別措置法J （以下、 「再エネ特措法J 「F I T J 

ともいう）の異例な下記附則である。

【附則特定供給者が受けるべき利潤に対する特別の配慮］

第七条 経済産業大臣は、集中的に再生可能エネルギー電気の利用の拡大を

図るため、この法律の施行の日から起算して三年間を眼り、調達価格を定めるに

当たり、特定供給者が受けるべき利潤に特に配慮するものとする。

資料：電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法、附則
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図3-3 買取制度当初から2014年6月末時点までの

再生可能エネルギー発電設備の導入状況
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資料： 「再生可能エネルギーの状況についてJ資源エネルギー庁総合資源エネノレギー調査会

省エネルギー・新エネノレギ一分科会新エネノレギー小委員会系統ワーキンググループ（第 1回、 2014年 l

0月26日）

表3-42014年6月末時点における再生可能エネルギー発電設備の導入状況

風力

地熱

中小水力

バイオマス
γ一一一一一一一I"

約470万kW

約90万kW

約260万kW

約50万kW

約960万kW

約230万kW

I 合計 I 約2… 

9 6. 9万kWI 130. 7万kWI 1 2. 4万同

一 一一一一
7 0. 4万kWI 5 7 3‘5万kWI 204. 5万同

一 一一 … 
6. 3万kWI 4. 7万kWI o. 2万kW

0. 1万kW

0. 2万kW

2, 1万kW

17 5. 8万kW

一 一
0万kW

0. 4万kW

4. 5万kW

713. 9万kW

0万k背

o. 7万kW

8万k覇

※ バイオマスi主、！｛！定時のバイオマス比率を乗じて得た設計鐙を集計合* 各内訳ごとに、PR捨五人しているため、合計において司数しない窓会がありますc

認定容議

限定綴終賢治総！主導入後

平i1~241H月～
ヰ＼11\'2t~f！鴻月~~

1 2 1万kW

l万kW

3 2万kW

128万kW

資料：「再生可能エネノレギーの状況について j 資源エネルギー庁総合資源、エネルギ｝調査会

省エネノレギー・新エネルギ一分科会新エネノレギー小委員会系統ワ｝キンググループ（第 l回、

2014年 10月26日）
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表3-52014年6月末時点における再生可能エネルギー発電設備接続申込への

~』 （導入量：約70)

／ 日，.，，＿，； 3 の時点で、太陽光
（北海道｛麹鐙虫｝＋品 占＋

＼山中Jを約19.0万kW，、風力を56万kW受

東北

西国

γ 『－：付済み l

飽辺§Q（接続検討未了ぬ案件約6
00を含む）

鎧盟旦（接続検討未了の案件約20

を含む）司、h園田園，，，，，，，..• 

d 一時h 釣立皇旦
九鮒ど釦~預入量：約390 抽

＼』？以ぷで..／申込量：約1370（接続検討未了の

一一一 案件約500を含む）

トー＿＿＿＿.由牛「盤銭（太踊光のみ）
沖縄ど血Q ）導λ量：約13

＼ーととーノ申込量：約Hf

※公表資料をペ町ス！こ作成e

回答保留状況

@ffw I盟蓋盤童（9月30公義｝
I cただし、500kW以上の太種先発寵設穣1主、lliカ撚績を
i鮒織とすることを条件！こ繍iiJ能。｝

~ 

50kW未満の案件を除くすべての接続申込の盟
黛援護（9月30日公表）

'10kW来溝の太賜光を除くすべての接続申込の
盟査盤豊臼.l=J30日公表）

10kW未満太陽光を除くすべての接続申込の思
議援態
(9月24日公表）

~li酬入可能地I (9月初日公表）
ト i

1今後｛まf特定期間の太陽光発鷺停止jや『太織光発建設織
バ茂、いて議寵池設置jによる対策を含め、｛酬に協2襲。

※設備認定識は、平成24年7Flの毘定鑓絡貿取制度防総l\iJのa~儲からの移行認定！ま含んでいなし、a
※各社！ま年度末の対応として、緩続検討が未了でも申込を受け付けているため、市込麓にはー部後続検討未了の案件が含まれる。
資料：「再生可能エネルギーの状況について j 資源エネルギー庁総合資源エネノレギー調査会

省エネノレギー・新エネノレギ一分科会新エネルギー小委員会系統ワーキンググル｝プ（第1回、

2014年 10月初日）

3-10 

正



再生可能エネルギー発電設備の区分等

太陽光

日
度

却
年

刊
は
度

却
年

55.00 59.40 59.40 59.40 出力20kW未満

22.00 23.76 23.76 洋上風力※2以外風力
23.76 23.76 出力20kW以上

36.00 38.88 38.88 洋上風力

34.00 36.72 36.72 特定水力※3以外
36.72 36.72 出力200kW未満

25.00 27.00 27.00 特定水力

29.00 31.32 31.32 特定水力以外出力200kW以上

1,000kW未満
31.32 31.32 水力

出力1,000kW以上｜特定水力以外

30,000kW未満 ｜特定水力

出力15,000kW未満

出力15,000kW以上

1.バイオマスを発酵させることによって得られるメタン
を電気に変換する設備

2.森林における立木竹の伐採又は間伐材により発
生する未利用の木質バイオマス（輸入されたものを
除く。）を電気に変換する設備（1の設備及び一般廃
棄物発電設備を除く。）であって、その出力が
2,000kW未満のもの

3.森林における立木竹の伐採又は間伐材により発
生する未利用の木質バイオマス（輸入されたものを
除く。）を電気に変換する設備（1の設備及び一般廃
棄物発電設備を除く。）であって、その出力が
2,000kW以上のもの

4.木質バイオマス又は農産物の収穫に伴って生じる
バイオマス（当該農産物に由来するものに限る。）をI 25.92 
電気に変換する設備けから3及び5の設備並びに
一般廃棄物発電設備を除く。）

5.建設資材廃棄物を電気に変換する設備（1の設備
及び一般廃棄物発電設備を除く。）

6.一般廃棄物発電設備又は一般廃棄物発電設備
及び1から5の設備以外のバイオマス発電設備

資料：「再生可能エネルギーの平成 28年度の買取価格・賦課金単価を決定しましたJ経済産業省、平成 28

年 3月 18日等

25.92 

21.00 

24.00 

22.68 

25.92 

22.68 

25.92 
25.92 

特定水力

14.00 15.12 15.12 

40.00 43.20 43.20 43.20 43.20 

26.00 28.08 28.08 28.08 28.08 
地熱

39.00 

40.00 

42.12 

43.20 

42.12 42.12 42.12 

32.00 34.56 

34.56 34.56 34.56 

バイオ
マス

24.00 25.92 25.92 25.92 

13.00 14.04 14.40 14.04 14.04 

17.00 18.36 18.36 18.36 18.36 

3-11 



4）制度発足当初より十分予想された太陽光発電急増の問題

そもそも再生可能エネルギー固定価格買取制度が始まった時点で、太陽

光発電急増の問題発生は十分予想された。

資源エネノレギー庁「コスト等検証委員会j のコスト試算によれば、太陽

光発電のコスト（30.1～45. 8円／kWh）が、他の再生可能エネノレギ一発電設備

に比べ最も高かった。そして、発足当初2012年度（平成24年度）の調達価格

は、コスト試算額の上値に近い40円／kWh (lOkW以上）と、他のエネノレギー源

に対し事業参入が容易な割に、がなり高く設定されたことが問題の根源で

ある。（表3-6、図3-3)

このため、資源エネルギー庁の試算（2014年（平成26年） 10月26日時点）に

よれば、この時点の認定量が全て運転開始した場合、電力消費者が負担す

る賦課金（単年度）は2.7兆円（100%）にのぼり、この内太陽光（非住宅）は実

に2.2兆円を占め全体の81.5%に達すると試算されている。（表3-7)

一方、単価が安く、ベース電源の性格を持つ「地熱J 「水力Jは各々 34

億円（0.1 % ）、 346億円（1.3%）と、非常に低い水準に止まっている。 （表3-

7) 

この全賦課金の試算値2.7兆円は、現在運転開始分の賦課金6.5千億円の

実に4.2倍である。これにより、電気使用量が少ない300kWh／月の場合、そ

の負担額が現在運転分に対応する 225円／kWhから 935円／kWhと4.2倍に急増す

ると試算されている。

表3-7認定量が全て運転開始した場合（※）の賦課金額（2014年10月26日獄算）

醸課金額（単年度）※1

賦課金単描

月間負担額約 • ; に225円f旦

諜免措置額（単年度）約 c_290億円（間側予算D －~円
探1賦課金については、認定設嬬の運転開始時期については考醸せず、認定された設備が却運転開始するという整理で誤算。
※2電気の使用援が300kWh／月の場合。
※3減免対象龍力量（2014年度見込み値547億kWh）×賦課金誠免単倒（賦課金単瓶に賦課金滅免率加古を乗じた値）

太陽光（住宅）

太譲先（非性宅｝

愚力

地熱

水力

バイオマス・廃棄物
*4費用負担譲撃機関の事務費見込み（2.7億円）！ま除外

48犠kWh

755罷k糊1

65憶kWh

1f意k糊1

22掻kWh

169億主Wh

資料： 「再生可能エネルギーの状況について」資源エネルギー庁総合資源エネルギー調査会

省エネルギー・新エネノレギ一分科会新エネルギー小委員会系統ワーキンググループ（第1回、 2014年

10月26日）
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図3-4コスト等検証委員会による主要電源のコスト試算
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資料：「再生可能エネノレギ一国定価格買取制度ガイドブックJ資源エネルギー庁（2014年3月）

5）一部産業のみに導入されている国費による減免制度の問題

一般水力
（参考）

ドイツと同様我が国においても、一部産業のみに対し国費による減免制

度が導入されている。この減免制度は2014年度（平成26年度）予算で、篭力

多消費事業者 l,031事業者を対象に、 290億円（単年度）が措置され、全て運

転を開始した場合1,364億円にのぼるとされている。

この減免制度は電力多消費事業者が対象で、主要業種としては鉄鋼、化

学、非鉄金属、電子部品・デバイス、鋳造・熱処理、鉱業・窯業、上下水

道・工業用水、食料品製造等、熱供給、冷蔵倉庫といったものが対象とさ

れ、大企業が多くを占めていると考えられる。
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②現状（2015年（平成 27年 4月末時点、及び当初見込み））での
再生可能エネルギーの各電源の導入と賦課金単価の状況

1)再生可能エネルギーの各電源の導入状況

前記 2014年に発生した再生可能エネルギーの各電源の導入と賦課金の

問題について、まず現状（2015年 4月末時点）の状況について整理した。

（表 3-8参照）

2012年 6月末時点の全体の設備導入量・件数（2012年（平成 24年） 7月～

2014年（平成 26年） 6月末）が、 1,109. 3万 kW(lOO.O）、 714,303件（100.0) 

であったものが、現状（2012年（平成 24年） 7月～2015年（平成 27年） 4月

末）では、 2,011.6万 kW(181.3）、 1,019,471件（142.7）と、発電設備量・

件数とも大きく増加した。（表 3-4、3-8参照）

特に太陽光（非住宅）は、 2014年 6 月末時点の設備導入量が 848.4 万

kW(lOO. 0）であったものが、現状では 1,622.3万 kW(191.2）と約倍増してい

る。そして全体の発電設備導入量に占める太陽光のシェアは、 2014年 6月

末時点では 76.5%であったものが、現状では 80.6%に増加している。

一方認定容量についてみると、 2014年 6月末時点の全体の認定容量・件

数が、 7,178万 kW(lOO.0）、 1,315, 806件（100.0）であったものが、現状で

は、 8,760万 kW(122. 0）、 1,675,5001 件（127.3）と、発電設備量・件数と

も大きく増加した。（表 3-4、3-8参照）

特に太陽光（非住宅）は、 2014年 6 月末時点の認定容量が 6,604 万

kW(lOO. 0）であったものが、現状では 7,863万 kW(l19.1）と約 2割増加した。

そして全体の発電設備導入量に占める太陽光のシェアは、 2014年 6月末時

点では 92.0%であったものが、現状では 89.8%とやや減少している。（表

3-4、3-8参照）

表3-8現状の再生可能エネルギーの各電源の導入

設備導入量（運転を開始したもの〉 認定容量

再生可能
固定価格買取制度 固定価格買取制度 固定価格買取制度

エネルギー
導入前 導入後 導入後

発電設備 平成24年 6月末
平成24年 7月～

平成24年7月～
の種類 までの累積導入畳

平成27年 4月末
平成27年4月末

までの毒事入重量
太陽光

約470万kW 22.8% 318.8万kW 15.8% 384万kW 4.4% 
（住宅〉
太陽光

約 90万 kW 4.4% 1,622.3万 kW 80.6% 7,863万 kW 89圃8%
（非住宅〉

風力 約 260万 kW 12.6% 33.1万 kW 1.6% 232万 kW 2.6% 

地熱 約50万kW 2.4% 0.5万kW 0.0% 7万kW 0.1% 

中小水力 約 960万 kW 46.6% 10.0万 kW 0.5% 66万 kW 0.8% 

バイオマス 約 230万 kW 11.2% 26.9万 kW 1.3% 208万 kW 2.4% 

合計
約 2,060万 kW 100.0% 2,011.6万 kW 100.0% 8,760万 kW 100.0% 

1,019,4711：牛 1,675,5001：牛
資料：「新エネノレギー小委員会の検討状況について」総合資源エネルギー調査会、基本政策分科会

第 14回会合、平成 27年 8月
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2）電力消費者に課される賦課金単価と総額の推移

一方、電力消費者に課される賦課金単価と総額の推移についてみると、

運転開始分の 2014年 6月末時点の賦課金単価が 0.75円／kWhであったのに

対し、現状は 1.58円／kWhと 2.1倍にもなっている。そして、 FIT導入当

初の 2012年度の 0.22円／kWhと 2.1倍にもなっている。そして、 FIT導入

当初の 2012年度の 0.22円／kWh (100. 0）と比べると、現状の 1.58円／kWh

は 718.2（約 7.2倍）にもなる。（表 3-9参照）

そして運転開始分の賦課金総額は、 2014年度（収支の当初見込）が 6,520

億円であったのに対し、現状は 1兆 3,222億円と 2.0倍にもなっている。

そして、 FIT導入当初の 2012年度の 6,520億円（100.0）と比べると、現状

の 1兆 3,222億 円 は し 012.4（約 10.1倍）にもなる。（表 3-9参照）

表3-9固定価格買取制度により電力消費者に課される賦課金単価と総額の推移

賦課金単価
収支の

〈標準家庭月額）
当初見込

〈賦課金総額）

2012年度 0.22円／kWh (100.0) 

〈平成24年度〉 (66円／月〉
1,3061：意円 (100.0) 

2013年度 0.35円／kWh (159.1) 

〈平成25年度） (105円／月〉
3,2891：意円 (251.8) 

2014年度 0.75円／kWh (340.9) 

〈平成26年度〉 (225円／月〉
6,520億円 (499.2) 

2015年度 1.58円／kWh (718.2) 

〈平成27年度〉 (474円／月）
1兆 3,222億円 (1,012.4) 

資料：「新エネルギー小委員会の検討状況について」総合資源エネルギー調査会、基本政策分科会

第 14回会合、平成 27年 8月
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③「改正再エネ特措法」の概要

1) 「再エネ特措法j改正の概要

国によれば「改正再エネ特措法」（2016年（平成 28年） 2月 9日閣議決定

したもの）の概要は、次表のように 4点に整理されている。（表 3-10参照）

その第一は「新認定制度の創設Jで、「再生可能エネノレギ一発電事業者

の事業計画について、その実施可能性（系統接続の確保等）や内容等を認

し、適切な事業実施が見込まれる場合に経済産業大臣が認定を行う制度を

創設する J としている。

第二は入札の導入可能性と長期開発へ配慮した「買取価格の見直し」で、

前者については「調達価格の決定について、電源の特性等に応じた方式を

とることができるようにするため、電気の使用者の負担の軽減を図る上で

有効である場合には、入札を実施して買取価格を決定することができる仕

組みを導入する J としている。また、後者については「開発期間に長期を

要する電源などについては、あらかじめ、複数年にわたる調達価格を定め

ることを可能とする J としている。

また第三は「買取義務者の見直し等」で、「広域運用等を通じた再生可

能エネルギー電気の更なる導入拡大を図るため、買取義務者を小売電気事

業者等から一般送配電事業者等に変更する。また、買い取った電気を卸電

力取引市場において売買すること等を義務づけるとともに、供給条件を定

めた約款について、経済産業大臣への届出を義務づける等の措置を講じる J

としている。

表3-10 「再エネ特措法J改正の概要（2016年（平成28年） 2月9日閣議決定）

項目 械要

( 1 ）新認定制度の創設
事再生可能エネルギー発電事業者の事業計画について、その実施可能性（系統接続の確保等）や内
容等を確認し、適切な事業実施が見込まれる場合に経済産業大臣が認定を行う制度を創設する。

調達価格の決定について、電源の特性等に応じた方式をとることができるようにするため、電気の

(2）買取価格の決定方法の
使用者の負担の軽減を図る上で有効である場合！こは、入札を実施して買取価格を決定することが

患できる仕組みを導入する。
見直し

また、開発期間に長期を要する電源などについては、あらかじめ、複数年にわたる調達価格を定め
ることを可能とする。

広域運用等を通じた再生可能エネルギー電気の更なる導入拡大を図るため、買取義務者をlj＼完電

(3）買取義務者の見直し等
事気事業者等から一般送配電事業者等に変更する。また、買い取った電気を鋼電力取引市場におい
て売買すること等を義務づ、けるとともに、供給条件を定めた約軟について、経済産業大臣への届出
を義務づける等の措置を講じる。

電気を大量に消費する事業所における眠課金の減免制度について、我が国の国際競争力を強化
(4）融課金減免制度の見直し 脅するという制度趣旨を明確化するとともに、この制度の対象となる事業者の省エネルギーに向けた

取組を確認することができるように制度を見直す。
資料：「『再エネ特措法等の一部を改正する法律案』が閣議決定されましたJ資源エネルギー庁、平成 28年 2月

9日
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さらに第四は「賦課金減免制度の見宜し」で、 「電気を大量に消費する

事業所における賦課金の減免制度について、我が国の国際競争力を強化す

るという制度趣旨を明確化するとともに、この制度の対象となる事業者の

省エネルギーに向けた取組を確認することができるように制度を見直すJ

としている。（表3-11参照）

2）調達価格・調達期間と入札等

「電気事業者による再生可能エネノレギー電気の調達に関する特別措置法

等の一部を改正する法律案要綱Jにおいて、 「調達価格・調達期間J と

「入札等」が規定されている。

( i ）調達価格・調達期間

調達価格・調達期間に関する第一は、 「経済産業大臣は、必要があると

認めるときは、当該年度の翌年度以降に定めるべき調達価格等を当該年度

に併せて定めることができる（第三条第二項関係） Jものとしている。

また第二として、 「経済産業大臣は、電気についてエネルギー源として

の再生可能エネルギー源の効率的な利用を促進するため誘導すべき再生可

能エネルギー電気の価格の水準に関する目標を定めなければならないもの

とすること（第三条第十二項関係） J としている。

（並）入札の実施等

入札の実施等については、まず第四条で「入札による供給価格の額が、

電気の使用者の負担の軽減を図る上で有効であると認めるときは、入札を

実施する再生可能エネルギ一発篭設備の区分等を指定することができる J

としている。（第四条関係）

そして入札をする場合には、第五条で「再生可能エネルギ一発電設備の

区分等を指定する、入札実施指針を定めなければならないJとしている。

（第五条関係）

入札参加者の対象と落札者決定は まず入札参加者の条件を「適切な再

生可能エネノレギ一発電事業計画を提出したもの j と規定している。そして、

落札者の決定は「供給価格上限額を超えない供給価格の参加者のうち、低

価の参加者から順次入札量に達するまでの参加者をもって落札者として決

定する J としている。（第七条第一項から第三項まで関係）

なお、入札業務は「指定入札機関」に行わせることができるともしてい

る。（第七条第十項関係）

この入札に関する問題点・疑問点として、再生可能エネルギー固定価格

買取制度が分野別導入戦略目標を持たず、全方位パラマキ型のため、どの

発電設備を入札の対象にするのか、太陽光を除き明らかにすることが困難

な状況にあると思われる。

また入札制度として、建設分野での「予定価格Jに相当する「供給価格

上限額」を設定しているため、建設業界でしばしば問題となる「談合Jが

発生する等、 「競争原理」が働かなくなる可能性がある。（表3-11参照）
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表3-11 「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する

特別措置法等の一部を改正する法律案要綱」における調達等について

こ電気事業者による再生可能エネルギ国電気の調達等

1 ~達冊格及び調達期間

(1) 経済産業大臣Ii、必要があると認めるときは、当~~年度の翌年度以降｜：定めるべき調達価格等砧~~年度｜：併せて定めることが
できるものとすること。（第三条第二項関係）

(2) 経済産業大filli、電気についてエネルギー源としての再生可能エネルギ由源の効率的な利用を促進するため誘導すべき再生可
能エネルギー電気の価格の水準l：関する目標を定めなければならないものとすること。（第三条第十二項関係）

2 入札の実施等

経済産業大臣Ii、供給価格の額についての入札により再生可能エネルギー発電事業計画の認定を受けることができる者を決定
(1）することが、再生可能エネルギE 電気の利用に伴う闘の使用者の負担の軽減を図る上で有効であると認めるときは、入札によ

る手続を実施する再生可能エネルギー発電設備の区分等を指定することができるものとすること。（第四条関1*)

(2) 経済産業大臣Ii、入札による手続を実施する再生可能エネルギ回発電設舗の区分等の指定をするときは、入札実施指針を定め
なければならないものとすること0（第五条関係）

入札実施指針において定められた再生可能エネルギー発電設備の区分等に係る入札！こ参加しようとする者Ii、経済産業省令で
(3）定めるところにより、再生可能エネルギー発電事業計画を作成し、経済産業大臣に提出しなければならないものとすること。（第六
条関係）

経済産業大臣Ii、再生可能エネルギE発電事業計画を提出した者のうち、当~~再生可能エネルギ回発電事業計画が入札実施t~
針に照らし適切なものであると認められる者に対しては入札に参加することができる旨を、当競再生可能エネルギー発電事業計画

(4) が入札実施指針！こ照らし闘なものであると認められない者｜：対しては入札｜：参加することができない旨を、それぞれ通知するも
のとし、経済産業大臣Ii、入札に参加することができる旨の通知を受けた者を参加者として、入札を実施し、供給価格上限額を超
えない供給価格の参加者のうち、低価の参加者からi鰍入札量に達するまでの参加者をもって落札者として決定するものとするこ
と。（第七条第問項から第三項まで関係）

(5) 入札に参加しようとする者Ii、実費を勤案して政令で定める額の手数料掴に納付しなければならないものとすること。（第七条第
九項関係）

(6）経済産業大臣Ii、指定入札機関！こ、入札業務を行わせることができるものとすること。（第七条第十項関係）

(7) 経済産業大臣Ii、入札実施指針に従い、入札の結果を踏まえ、入札の落札者における再生可能エネルギー発電設備！こ協調達
価格等を定め、これを告示しなければならないものとすること。（第八条関係）

資料：「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法等の一部を改正する法律案

要綱J再エネ特措法等の一部を改正する法律案」が閣議決定されました、経済産業省、平成 28年 2月

9日
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(3）政府が進める「一体的な制度改革による総合エネルギー市場の創出J
政府においては、電力、ガス、熱各エネルギー分野の供給構造は、業態

ごとに法などで制度的に枠組みが整備されてきたことから、市場ごとの縦

割型産業構造という特徴を持っていると認識している。

そして、制度改革による市場の垣根の撤廃や、閉鎖的であったエネル

ギー産業構造に技術革新や異業種における効率的な経営手法を取り込むこ

とで、より付加価値が高く、効率的な産業構造へと変革し、分断されたエ

ネルギー市場を水平的に統合された構造へと転換を図ることが必要である

としている。

こうした視点から、政府においては、①電力システム改革（電力の小売り

全面白由化、送配電網部門の法的分離等）、②都市ガス改革（小売全面白由

化、導管部門の法的分離等）、③熱供給事業改革（自由化等）を推進し、総合

エネノレギー市場の創出を目指している。（図3-5参照）

そこで、病院にとって最も多くのエネルギー源となっていて、密接な関

係を持っているとともに、その改革が他に比べ先行している、①電力シス

テム改革（電力の小売り全面白由化、送配電網部門の法的分離等）を取り上

げ、この概要について以下整理した。
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0 f光熱費jという言葉があるように、消費者にとってエネルギー市場は一体のもの。他方で、従来、
我が国のエネルギー市場i立、篭力、ガス、熱等の業態ごとに制度的なf市場の壇被jが存在。
｛謀｝石油やしPガスiま既に参入規制なく、自由な市場

。一体的な制度改革によりf市場の壊根jを撤療し、エネルギー企業の相互参入や異業種からの新
規参入を進める。これにより、競争によるコスト低廉化を図るとともに、消費者の利便性を向上さ
せる。

0さらに、圏内市場に閉じることなく、総合エネルギー企業による海外市場の開拓・獲得も目指す。

ー、、

i

、 《韓合エネルギー市場の割出》
題内iこ閉じることなく、

海外市場lllltn・E量得も霞織す
i・1主要ガス舎をtiま麗l二43百万~VI穏援の火

カ祭壇を保有｛揮発4轟分）
惨大手封ス2殺の連絡蛍袋利益の2何3
視を寵カが占める 1

汀、自動車等

平成27年
(2015年）

平成28年
(2016年）

平成29年
(2017年）

平成32年
(2020年）

平成34年
宣盟主主i

第3段階（港配軍部門
の法的分総）

導管部門の
法的分離（大手3社）

【熱｝

資料：「電気事業法等の一部を改正する等の法律案について（参考資料集）J経済産業省、平成 27年 3月
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①電力システム改革の 3つの目的
国によれば、「電力システム改革の目的J として、下記の3点を掲げてい

る。（図3-6参照）

すなわち、「1電力安定供給の確保J、「2電気料金の最大限の抑制J及び

「3電気利用の選択肢や企業の事業機会の拡大Jの3点である。

「1電力安定供給の確保Jについては、「広域的な電力融通を促進しする

とともに、再エネや自家発電など多様な電源を供給力として活用し、計画

停電に頼らないシステムを構築する j としている。

また、「2電気料金の最大眼の抑制」については、「電力供給事業者の競

争を促進し、参入企業の創意工夫や経営努力を引出し、電気代を最大限抑

制する」としている。

さらに、「 3電気利用の選択肢や企業の事業機会の拡大j については、

「一般家庭や企業を含め、すべての電気利用者が自由に電力供給事業者を

選べるようにする」としている。

図3-6電力システム改革を行う3つの目的

安定供給を確保します。
電気が足りなし、j也械に 1ミ •I立に供給できるよう、広h史！＇l~Jt，，：泊 h1'1をI!泌を促進し主
寸（ flj'.:r.ネゃ臼京すをす註など、多隙な＇ i'lliUJlを；・fl民主主）Jとしてi円用しべJ十くし七寸い
j撚珂なく節唱できる f1:組みも 11納入れて、 iミ1・ 1凶作＇d主に：•Jifi1";,l~ ~ 、シスチム，・－...と
'.j£）と二ごし、t：＇；＼：・支て｝＼

電気料金を最大限抑制します。
f官官l'tY)I；：めω撚＇~H·:i スト（l)j'¥''/ }Jlll~ ，！，プが WJ:~.（.\:l'+fit<J) I二将・uミ）Jどな4γてい。iャ仁、
自立すr,,Y.: (Jt': j践し、 社主主；＼i/):.t.1.守トヤ!11~ヲ1~1\:r jこう合モ濃υ〉寝tLQ~ T；た；.，咋王手t 今子 ）） 告：口、~~‘
丈：：：－；J”こと’守、 'i'lt文，＼（＼乙1::'1＼主Jに1;RJ1[1tH!Jし！？長崎；1・.

電気利用の選択肢や企業の事業機会を拡大します。
ど の＇d:L））会計：均、iう、どのよう記1也：！試合間うの；6', － ~1安当てほべ：.：＞－；j- J ぐてυ〉命誌

を台みら、「｝‘べての i＇泣 ~＼＜.niミリ丹1背が白 1J1tこ選べるようにし主寸イ
これを企業のピジネスチ、ヤンス、イノベーシ汀ンにつなげ主す〈

資料：「電力システム改革が造り出す新しい生活とビジネスのかたちJ経済産業省、平成 25年 11月 13日

②電力システム改革の 3つの方策
前記「電力システム改革の目的」実現するために、次の具体的な3つの方

策を掲げている。（図3-7参照）

すなわち、「1地域を越えた電気のやりとりを拡大」、「2電気の小売を全

面的に自由化J及び「3公平な送配電ネットワークを利用 j の3つである。

「1地域を越えた電気のやりとりを拡大j については、「災害時などに停

電を起こりにくくするため、その司令塔として『広域的運営推進機関』を

創設する J としている。

また、「2電気の小売を全面的に自由化」については、「一般家庭やすべ

ての企業向けの電気の小売販売ビジネスへの新規参入を解禁する Jとして

いる。そして、その際「自由化しても安定供給や電気料金の抑制にしっか

り取り組み、料金規制は段階的に撤廃し、セーフテイネットとして必ず誰

かから電気の供給を受けられるようにする Jともしている。
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図3-7電力システム改革の3つの方策

地域を越えた震気のやりとりを拡大しますG
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資料：「電力システム改革が造り出す新しい生活とビジネスのかたちj経済産業省、平成 25年 11月 13日
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さらに、「3公平な送配電ネットワークを利用Jについては、「電力会社

の送配電部門を別の会社に分離することで、このネットワークを誰もが公

平に利用できるようにする J としている。

③実現を目指す電力利用環境や生活の変化
前記「電力システム改革の3つの方策j により、次の5つの「電力利用環

境や生活の変化の実現を目指すj としている。（図3-8参照）

すなわち、「1家庭でも電力会社を選べるようになる j、「2 どんな電気を

使うか自分で決められる J、「3電気代を安くできる J、「4 ライフスタイル

に合わせた節電ができる」及び「5事業者（企業）も電気の選択肢が増える」

の5つである。

「l家庭でも電力会社を選べるようになる Jについては、「電気小売事業

者が、全国レベノレで自由に電気を売れるようにする」ことで、これを実現

するとしている。

「2 どんな電気を使うか自分で決められる Jについては、「新規参入者の

いろんな料金メニューが生まれることで、そんな声にも応える J としてい

る。

「3電気代を安くできる」については、「電力会社がより競争することで

発電用の燃料コストが上昇しても、電気代を最大限抑制する J としている。

また、「4 ライフスタイルに合わせた節電ができる J については、「電気

使用がピークのときだけ料金が高くなり、他の時間帯は安くなる料金メ

ニューが選べる J ようにして、無理なく省エネできて、お財布にもやさし

い節電が出来るとしている。

さらに、「5事業者（企業）も電気の選択肢が増える Jについては、「全面

白由化で本気の競争を進める」ことにより、事業者が必要な電気事業者を

選択出来るとしている。また「自社の工場・店舗で使う電気を全国一括調

達することが容易にJ なるとしている。

④電力システム改革のスケジュール
電力システム改革のスケジュールは、 3段階で進められており、第 1弾

の改正法で規定されている。（図 3-9参照）

すなわち、まず「第 1弾の改正電気事業法に基づき 2015年（平成27年） 4 

月に「広域的運営推進機関Jを「全電気事業者が加入義務がある認可法人

として創設J している。

次に、「第 2弾の改正電気事業法に基づき、一般家庭向けの電気の小売業

への新規参入が2016年から可能j になった。これにより、「新規参入を通じ

た競争の促進が期待され、家庭も含む全ての需要家が電力会社や料金メ

ニューを自由に選択できるようになる J としている。

さらに、 2015年（平成27年）の通常国会に、送配電部門の法的分離等を盛

り込んだ第 3弾の改正法案を提出するとしている。（図3-9参照）
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図 3-8実現を目指す電力利用環境や生活の変化
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資料：「電力システム改革が造り出す新しい生活とビジネスのかたちj経済産業省、平成 25年 11月 13日

図3-9電力システム改革のスケジュール

03段階での改革の実施スケジュールが第H単改正法で規定されている。今年の通常国会に、送
配篭部門の法的分離等を織り込んだ第3弾の破正法案を提出。

第L費晃正篇皆護軍第2界選定問1鵬｝ 【第2段階】
脚摺余 i通常密会 滋常燭余 加 15年4月 間16年4月

備す 自肢 を臨時実総錨

u事3f.量隙】
2~芋

関節15＊開鴻：新た蛸撒湘燃)l : 
（主主〉改革の簿記段織の徳行iま公布日（flfjI お 8 ）から2若手6月を鍛えなか範簡で紋令~定める日とされており、お〕 li5特＂－1月め施行を念！!Illこ銀総制度繰針を進めている

資料：「電気事業法等の一部を改正する等の法律案について（参考資料集）J経済産業省、平成27年3月
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⑤電力システム改革に危慎されること
「電力システム改革」の柱は「電力小売りの全面的自由化Jであるが、

これについては様々な危慎される点がある。（12(3）参照）

中でも「地球温暖化対策Jの視点からみると、新規電力参入者である新

電力は、その電源の多くはLNG火力（一部では石炭火力まで導入する）である

ことから、使用端排出係数が現状より上がる可能性があり、先の「約束草

案」等と政策的整合性の問題がある。そして、上記以外にも様々な問題

点・疑問点が指摘されている。 （図3-9及び12(3）参照）
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(4）「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」の公布図施行
「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律Jが国会で議決され、

平成27年7月から公布された。（図3-10)

この法律の主旨は、「社会経済情勢の変化に伴い建築物におけるエネル

ギーの消費量が著しく増加していることに鑑み、建築物のエネルギー消費

性能の向上を図るため、住宅以外の一定規模以上の建築物のエネルギー消

費性能基準への適合義務の創設、エネノレギー消費性能向上計画の認定制度

の創設等の措置を講ずる Jというものである。

そして、この法律の背景としては、下記の三点が挙げられている。

【「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律jの背景｝

①我が国のエネルギー需給は、特に東日本大震災以降一層逼迫しており、国民

生活や経済活動への支障が懸念されている。

②他部門（産業・運輸）が減少する中、建築物部門のエネルギー消費量は著しく

増加し、現在では全体の1/3を占めている。

③建築物部門の省工ネ対策の抜本的強化が必要不可欠。

法案の医療に関係する内容としては、大きく「規制措置J「誘導措置J

「届出義務j の三つからなり、国土交通省によれば、「規制措置Jについて

は平成29年4月から、「誘導措置」については平成28年4月より施行されるこ

とになっている。

「規制措置j は「特定建築物J（一定規模以上の非住宅建築物（政令：

2, 000 rd））に係るもので、下記の省エネ基準適合義務・適合性判定がなさ

れる。この判定をクリアしないと、建設に必要な「建築確認申請Jが受理

されず、設計審査等にかかってもらえないことになる。

【規制措置としての特定建築物jに係る省エネ基準適合義務関適合性判定】

①新築時等に、建築物のエネルギー消費性能基準（省エネ基準）への適合義務

②基準適合について所管行政庁又は登録判定機関（創設）の判定を受ける義

務

③建築基準法に基づく建築確認手続きに連動させることにより、実効性を確保
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「誘導措置j は、「エネルギー消費性能の表示J と「省エネ性能向上計画

の認定、容積率特例j の二つからなる。

前者については、「建築物の所有者は、建築物が省エネ基準に適合するこ

とについて所管行政庁の認定を受けると、その旨の表示をすることができ

るJものである。

後者については、「新築又は改修の計画が、誘導基準に適合すること等に

ついて所管行政庁の認定を受けると、容積率の特例（＊省エネ性能向上の

ための設備について通常の建築物の床面積を超える部分を不算入）を受け

ることができる J ものである。

「届出義務Jは、「その他の建築物J（特定建築物を除く、一定規模以上

の建築物（政令： 300r.rf）について、「一定規模以上の新築、増改築に係る

計画の所管行政庁への届出義務を定めたもので、必要に応じて所管行政庁

が指示・命令できる j ものである。
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図3-10建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の概要

骨建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律諜

社会経済情勢の変化に伴い建築物におけるヱネルギーの消費盤が著しく増加していることに鑑み、建築
物のエネルギー消費性能の向上を図るため、住宅以外の一定規模以上の建築物のエネルギー消費性能
基準への適合義務の創設、エネルギー消費性能向上計画の認定制度の創設等の措置を講ずる。
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資料：「建築物のエネノレギー消費性能の向上に関する法律案」国土交通省
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図3-11 建築物の一次エネルギー消費量基準の考え方
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資料：「建築物のエネノレギー消費性能の向上に関する法律案J国土交通省

3-29 





















































6，医療用亜酸化窒素 NzOの排出削減対策
（エネルギー起源以外の温室効果ガスの排出削減対策）

病院から排出される温室効果ガスの1っとして、医療用亜酸化窒素（一酸化

二窒素、笑気ガス（NzO) ）がある。

亜酸化窒素は、米国で全身麻酔が開始された頃から近年まで、全身麻酔の

中心的な役割を担ってきた。しかし、最近超短時間作用性の静脈麻酔薬（プ

ロポフォーノレ）や麻薬（レミブエンタニル）の使用と、亜酸化窒素の地球温

暖化に及ぼす悪影響が指摘されて以来、その使用量が減少してきた。

特に近年の医療用亜酸化窒素（笑気ガス（NzO））の生産量（イコール使用

量と考える）は急激に減少しており、全病院でみると、 2000年にl,081.7t

(100. 0）であったものが、最新の統計である 2013年には260.1 t (24. 0）と、

この 13年間で約8割弱減少した。 （表6-1参照）

そして、 2013年の生産量260.1 tは、基準年2006年の798.7t (100.0）に比

べて、 67.4% も減少しこの間で約 1/3~~ となった。

表6-1 全病院における医療用車酸化窒素（笑気ガス（N20) ）の生産量の推移

医療用亜酸化
窒素生産量

医療用E酸化
窒素生産量

2000年 I2001年 I2002年
1 081.71 1 108.41 1 077.6 
(100.o)I (102.5)1 (99.6) 

2007年 2008生F'. 2009年

513.1 409.5 392.6 
(4 7.4) (37 .9) (36.3) 

<64.2> く51.3> <49.l> 
注 1：中段は 2000年を 100とする対 2000年比。

~旦豆主
1,034.0 
(95 .6) 

2010年

326.9 

(30.2) 

く40.9>

注 2：下段は基準年の 2006年を 100とする対 2006年比。

資料：「薬事工業生産動態統計年報J厚生労働省編集

2004企F'.
959.8 
(88.7) 

2011生存

298.l 
(27 .6) 

<37.3> 

20笠空ι
859.4 
(79.4) 

2012年

295.5 

(27. 3) 

<37 .o> 

（単位： t) 

20旦豆空L
798.7 
(73.8) 

<100.0) 

2013生手

260.1 

(24.0) 

く32.6)

私立病院の 2014年の笑気ガスの使用量は、 アンケート調査結果から求め

られた、 「NzO病床当り使用原単位」 0.1272 kg ／床を用いて推計した結果、

155.れとなった。（表 6-2参照）

2014年度の対前年削減比率は 2012年度 226.5t (100. 0）に対し、 2014年度

は 155.9t (68. 8）と 31.2%の減少となった。

これを C02に換算すると（表 6-2の注 2：地球温暖化係数を利用）、 2014

年度の私立病院で使用された笑気ガスは 4.83万 t- C02に相当し、 2012年

度の 7.02万 t-C02から、前記と同様 31.2%減少した。 （表 6-2参照）

さらに延床面積当たりの C02換算排出原単位を求めると、基準年の 2006年

度の 2.976kg-C02／ぱ（100.0）から、 2014年度には 0.692kg-C02／ぱ（23.3）と、

76. 7%、約 8割弱減少したことになる。また、対 2012年度削減率は 22.8% 

であった。（表 6-2参照）

なお、これら C02換算量は表 2-3等のエネルギー起源の、 C02排出原単位

等の実績に含めてはいない。

6-1 



表6-2 医療用亜酸化窒素（笑気ガス（N20））の1病床当り排出原単位と
C02換算排出量

2006年度
2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年産 2014年度

（基準年）

私立病院数 7,604 7,550 7,497 7,461 7,408 7,363 7,329 7,274 

病床数（万床） 125.6 125.9 124.5 124.2 123.9 123.4 123.l 122.6 

延床面積（干m) 64,271 65,793 63,072 64,941 66,512 68,335 69,515 69,833 

N20延床面積当り
0.0096 0.0062 0.0062 0.0061 0.0037 0.0044 0.0035 0.0024 

使用原単位（kg-N20／凶）

N20病床当り
0.4910 0.3167 0.3225 0.2451 0.1919 0.2280 0.1839 0.1272 

使用原単位（kg／床）

ト120使用量（t) 616.9 398.8 401.6 392.5 237.7 281.4 226.5 155.9 

<100.0) く68.9)

C02換算排出量 19.12 12.36 12.45 12.17 7.37 8.72 7.02 4.83 

（万トC02) (100.0) (64.6) (65.1) (63.7) (38.5) (45.6) (36.7) (25.3) 

く100.0) く68.9)

C02換算排出原単位 2.976 1.879 1.943 1.874 1.108 1.276 1.030 0.692 

(kg-C02/m) (100.0) (63.1) (65.3) (63.0) (37 .2) (42.9) (34.6) (23.3) 
<100.0) く67.2)

注1:2008年度～2012年度の笑気ガス（N20）の病床当り排出原単位は、アンケート調査よりN20の総量を

アンケート回答病院の全病床数で割って求めた。又、全病院のN20排出量はこの原単位と病床数

により求めたものである。

注2：地球温暖化係数：温室効果ガスは、種類が異なれば同じ量であっても温室効果の影響度が異なる

ため、その持続時間も加味した地球温暖化係数（GWP:Global Warming Potential）を定め、 C02
に換算できるようにノレール化してある。笑気ガス（N20）もこの係数を使ってC02に換算でき、 2014年
度の病院の換算は下記のようになる。

C02量＝N20量×N20( GWP) I C02 ( GWP) 

4. 83万 t-C02 = 15 5. 9 ( t ）×310 (GWP) /1 (GWP) 

前述したように、最近の麻酔の傾向として、超短時間作用性の静脈麻酔薬

や麻薬の使用により、亜酸化窒素がなくても全身麻酔のコントロールが容易

になってきた。特に、他の吸入麻酔薬も使用せず、静脈麻酔薬だけで麻酔を

行う全静脈麻酔が広く用いられるようになった結果、亜酸化窒素も使用され

なくなってきた。

今後こういった傾向がさらに持続し、麻酔関連、特に全身麻酔における亜

酸化窒素消費量が減少することが予想される。

以上のことから類推できることとして、国の長期目標である 80%削減を実

現するためには、 C02排出を大きく減少出来る既存或いは革新的な電力源の、

導入・普及に取りかかることが必須の条件である。
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7. 病院業界における地球温暖化対策の実施状況

以下では、これまでの経緯と、本協議会構成団体の2015年度における地球

温暖化対策への取組みの実施状況を整理した。

(1) C02削減のための取組み等

①「病院における地球温暖化対策推進協議会」
の継続的な開催による地球温暖化対策の推進

1) これまでの経緯と設立の目的

2005年（平成 17年） 4月に閣議決定された京都議定書目標達成計画に

おいて、業種ごとに地球温暖化防止のための目標を設定した自主行動計画

の策定と、その着実な実施が求められた。

このため、 2007年度（平成 19年度）日本医師会において「私立病院に

おける地球温暖化対策自主行動計画策定プロジェクト委員会Jを設け、私

立病院を中心とする「病院における地球温暖化対策自主行動計画Jを策定

した。そして 2008年（平成 20年） 8月には、この自主行動計画が日本医

師会及び四病院団体等（日本病院会・全日本病院協会・日本精神科病院協

会・日本医療法人協会及び東京都医師会）によって、自らの計画として正

式に機関決定された。

更に、この自主行動計画は、毎年度その達成状況をフォローアップする

ことが求められていることから、 2008年度（平成 20年度）日本医師会に

「病院・介護保険施設における地球温暖化対策プロジェクト委員会j を設

け、この委員会で病院における自主行動計画のフォローアップのための分

析・検討を行った。

しかし、各病院及び各団体が自主的に、より一層具体的な地球温暖化対

策を推進することが重要であることから、各団体の地球温暖化対策を担当

する理事等からなる連絡推進組織を設立し、各団体における自主的な温暖

化対策を推進することとした。

2009年度（平成 21年度）からはプロジェクト委員会に代わり、「病院に

おける地球温暖化対策推進協議会J （以下、協議会ともいう）を新たに設

立し、日本医師会や四病院団体間等で情報の共有や連絡等を図るとともに、

各団体が具体的な地球温暖化対策をより一層促進することとした。

そして、 2012年度までの実態調査結果をもとに、 2013年度にフォロー

アップ報告を取りまとめ、京都議定書目標達成計画に基づくフォローアッ

プは一旦終了した。

引き続き、 2013年度以降も国の「地球温暖化対策推進本部j の基本方針

に対応して、「2015年病院における厚生労働省環境自主行動計画フォロー

アップ実態調査J （日本医師会によるアンケート調査）を実施して、本報告

書「2014年・ 2015年（2013年度・ 2014年度）病院における低炭素社会実行

計画フォローアップ報告Jをとりまとめた。
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2）構成団体と協議会議長・顧問

( i）構成団体

協議会を構成する団体は、 次の団体である。

く構成団体＞

日本医師会

日本病院会

全日本病院協会

日本精神科病院協会

日本医療法人協会

東京都医師会

①

②

③

④

⑤

⑥

 

(ii）協議会の議長及び顧問

協議会の議長として、全日本病院協会の加納繁照常任理事が就任する

とともに、地球温暖化対策の専門家として、筑波大学の内山洋司名誉教

授が本協議会の「協議会顧問」に就任した。

3）協議内容

協議会において協議する内容は、次のような項目とした。

く協議内容＞

地球温暖化対策自主行動計画のフォ口一アップ内容の検討について

各団体における地球温暖化対策自主行動計画の実施方針について

各団体における地球温暖化対策自主行動計画の実施状況について

各団体共同による地球温暖化対策について

固からの各種要請への対応について

その他

①

②

③

④

⑤

⑥

 

② C02排出削減のためのフォローアップ調査の実施
協議会において、 2008年8月に策定された自主行動計画の推進状況につい

て、日本医師会が行った「2015年病院における厚生労働省環境自主行動計画

フォローアップ実態調査j により、進捗状況のフォローアップ等の検討を

行った。

③協議会参加団体における地球温暖化対策への取組み

1 ）日本医師会における取組み

①「2015年病院における厚生労働省環境自主行動計画フォローアップ

実態調査Jを、発送、回収、分析。（2015年11月～2016年3月）

この調査の一環としてアンケート票発送に併せ、前回の報告書で
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ある「2013年（2012年度）病院における地球温暖化対策自主行動計画

フォローアップ報告J （抜粋）を送るとともに、前回アンゲート回答

病院には「省エネ活動実施状況のフィードバック票Jを送付し、地

球温暖化対策への一層の啓発を図った。（図7-1参照）

②前年度に引き続き、医師・看護師・施設管理者等医療従事者を対象

とした、日本医師会の「医療安全推進者養成講座Jのカリキュラム

「医療施設整備管理論Jのテキストの中で、自主行動計画フォロー

アップの結果や改正省エネ法等「地球温暖化対策J及び、 「建築物

のエネルギー消費性能の向上に関する法律j を取り上げた。

2016年度においても引き続き、日本医師会として「医療安全推進

者養成講座J を積極的に推進していく予定である。

③ 「日医総研地域セミナーJにおいて、 「建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律Jが国会で議決され、平成27年7月に公布さ

れたことを取り上げ、今後「一定規模以上の建築物のエネルギー消

費性能基準への適合義務の創設、エネルギー消費性能向上計画の認

定制度の創設等の措置」が講じられることを情報発信した。

こうしたことにより、受講者に地球温暖化対策の啓発や、病院建

設に際し省エネへの対策が必須事項（確認申請の事前条件）であるこ

とを周知した。

④日本医師会における、 「2014年・ 2015年（2013年度・ 2014年度）病院

における低炭素社会実行計画フォローアップ報告J作成に際し、

「COP21以降の医療分野における地球温暖化対策のあり方に関する研

究J という研究課題名で、厚生労働省より平成27年度厚生労働科学

研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業）が実施された。

⑤「2014年・ 2015年（2013年度・ 2014年度）病院における低炭素社会実

行計画フォローアップ報告Jについて、記者会見において公表予定。

2）日本病院会における取組み

① 2007年度に日本医師会が設置した「私立病院における地球温暖化対

策自主行動計画策定プロジェクト委員会Jには、設置目的に賛同し、

当初から地球温暖化自主行動計画の策定に向け参画してきた。

② 2008年8月には、日本医師会、四病院団体等を構成員とする協議会

として「病院における地球温暖化対策自主行動計画（フォローアッ

プ） Jを策定した。日本病院会では、取りまとめたフォローアップの

内容を会員各位に推進願うよう協力依頼を実施した。

③日本病院会会員には、関係省庁等から配信される地球温暖化対策に

関する通知、講習会等について、日本病院会ニュース（月 2回発行）、
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ホームページを通じて広報活動を行った。

④ 2016年度も、 「2014年・ 2015年病院における地球温暖化対策自主行

動計画～フォローアップ報告～j を会員に周知し、自主行動計画の

推進としての活用を願うこととしている。

3）全日本病院協会における取組み

① 2008年8月に日本医師会・四病院団体において策定した「病院にお

ける地球温暖化対策自主行動計画Jについて、引き続き当協会ホー

ムページに掲載した。

また、「病院における地球温暖化対策自主行動計画フォローアップ

報告Jについても、同様にホームページへ掲載し、会員病院へ周知

している。

②その他、厚生労働省等の行政からの地球温暖化対策に関連する通知

等については、速やかにホームページに掲載して会員病院へ周知。

③ 2016年度においても引き続き、本協議会における取組み等を踏まえ

て、全日本病院協会として必要な対策を検討・実施。

4）日本医療法人協会における取組み

①日本医師会・四病院団体協議会において策定した「病院における

地球温暖化対策自主行動計画Jについて、 2015年度も引き続き当協

会ホームページに掲載した。

②厚生労働省などの行政からの地球温暖化対策に関連する通知等に

ついて、ホームページを通じて会員病院への周知を行った。

5）日本精神科病院協会における取組み

① 2010年度より担当の委員会を設置し、病院における地球温暖化対

策への取組みの検討を行っている。

②機関誌に地球温暖化に関する特集を掲載し、事例等の情報提供を

行っている。

③厚生労働省等関係省庁からの地球温暖化対策関連通知を機関紙、

ホームページへの掲載、メールマガジン等で日本精神科病院協会会

員病院へ周知を行っている。
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(2）省エネ・C02排出削減のための取組み圃 PR活動

①病院での地球温暖化対策の啓発祖推進体制整備

1)地球温暖化対策を啓発

2013年と同様、 f厚生労働省環境自主行動計画フォローアップJのための

「アンケート実態調査Jに併せ、全アンケート対象病院4,585病院に対し、

2014年3月に取りまとめた「2013年（2012年度）病院における地球温暖化対策

自主行動計画フォローアップ報告J （抜粋）を配布した。

2）推進体制整備を促進

2014年に引き続き、医師・看護師・施設管理者等医療従事者を対象とした、

日本医師会の「医療安全推進者養成講座j のカリキュラム「医療施設整備管

理論Jの中で、自主行動計画フォローアップの結果や改正省エネ法等「地球

温暖化対策j 、 「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律Jを取り

上げた。これにより、受講者に地球温暖化対策を啓発し、各医療機関におけ

る推進体制の核づくりを図った。

3）アンケー卜実態調査結果を各病院のベンチマークとしてフィードパック

2013年と同様、 「厚生労働省環境自主行動計画フォローアップ」のための

「アンケート実態調査j に併せ、 2012年度のCOz排出原単位・エネルギー消

費実態データと個別病院と全病院平均や分布との比較データを作成し（省エ

ネ活動実施状況のフィードパック票）、これをフィードパックすることによ

り、自発的な省エネ活動の促進を図った。 （図7-1参照）

②地球温暖化対策としての省エネへの支援

1)大規模改修 R 増改築圃新築段階での積極的な省エネ対策のための

推進体制の整備と実行

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律Jが国会で議決され、

平成27年7月に公布されたことから、省エネ建築建設のための「建設セカ

ンドオピニオンJを提供する「一般社団法人建設セカンドオピニオン医療機

構Jや、下記のような建築施設全体での省エネ基準に関する情報を、 「第12

回目医総研地域セミナーJ （平成27年11月28日（土））において紹介し地球温

暖化対策を推進した。

－省エネルギー基準の改正の概要

・病院等の非住宅に係る省エネルギー基準の改正

圃省エネルギー措置の届出

四 f建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律Jについて

2）省エネ推進のための各種補助制度の拡大国拡充ニーズの把握

病院における省エネ活動・地球温暖化対策のための、省エネ投資・温暖
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化対策投資の費用対効果の情報提供や、診療報酬、税制及び融資面での配慮

の必要性等を、アンケート調査により明らかにした。

図7-1 2014年度省エネ活動実施状況のフィードバック票の例

貴病院のエネルギー使用量j京単位とC02排出量
く省エネ活動実施状況のフィード1＼ック票〉

I 10001 I I 
下記の資料i士、主JL成24fドにご協力開いた｛病院における地球i誌械化対策自主行動計回1jフォ－

u…アッブのための調査jlこご同容隠れ、た資料をIi:に、世：病院の地球iliilll長化対策への対応を繋
理したもので寸：
今後＜D践

（ご；主aな｝

Q）￥うすれ円。タl土あく支マむ l！＼·病ll；誌のアンケートa~~.1"i～ぴ） ~~1'1事会民iこ、）Jll .［.作成したhill＇ですい

｛詰＞i~棋についてのおfl\ll 、 ｛＼＇Vぜl':l:~~： IJ 付けており支ぜんの・ぞご·r,Ji；くださいの

り：｝t:r.了承ルキf, ..・｛史 HJヂー少のゴ記入治｛~I~かった持J trにi士、山ii1iのみみ：~をされてい志す。

1 1業病院の過去1年間のヱネルギー使用量及びC02排出量原単位等i立、下表のように
なっています。

…． φ．‘．．．．φ＂＇川．

龍銃｛吏用譲 I 千kv~I: I 1’43 2 
一一……司一一一一一一一－一一…

重油・灯油等使用援 I kl I 10 

ガス使用蟻 I kni' 

エネルギー使用議席単依 I ~iJ~ i:f I 1,933 

c~~排出畿原単位 ., kg －じo~／rrl] 91.1 

00~排出量 I t ·«::o~ I 1ss 

延べ床面積 I t;f I 8,646 

2有効回答のあった病院全体（次の分布図）の中で、資病院のC02排出量（ヤC02）はO印
の依麗にあります（平成23年度）。

.~OO~！~~出盤、 t-co1>

主主賄向島

IBX／＼沖

l~ （l(l制。

同糊ト刊……ω一一一一一町内町一…・…“一一“一向山……叫一一日一山……………・..... 一日間一一……

I~説得

100斡

S併用

心G 、 令。
せ 毛守主吟 ． 

寺 町守 ヘ令合も s,, " " 。令。吋 4：、
sむJ拍ト.....“”．．．‘‘．‘．．”．川”．．．‘...向．山．””．白…...‘．川＇＇常.....”⑩”＂”””．？．山‘”，．

ν 長く。＂＇ E 舎 ι ，，， 丹

4棋坤

立桜坤

v 、グホ亨t;・5,,,. '! .t ，.実也令ゐ 守 も卒、 そ
令豆、局、 ~o母今 h ムー I‘ v ' 

一 一一一一一ご、 ω リ

t；，~：金、込ア9 C 念 、 ー
可..,. v 

。一一~日F一一 。 。守一世可匹 、、 一 一一

0 1邑 t•.rJ N粍x; 村正組｝ 判ぐ•xi 判.IX：示。 付、（＇／JO 県民持 基；），（＞（＇＞（） E持説JO ）（＼）斜地

｛延べ床磁稿、同｝
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3賞病院の省エネ活動の実施状況は、下衰の通りですむ全体の購読の実施項目と、貴講
院における実施項自を比較して、今後の省エネ活蕗への取組みの参考にして下さい号

貴講践の｜全体実
実態項目！麗比率項 自

l ：.＇.＇~中恋歌！の照明器具をi闘すこと
2照明器；Jtのj指摘、；w球の交換 I o 
3出制限IYl器誌を能うこと I o 
i地ill時!Ill!こ台わせ！KH9Jを点tfしえり1111うIt、たりす芯こ士 I o 
5宵スネルギ…引0：＼隣諸や首i持機関等を導入すること I o I 12.i九

t)＇待機屯 11n1h演のため、地気機器や（｝八機器を｛即日してL、なL、ときに、：1シセントを外十こと I o I ~i2.1も

7 ~r.J. べ…夕、仕！ね！仰をに一部停止・ずること I I 26.0覧

s宵エネ自動販売掩を導入すること

9 ・： i~1京地}J(IヰtlHI

JOトイレ・手洗いに臨本こまを｛初日する等、院内における節水の雑誌1；をするこ！－

11 '(j'エネを考！草した空調ibll記度管理をnうこと
i2·iお練・官邸部flt］での外気11納入~t.hl；を適正に調節するこ土（手術指等を除〈）

1：）空調過i車f~（I）時間をなるべく械くするこ土

H夜間・t!tllfJIUH札船持i士主識逆転を.ti泊るこ！？

Iii‘窓ガラスiこi芝熱ツーt'Jl，ムを塩i；するこ去

I IJ以l：純化・問WM：化会n吋i：ど病院の執（ヒ主：4tf:.illi十るこr
31. lも

Ji.7% 

一HJ.7% 
一一1.7お

。
。時

W.0% 

一一；に（｝%

17 IせI~ v) 1¥Mi!I rH水をh'うこ士

18外側こl併説＼i制：：J・tl吹き付けること

19 HI 入！~に／！ftl除け~fl'.を1没慨すること

20 '1［！倒的lこフィルターm~f1｝~fiうこと

21 ：；~~物外部川県IYJ ・ JJ::{! 1¥ ~ij1；を計；r.ネ化寸るこk

22窓・IJ＆・n；・1吹き杭IHi； 、 rn築1mから（＼11威力H~filiを低減さ·V：・るこj’

za'ilnll主jll/1J館i機能付シャワーをi的IIすること

~'1. （：知HH:t＊令i討を止めること

25外来的こ公共交通機関和IJIJをII子i:)：；？けること
26＇従事前 ・1こ.，... ｛か神通勤fl市をtlfJ.'IJること

21 .. _kl品光発；mソーヲv斗問［）・ヤ風）J発言1等を手11111十るこ土

28 J,:1為AMtJHl（鉛j持・j提唱なれを促進すゆること

31 I写生紙を(r~lfl ・jゆるこ土 () 

2~i'地i&'Z＇（•’JiJIJ·;j ・る＊·＇＂＂をよれ：3 か‘｛ハグl":iザ作＊、 i江主（ l'J 換IJlf（な引に支えるニ1・
:w：；；：雨前日区間可「一一一一一一一一・－1-0

:ft ）宅支i ガス｛麻酔剤）の溺正な使用を鰍）J［~）ること I ｜！：乙iも

:n塙は菅地什＼び｝有スネルユト叶策をj布切なi‘るこ去 I c 1 Gs.i'議
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:J5＇職wこえ・lL、地J'.):i弘n針t}Jl!iに！}ll十倒防空機会の提供や、｛内部lli¥fRをi）＂＂）こ土 I ：~ I 2B.3弘
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③自主行動計画の信頼性と実効性の向上

1)アンケート実態調査票カバー率の向上

「厚生労働省環境自主行動計画フォローアップJのために、アンケート

実態調査を行った。

2013年に引き続き、次のような電気事業連合会の加入企業（10電力会社）

及び、 （社）日本ガス協会の加入企業等（9都市ガス会社、 1市）の協力で、病

院の電力・都市ガス使用量を回答し易くすることにより、アンケート実態調

査票の回収率の向上を図り、計画参加病院に対するカバー率の向上を図った。

（表7-1参照）

この結果、 2014年度のアンケート実態調査の回収率は27.7%になり、対

計画参加病院のカバー率は、 2012年度の26.6%より減少し、 24.2怖となった。

（表7-2参照）

電気事業連合会加入企業及び日本ガス協会にご協力して頂いた内容とし

ては、アンケート実施期間中、病院からの2013年度・ 2014年度の各々 1年間

の電力・都市ガス使用量の電話での問い合わせに対し、これら企業等におい

て電話回答をして頂いた。

表7-1 アンケート実態調査に協力を頂いた

電気事業連合会圃（社）日本ガス協会加入企業等

（その 1) 電気事業連合会加入企業（ 10社）

北海道電力（株） 東北電力（株） 東京電力（株）

中部電力（株） 北陸電力（株） 関西電力（株）

中国電力（株） 四国電力（株） 九州電力（株）

沖縄電力（株）

（その 2) （社）日本ガス協会加入企業等（9社、 1市）

北海道ガス（株） 仙台市ガス局 京葉ガス（株）

北陸ガス（株） 東京ガス（株） 静岡ガス（株）

東邦ガス（株） 大阪ガス（株） 広島ガス（株）

西部ガス（株）

表 7-2アンケート実態調査の対計画参加病院（5,246病院）カバー率・回収率

調査対象年度
2006年度 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 

（基準年度） 年産 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

対計画参加病院
17.1弘 21.5出 26.6目 24.6弘 23.4切 23.2目 26.6目 24.2出 24.2目

カバー率

回収数 973票 1,223票 1,513票 1,397票 1,328票 1,318票 1,393票 1,270票 1,270票

囲収率 28.7% 36.%1 32.7% 29.9% 28.9% 28.8% 30.0% 27.7% 27.7% 

発送数 3,389票 3,389票 4,632票 4,667票 4,595票 4,577票 4,643票 4,585票 4,585票
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8”電気銅ガス料金の高騰等による病院の年間光熱費への影響

( 1 ）電気・都市ガス料金高騰の問題

地球温暖化対策の主要な方策としては、省エネ化を進めることが中心であ

ることから、地球温暖化対策による年間光熱費の削減が期待できる。

しかし地球温暖化対策として、電力・ガスへのエネルギー転換等による省

エネを進める一方で、東日本大震災以後電力・都市ガス料金価格が高騰し、

年間光熱費を通じて病院経営を圧迫していることから、この問題について明

らかにすることとした。

①病院におけるエネルギー源としての電気鴎都市ガスへの依存度の高さ
2014年度の病院における、エネルギー消費原単位と COz排出原単位のエネル

ギ一種別の構成比をみると、エネルギー消費原単位では電力69.9%、重油・灯

油9.4%、ガス（都市ガスと LPGガスの合計） 20. 7%であった。この結果、エネ

ルギー消費原単位での電力・ガスへの依存度は、 90.6%と非常に高い状況が

明らかになった。なお、診療所の2012年度データについても、参考までに添

付し診療所の方が病院よりも一層電力・ガスへの依存度が高い状況にあるこ

とを明らかにした。 （図8-1)

またCOz排出原単位でみると、電力63.0%、重油・灯油 13.9%、ガス 22.9% 

であった。この結果、 COz排出原単位での電力・ガスへの依存度も 85.9%と非

常に高い状況が明らかになった。上記と同様、診療所の2012年度データにつ

いても、参考までに添付し診療所の方が病院よりも一層電力・ガスへの依存

度が高い状況にあることを明らかにした。 （図8-2)
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図 8-1 病院及び診療所におけるエネルギー消費原単位のエネルギー別構成比

ガス
9.6% 

ガス
6.3% 

＜有床診療所（2012年度）＞ ＜無床診療所（2012年度）＞

(2012年度、 2014年度）

＜病院（2014年度）＞

図8-2病院及び診療所におけるC02排出原単位のエネルギー別構成比

ガス
水

0.5% 

＜有床診療所（2012年度）＞

重油．ガス 水
8.1% 0.5% 

灯油
5.5% 

＜無床診療所（2012年度）＞

②電気料金高騰の問題

(2012年度、 2014年度）
水

0.3% 

＜病院（2014年度）＞

医療施設からのC02排出量を削減するためには、省エネノレギー対策を推進す

るとともに、エネルギ一転換を行うことが重要である。

すなわち、エネルギー源別C02排出量（排出係数、 kcal 当たりのC02排出

量）は、基本的に石炭・原油・石油製品といった化石燃料よりも、電力ある

いは都市ガスを使用する方がC02排出量を削減することになる。

今後こうしたエネルギ一転換が重要であるが、電力については東日本大震

災により一旦全ての原子力発電所の運転が止まり、川内原子力発電所をはじ

めとする原子力発電所の再開の動きもあるが、立地周辺市町村の問題や実効

ある避難計画等の問題が残されたままで、全国的にはいまだ不透明な状況に

ある。

そこで各電気事業者は、国際的にも割高なLNG火力発電を多く稼働させて

いるが、電力料金（自由化部門・高圧業務用）は、東日本大震災前の2011年

（平成23年） 1月を 100とした場合、 2015年（平成27年） 12月現在最も高い電気事

業者では162.0にも高騰し、全国 10電気事業者平均でも 137.40という高い水準
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を示している。 （図8-3、電気事業連合会協力による調査結果）

③都市ガス料金高騰の問題
また、都市ガス料金（自由化部門・特約料金で業務用用途等に利用する料

金）も、 2015年の初頭から年末には原油価格の急激な下落を受けその料金が
急激に低下したが、 2015年の前半までは増加傾向にあった。

このため、 2011年（平成23年） 1月を 100とした場合、 2014年（平成26年） 11月
には最も高い都市ガス事業者では140.0もの値上がりをしており、また都市ガ
ス事業者平均でも 129.6という高い値上がりを示していた。（図8-4、日本ガス

協会協力による調査結果）
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図8-3電力事業者別電気料金単価（自由化部門・病院業務用）の推移
（指数、 2 0 1 1年 1月＝ 1 0 0) 

200.00 

2011年～2015年の電力事業所見IJ電気料金単価の推移｛指数、 2011年1月＝100)

190.00 
北海道霞カ
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四自由東京電力

170.00 +I E 司中部電力

・・北陸君主力

160.00 -fj 一一関西電力

一一中医電力
150.00叫

一一一四国電力

140.00 +I ...・H ・－九州電力

一一沖縄電力

130.00 -I-I ー在国

120.00 

110.00 

100.00 

90.00 

注 1：料金単価は、東京電力（株）の高圧（業務用）電力と類似の契約形態のもの。

注 2：電力量料金単価は、電力量料金合計械に該当する金額。

資料：各電力事業者記入のものを電気事業連合会が集約協力。平成 27年 12月調査結果。

図8-4都市ガス事業者別年ガス料金単価（自由化部門・病院業務用）の推移

116.47 

（指数、 20 1 1年 1月＝ 1 0 0) 
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一一ー京葉ガス

一一静岡ガス
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四国岡広島ガス
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........fii] 

120守口
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90.0 

80.0 

注 1：料金単価は、東京ガス（株）の産業用A契約（大口料金）と類似の契約形態のもの。

資料：各都市ガス事業者記入のものを日本ガス協会が集約協力。平成 27年 12月調査結果。
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(2）電気闘ガス料金の高騰による病院の年間光熱費への影響

省エネ化を進めることにより地球温暖化対策を推進してきたが、その一方

で電気・ガス料金が高騰し、これにより病院の年間光熱費、更には病院経営

全体へ大きな影響が出た。

そこで、各病院における地球温暖化対策の結果と、電力・ガスを含む「年

間光熱費Jから、電気・ガス料金の高騰による病院の年間光熱費（2009年度よ

り調査開始）への影響を推計した。（表8-1、2、3参照）

アンケ｝ト実態調査結果より求められた、平均的な「エネルギー消費単位

当たり年間光熱費単価Jは、 2009年度の 1.53円／MJ／年（100.0）より、 2014年度

の2.25円／MJ／年（147.1）まで一貫して増加している。（表8-2参照）

この値を用いた場合、 2009年度における全病院の年間光熱費は2, 377億円

く100.0＞だったものが、 2014年度ではエネルギー消費量が微減だったにもか

かわらず、エネルギー消費単位当たり年間光熱費増加の影響により、 3,465億

円く 145.8 ＞となり、この5年間でし 088.1億円、 45.8%も増加した。（表8-1、

2参照）

また対前年比でみると、 2013年度の全病院における年間光熱費3,264億円

(100. 0）に比して、 2014年度は3,465億円（106.2）と、 6.2%もの増加であっ

た。

2012年度からのアンケート実態調査では、 「医業収入Jも「光熱費j と併

せて聞いており、 2014年度の 1病院当たり平均の「医業収入j は43.3億円、 l

病院当たり平均「年間光熱費Jは78.6百万円で、 「医業収入Jに占める割合

は平均で1.82%であった。過去2年間でみると、この「1病院当たりの医療収

入に占める年間光熱費比率」の平均は、急速に0.46%も増加していることが

分かった。（表8-2、3参照）

表8-1 病院規模別にみたエネルギー消費単位当たり年間光熱費

(N=985) 

年間 エネルギー消費

施設数
年間光熱費

エネルギー消費量
単位当たり

（千円〉
(MJ) 

年間光熱費
（円／MJ)

4,000凶未満 91 13,941 5,822,131 2.39 

4,000～5,999ni 115 24,483 10,198,354 2.40 

6,000～7,999ni 160 30, 702 13,268,400 2.31 

8,000～9,999ni 112 39,887 17,948,549 2.22 

10,000～19,999ni 296 68,695 30,083,495 2.28 

20,000～29,999m 99 127,180 58,363,326 2.18 

30,000～39,999m2 57 194,285 86,938,599 2.23 

40,000～49,999ni 20 263, 797 117,259,771 2.25 

50,000ni以上 35 420,260 189,097' 768 2.22 

合計 985 1,183,230 528,980,393 

平均 78,627 34,962,038 2.25 
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表 8-2電力・都市ガス料金の高騰及び再生可能エネルギー賦課金
による年間光熱費への影響

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

（基準年）

全構院エネルギー 160,060 165,080 149,866 155,329 164,202 159,478 157,260 157 ,675 154,006 

消費量（TJ／年） く100.0> く103.l>く93.6> く97.0> く102.6>く99.6> く98.3> く98.5> く96.2>

エネルギー消費単位
1.53 1.54 1.74 1.83 2.07 2.25 

当たり年間光熱費
く100.0>く100.7>く113.7>く119.6>く135.3> く147.l>

単価（円／MJ／年）

全病院における
2,377 2,529 2,775 2,878 3,264 3,465 

一 く100.0>く106.4>く116.7>く121.1> く137.3>く145.8>
年間光熱費（億円／年）

(100.。） (106.2) 

全病院における

年間光熱費の対2009年 一 一 152.0 398.0 500.9 886.9 1,088.l 
度比の増減（億円／年）

1病院当たりの
医業収入に占める 1.36目 1.73% 1.82目
光熱費比率の平均

表8-32014年度1病院当たりの医業収入と光熱費比率

1病院当たり 1病院当たり
1病院当たり

施設数 医業収入に占める
年間光熱費 医業収入

光熱費比 率

（干円〉 （千円〉 （%〉

4,000ni未満 91 13,941 831,127 1.68% 

4,000～5,999ni 115 24,483 1,308,051 1.87% 

6,000～7,999ni 160 30,702 1,778,978 1.73% 

8,000～9,999ni 112 39,887 2,177,667 1.83% 

10,000～1 9,999円f 296 68,695 3,464,802 1.98% 

20,000～29,999ni 99 127,180 7 ,614,061 1.67% 

30,000～39,999 rrl 57 194,285 10,582, 770 1.84% 

40,000～49,999m 20 263,797 14,821,215 1.78% 

50,000 M以上 35 420,260 23,642,280 1.78% 

平均 985 78,627 4,325,979 1.82% 
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9. 病院における今後必要な総合的温暖化対策

( 1) 消費エネルギー量を削減するという理念の共通認識化と実行

(2）病院施設全体で組織の有無にかかわらない省エネルギーへの取組み

(3）身近な様々な省エネルギー活動の実施率の嵩上げと革新的技術の導入

(4）延べ床面積5万所以上等の大規模病院における

一層の省エネルギーへの取組み
(5）新築・増築圃改築等における重油国灯油等化石燃料から

電気・ガスへのエネルギー転換の一層の推進

(6）「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律jに対応した

外皮・設備効率の向上

(1) 消費エネルギー量を削減するという理念の共通認識化と実行

「4 対策等とその効果」でみたように、エネノレギー起源のC02排出原単位

の削減に寄与した取組み・要困は、基本的に「消費エネノレギーの削減Jであ

る

この理念を、病院施設・病院団体及びこれに属する役職員・関係者等が共

通理念として持って、様々な対策を推進していくことが重要である。

(2）病院施設全体で組織の有無にかかわらない省エネルギーへの取組み

病院団体においては、表5-1でみたように、 「組織の有無にかかわらない

省エネルギーへの取組みJを積極的に行ってきた。

その結果図2-9にあるように、国の「エネノレギー起源二酸化炭素（C02）排

出量分類Jで、病院施設が属する「業務その他部門（商業・サービス・事業

所等） J において、 C02排出量が増加する中、病院業界においては表2-3で示

したように、目標指標とする C02排出量原単位を確実に達成出来た。（図2-9

参照）

したがって今後とも、こうした「組織の有無にかかわらない省エネノレギー

への取組みJを推進することが重要である。

(3）身近な様々な省エネルギー活動の実施率の嵩上げと
革新的技術の導入

前記の省エネノレギーへの具体的取組みとしては、これまで表4-3、図5-1に

あるような取組みを、組織の有無にかかわらず実施してきた。その結果、前

記で示したように、目標指標とする C02排出量原単位を確実に達成出来たと

考える。（表4-3、図 5-1参照）

しかし、今後のC02排出量の削減目標としては、 「C0 p 21J で我が国が

「約束草案J として示した2030年という中期的目標のみならず、長期的目標

として2050年までに80%削減するという、 「地球温暖化対策計画（案） Jが示

されており、大幅なC02排出量削減が求められることになる。

このため、上記に示したような今出来る取組みの目標を嵩上げして実行す
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るとともに、国も認識しているような革新的技術の導入等を図っていくこと

も重要である。

(4）延べ床面積5万ば以上・300床以上等の大規模病院における
一層の省エネルギーへの取組み

病院業界全体としては、目標指標とする C02排出量原単位を確実に達成出

来たが、病院規模によって排出水準に差がある。

すなわち、図4-2、3でみたように、 8～9万rrf未満の規模の病院のC02排出

量原単位は2,952MJ I rrfと、 4千d未満の 1, 954 MJ／ぱの約 1.5倍にもなってい

る。また、全病院に300床以上の病院が占めるエネノレギー消費量・ C02排出量

の割合は、約半分弱にも達している。（図4-3、5、6参照、）

このため、今後効率的に病院業界における C02排出量原単位を削減するた

めに、上記のような大規模な病院における一層の省エネルギーへの取組みが

必要である。

(5）新築圃増築圃改築等における重油圃灯油等化石燃料から
電気回ガスへのエネルギ一転換の一層の推進

省エネへの対応については、量的な対応と質的な対応があるが、後者の質

的な対応方策としてこれまで進めてきた、 「重油・灯油等化石燃料から電

気・ガスへのエネルギ一転換の一層の推進Jが一層必要と考える。

これを進める機会は、病院施設を新築・増築・改築する時であるが、特に

新築に際しては白紙で対応できることから、従来施設からエネルギー転換を

積極的に図ることが重要である。

また、 C02排出量は延べ床面積に比例することから、建設費を削減する視

点からも、病院施設をコンパクト（同じ機能で延べ床面積を極力小さく）に整

備することも重要である。

(6）「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」に対応した
外皮・設備効率の向上

また病院施設の建設に際しては、新たに「建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律Jが施行されたことから、新築等の際は「確認申請Jの前

にあらかじめ、この法律に基づく「規制措置Jにより、 「特定建築物」 （一

定規模以上の非住宅建築物（政令： 2,ooorrf) ）においては、省エネ基準適

合義務により適合性判定を必要とされるようになった。これをクリアしない

と、 「確認、申請」の設計審査を受けることが出来なくなった。（図3-10、11

参照）

この適合判定をクリアするためには、外皮（外壁・屋根等）及び設備（空調

設備等）等の効率を向上する必要があることから これの対策を図ることが

重要である。
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参考資料 9-1：経済産業省が医療機関に示した「夏期の節電メニュー

（事業者の皆様） J 

壁嬢機関

照明
・喜5務穫の照明を半分怨慾聞きl議する。

・使用していないエリア〈外来部門、診療邸内の絵療時期外〉！ま減却を徹底9る。

債総練、外来、診療部門〈後室、 ~f議室等〉、鶴湾、管磁器UPS憶に定義imな謡獲設定
を百う拾

・使用していないエリア｛外来、お穣獄門号室のお療時間外）f<i空調を停止するe

・8射を遮るだめに、フラインド、遮然フィルJふりEさし、 9だれをま活用する。

タ
行
w
J

繋
エテ問
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嶋
一
嶋
一
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体
議
一

4

4

1

1

1

輪一民謡雨量言語露首脳＇iillllllllillf411fAll11rlllfll!lllJIJ

空調

・5裳内のC02濃度のき露滋総!al内1:、I換気フ？ンの一定時f織のi苓u：、 2まだId.間欠
運転によって外気限り入れ織を滋軍基する（外気導入による魚袴を減らすため｝。 I 2% I口

属学戸両扇面陣頭車両雨降雪山三民主~IJJ,Jil~l'i:11t00JJllllJI•

照明

・従来襲蛍光灯夜、潟均等~1投光灯やし ED照明！こ受j換する。
〈従来型蛍光灯からHf蛍光灯又は盛稜1起し ED!\l夜明に交i録した協会、的40%~滋繍滋力削減。）

－鰭捕では明能な眼り天井P諸問を？荷主1し、スポット照明を相関するや

－フィルター否定期的に滞陣する（2週間！こ－l宣躍慢が目安）。

・ l絞入口の離やパックヤードの議を！討す間め冷気流出を防止するの

・2韓気以外の方式（ガス方式等〉の空調熱j原を保有しているi露合はそちらを｛謹先運転する。

・調理機器、冷蔵l惑の設定温度の見臨しを行う。

・2露筑請オートクレープの詰め込み過ぎの防止、定期的な満期点検を実施するや

・鳴筑式給j引接、給茶器、嵐広洗浄使陸、エ？夕方ル等のフラグをコンセントから隙く。

・自動販指機の皆、1患者の協力の下、冷却停止時鵠の抵践容を行うや

・デマンド監視装舗を噂入し、；竺報発生時に予め決めておい疋節港対策を察施する。

－コージェネレーション投備を投歯しているi競合は、発掲｛畿先でi運転する。

・偽給調諮契約〈料金インセシティブ）に感づくピーク鯛銭、鼠霊友開発織機の；活用等。

空調

コンセント
動力

他
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i

の：ー
一そ

・簡略目併、と具体簡について、職員全体に周知徹臨し繋施するの

・節衛担当者を任命レ、演任者（総院長・~務局授など｝と関係全部P91J~出席しだフ方ローアッフ
会談や節~I ＼ トロールを定期的に実施する。

・医療機関関係者に却して、家庭での節喝のl邸聾性・均j去について情報樫供を行う。

円
円
μ
U

医店店 員 0!I~：；：転設設~llll~lll~ill し吋竺｜
※C:l主務 ・ llil織している節織紡祭｛法、燃物全体のj尚喜善治力！こ対する節総劫F誌の~11定割合の悶設です。

・ 2控潟については~t~気ま~gi!織をlllJ:E してい法す。
’－'JEの祭1午の況での！ti~手持f誌で‘ずので、 ~I守の~！物の平um状況により削減燃l;;l:~（なり該・主r,
’fj綴により刻裂が鐙鎖するちのがあるだめ、般車宅iこ合計はでき渓ぜん。
・節泌をJ~t織しすぎるあまり、保健衛生上、 E記念上及び絞海上不溺切なものと絞ら4まいようとj主総下さい。
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1 0. 病院が必要とする国の支援策等

(1)補助・支援”融資制度等の拡充を

(2）電気料金の高騰や再生可能エネルギー賦課金の増大に対する
医療面での対応を

(3）民間病院業界の低炭素社会実行計酉フォ口一アップ作業等へ
国の経済的支援を

(4）スマートメーター等の病院等医療機関への一層の優先配備を

(5）高度医療機器のエネルギー効率改善や待機電力対策等の

運用管理改善等への固の支援を
(6）病院のエネルギー運用管理システム等への国の一層の導入助成や

技術開発支援を

(1)補助園支援回融資制度等の拡充を

①補助”支援制度、融資制度の整備状況についての評価
2014年度の「アンケート実態調査」によれば、省エネルギー化や地球温暖

化対策の推進のための、公共等による補助・支援制度や融資制度に関する評

価は、 「あまり整備されていないJ33. 9%に対し、 fよく整備されている J

0. 5%、 「ある程度整備されている Jは16.5%と、整備されていないとの評価

が高い状況にある。 （表10-1参照）

そして、補助・支援制度や融資制度の必要性に関しては、「積極的に整備

すべき Jが36.7判。「整備すべき Jが42.4%と、合計で79.1 %もが「整備すべ

きである J と意見であった。（表10-2参照）

表10-1 補助・支援制度、融資制度の整備状況評価（Nご 1,270) 
よく整 ある程 どちら あまり 全く整 無回答 全体

備され 度整備 とも言 整備さ 備され

ている されて えない れてい ていな

いる ない し1

4 178 417 344 32 49 1,024 
一般病院

(0.4%) (17.4%) (40.7%) (33.6%) (3.1%) (4.8%) (100.0%) 。 4 6 6 。 2 18 
特定機能病院

(0.0%) (22.2%) (33.3%) (33.3%) (0.0%) (11.1%) (100.0%) 

28 101 80 9 9 228 
精神科病院

(0.4%) (12.3%) (44.3%) (35.1 %) (3.9%) (3.9%) (100.0%) 

5 210 524 430 41 60 1,270 
合計

(0.4%) (16.5%) (41.3%) (33.9%) (3.2%) (4.7%) (100.0%) 
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表10-2 補助・支援制度、融資制度の必要性（N=1, 270) 
積極的 整備す どちら あまり 整備す 無回答 全体
に整備 べきで とも言 整備し る必要

すべき ある えない なくて はない

である もよし、

一般病院
389 428 148 7 2 50 1,024 

(38.0%) (41.8%) (14.5%) (0. 7%) (0.2%) (4.9%) (100.0%) 

5 8 2 。 2 18 
精神科病院

(27.8%) (44.4%) (11.1%) (5.6%) (0.0%) (11.1%) (100.0%) 

72 103 41 2 9 228 
特定機能病院

(31.6%) (45.2%) (18.0%) (0.9%) (0.4%) (3.9%) (100.0%) 

466 539 191 10 3 61 1,270 
全体

(36.7%) (42.4%) (15.0%) (0.8%) (0.2%) (4.8%) (100.0%) 

②求められている具体的な補助圃支援制度、融資制度等

これを受けて「省エネ活動・地球温暖化対策に必要とされること Jを具体

的に聞いたところ、下記のような意見であった。（表10-3参照）

すなわち、必要とされる最も上位の分野としては、「診療報酬に省エネ・

温暖化対策面からの配慮J45.6%、「税制に省エネ・温暖化対策面からの配

慮 J39.8%、「省エネ投資・温暖化対策投資の補助金、低利融資等の創設」

29.1%と、経済面における支援・補助が強く求められている。

また、情報提供面についても必要性が高く、「省エネ投資・温暖化対策投

資の費用対効果の’情報提供j 38.5%、「省エネ投資・温暖化対策投資の補助

金、低利融資等の紹介J31.9%、「先進事例の紹介J31.3%といったものが

挙げられている。

さらに、エネルギー・プロパイダーである電力会社・ガス会社や、国・都

道府県・市町村といった側からの協力に対する必要性も高い。すなわち「電

力会社・ガス会社等の省エネ・温暖化対策についての積極的協力J32. 7%、

「国の省エネ・温暖化対策についての積極的協力J31.6%、「都道府県が省

エネ・温暖化対策について積極的に協力してほしいJ26.0%、「市町村の省

エネ・温暖化対策についての積極的協力 J27 .0%という状況である。
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表 10-3 省エネ活動・地球温暖化対策に必要とされること（N=1, 270、複数回答）

（参考） （参考） （参考） （参考） （参考） （参考） （参考）

2014 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

295 285 142 459 389 357 371 352 
専門家のアドJtイスがほしい

(23.2犯） (31.1切） (12.3九） (32.2九） (29.4九） (28.6切） (29.8切） (26.8九）

368 428 198 618 507 490 457 485 
省エネ情報・温暖化対策情報の提供

(29.0見） (46.7切） (17.1九） (43.3九） (38.3犯） (39.2免） (36.7切） (37.0弘）

175 180 260 284 237 210 179 205 
省エネルギー診断・温暖化対策診断

(13.8覧） (19.6切） (22.5九） (19.9免） (17.9児） (16.8切） (14.4切） (15.6免）

省エネ投資・温暖化対策投資の 489 448 629 718 653 632 592 605 

費用対効果の情報提供 (38.5九） (48.9覧） (54.3九） (50.3弘） (49.3切） (50.6犯） (47.5切） (46.1九）

省エネ投資・温暖化対策投資の 405 282 339 456 381 386 395 414 

補助金、低利融資等の紹介 (31.9切） (30.8切） (29.3九） (32.0弘） (28.8九） (30.9切） (31.7切） (31.6九）

省エネ投資・温暖化対策投資の 370 316 411 539 454 466 420 425 

補助金、低利融資等の創設 (29.1九） (34.5切） (35.5九） (37.8弘） (34.3弘） (37.3覧） (33.7犯） (32.4九）

398 393 499 542 462 461 495 496 
先進事例の紹介

(31.3覧） (42.9弘） (43.1九） (38.0九） (34.9九） (36.9切） (39.7切） (37.8弘）

145 152 187 206 182 167 164 179 
人材の教育、育成

(11.4切） (16.6犯） (16.1弘） (14.4九） (13.7弘） (13.4切） (13.2切） (13.6九）

電力会社·~·ス会社等の省エネ困 415 402 484 598 539 484 475 521 

温暖化対策についての積極的協力 (32.7切） (43.8見） (41.8九） (41.9九） (40.7弘） (38.8九） (38.1犯） (39.7九）

市町村の省エネ・温暖化対策 343 318 360 511 433 397 393 383 

についての積極的協力 (27.0見） (34.7%) (31.1九） (35.8九） (32.7切） (31.8九） (31.5切） (29.2弘）

都道府県が省エネ・温暖化対策 330 282 346 489 405 402 390 384 

について積極的に協力してほしい (26.0弘） (30.8切） (29.9九） (34.3弘） (30.6弘） (32.2%) (31.3覧） (29.3九）

国の省エネ・温暖化対策について 401 353 396 545 487 457 470 463 

の積極的協力 (31.6覧） (38.5潟） (34.2弘） (38.2弘） (36.8九） (36.6九） (37.7切） (35.3九）

診療報酬に省エネ・温暖化対策面 579 504 669 793 706 631 638 664 

からの配慮 (45.6見） (55.0見） (57.8弘） (55.6九） (53.3弘） (50.5切） (51.2切） (50.6弘）

税制に省エネ”温暖化対策面から 506 452 582 673 610 560 562 566 

の配慮 (39.8九） (49.3切） (50.3九） (47.2児） (46.1弘） (44.8九） (45.1覧） (43.1九）

30 27 39 34 31 18 15 22 
その他

(2.4九） (2.9弘） (3.4九） (2.4弘） (2.3弘） (1.4九） (1.2切） (1.7弘）

1270 917 1158 1427 1324 1249 1246 1312 
総数

(100.0犯） (100.0弘） (100.0別 (100.0九） (100.0九） (1 oo:o別 (100.0切） (100.0九）
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(2）電気料金の高騰や再生可能エネルギー賦課金の増大に対する
医療面での対応を

①医療機関や在宅医療患者等に対して、「料金を据え置く」という

例外措置を

②値上げ分を診療報酬に反映させる財源の確保を

③医療機関や在宅医療患者に配慮した料金パターンの導入を

④省エネ性能の高い施設整備圃設備機器導入に際しての補助制度や

税制面での配慮を

経済面では、特に電気事業者の電力料金は、東日本大震災前に比べ最も高

い電気事業者では62.0%も高騰し、電気事業者平均でも 37.4%という高騰を

していて、これが全国に広がっている。（図8-3参照）

また、都市ガス料金については2015年末で値下がりしているとはいえ、

2015年初頭までは東日本大震災前に比べ値上がりしており、 2014年11月で最

も高い都市ガス事業者では40.0%もの値上がりで、また都市ガス事業者平均

でも 30.0%という高い値上がりをし、電力同様これが全国に広がっていた。

（図8-4参照）

このため、国や電気事業者にあっては、上記の枠内に示すような医療面等

への配慮、をすべきである。

(3）民間病院業界の低炭素社会実行計画フォローアップ作業等への
国の経済的支援を

民間病院業界は病院数が7千を超え、各病院のエネノレギー使用量やCOz排出

量を積み上げなければ、病院業界全体の低炭素社会実行計画のフォローアッ

プを、毎年実施することは非常に困難である。この点が、厚生労働省所管の

他の団体と大きく異なることである。（表2-3)

京都議定書への対応は、日本医師会の自主的な費用負担により、地球温暖

化対策自主行動計画フォローアップを行ってきた。しかし、 COP21以後の中

期目標の達成や、国が推進しようとしている「地球温暖化対策計画（案） Jの

長期目標の達成を図るためには、自主的な費用負担だけでこれに対応をする

ことは限界にきている。

このため、まず民間病院業界の中期的な低炭素社会実行計画フォローアッ

プ作業への、当面の経済的支援を国に求めるものである。

さらには、長期的にみた「地球温暖化対策計画（案） Jの目標達成への対応

は、非常に厳しい対応が求められることから、これについても低炭素社会実

行計画フォローアップ作業を大きく超える、経済的支援を国に求めるもので

ある。
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(4）スマートメーター等の病院等医療機関への一層の優先配備を

①大手電気事業者の中には、次世代電力計（スマートメーター）を2024年度まで

に全世帯へ導入する計画を持っているが、世帯への導入に先立ち病院等医

療機関への一層の優先整備を

②東京ガス等は無線を使った力、スメーターの検針システムを共同開発し、一般

家庭に導入するとしているが、病院等医療機関へのこれら検針システムの一

層の優先整備を

大手電気事業者や都市ガス事業者において、一般世帯を対象としたスマー

トメータ一等の整備が計画されているが、これに先立ち、上記のような病院

等医療機関への一層の優先整備が望まれる。

(5）高度医療機器のエネルギー効率改善や待機電力対策等の
運用管理改善等への国の支援を

省エネに効果のある、消費電力が大きい高度医療機器（PET/MRI/CT/X線

等）のエネルギー効率の改善や、待機電力対策等の運用管理改善などへ、国

は支援策を講ずるべきである。

(6）病院のエネルギー運用管理システム等への国の一層の導入助成や
技術開発支援を

病院のエネルギー運用管理システムである、 BEMS(BuildingEnvironment 

and Energy Management Systemの略、エネルギー管理システム）や， ESCO事業

(Energy Service Company事業の略、省エネルギー改修にかかる費用を光熱

水費の削減分で賄う事業）及び＼省エネチューニング等に対し、国は導入助

成、技術開発支援を一層講ずるべきである。
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1 1 .国の制度的枠組に関する提言

( 1) 新たな「（仮）地球温暖化対策のための厚生労働省電力”ガスユーザー

勉強会」の設置を
(2) 2030年同 2050年の中期・長期の削減目標は、厚生労働省所管団体の

「環境自主行動計画のフォローアップ会議」で方策も含め協議を
(3）「環境自主行動計画のフォローアップ会議」は

検討内容・方法等の抜本的な見直しを

(4）「再エネ特措法改正J後も固定価格買取制度の問題解消を

(5）「改正省工ネ法Jの電気需要平準化評価原単位は国際的に通用せず、
特定ユーザーの利益になるのみの制度を抜本的に毘直しを

(1)新たな「（仮）地球温暖化対策のための厚生労働省電力目ガスユーザー
勉強会jの設置を

下記のような、 「環境自主行動計画のフォローアップ会議Jの抜本的な見

直しと並行して、厚生労働省関係団体及びその構成員等が電力・ガスユー

ザーとし、う視点から、国が進めている様々な地球温暖化対策や関連審議会・

委員会等で行われている審議内容・結果について、正確な情報を持っととも

に、これを評価し政策提言することも非常に重要である。

このため、次のような内容を勉強・研究・評価・提言する、新たな「（仮）

地球温暖化対策のための厚生労働省電力・ガスユーザー勉強会Jを設置する

必要がある。

特に国の「地球温暖化対策計画（案） Jで示された、 80%削減を実現してい

くためには、縦割りの各団体毎の対応では達成が非常に困難なことから、こ

れまでの枠を超え、広く電力・ガスユーザーの視点からこの問題を検討して

いくことが必要である。

1) 中期・長期の地球温暖化対策計画の内容と実現プロセスについて

2）地球温暖化対策に関連する審議会圃委員会での提出資料・審議内容 R結果に

ついて（例えば、再生可能エネルギー電気調達のための入札の実施について）

3）省エネ・温暖化対策に関する税制施策について

4）省エネ投資・温暖化対策投資の費用対効果について

5）省エネ投資圃温暖化対策投資の補助金、低利融資等について

6）先進事例の紹介と情報発信について

7）地球温暖化対策・省エネ・電力ガス政策等についての評価・提言

(2) 2030年圃2050年の中期 m長期の削減目標は、厚生労働省所管団体の
「環境自主行動計画のフォ口一アップ会議jで方策も含め協議を

1997年 C0 p 3京都議定書で採択された削減目標は、医療団体等民間が関

与することなく一方的に定められ、閣議決定により無条件でその約束に拘束

されることになった。

目標だけを定めるだけでは目標は達成されず、その目標達成のための方策

を同時に策定することが、その目標を達成する必須条件である。
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このため、 C0 p 21後の2030年に向けた新たな中期的な削減目標や、長期

的な「地球温暖化対策計画（案） Jに基づく削減目標については、京都議定書

の轍を踏まないよう、厚生労働省所管団体の「環境自主行動計画フォロー

アップ会議j でも、その目標とともに実現のための方策について協議を行

い、この結果を政策に反映させていくことが必要である。

(3）「環境自主行動計画のフォローアップ会議Jは
検討内容園方法等の抜本的な見直しを

平成25年度まで、政府が定めた「京都議定書自標達成計画Jに基づき、厚

生労働省所管団体は「環境自主行動計画フォローアップo会議」において、①

各業界における COz排出実態の把握、②各施策の効果の把握、③今後取り組む

べき施策の提案、④対象5カ年目標達成度、⑤COz排出量の増減理由・要因分

析、⑥カバー率の向上、⑦業務類型毎による排出量の把握といった項目につ

いて、各団体は報告のみを行わされてきた。

しかし、我が国における地球温暖化対策を進める上で、電力・都市ガス料

金の高騰、電力エネノレギー源や岡定価格買取制度の問題等、電力ユーザーか

らみた電力供給環境は急速に悪化している。このため、電力ユーザーの視点

からこれらについて、電力供給を所管する経済産業省・資源エネノレギー庁等

に対し、様々な要請をすることが非常に重要になっている。

このため、厚生労働省所管団体の「環境自主行動計画フォローアップ会

議」は、これまでのように報告のみを行わされるのではなく、地球温暖化対

策推進本部はもとより、経済産業省・資源エネルギー庁や環境省に対し、地

球温暖化対策推進の視点から要請事項等を中心に検討することとし、その検

討内容・方法等を抜本的に見直すべきである。

(4）「再工ネ特措法改正」後も固定価格買取制度の問題解消を

3 (2）の「再エネ特措法の改正j でみたように、再生可能エネルギー固定価

格買取制度は現在見直しがなされている。（閣議決定済み）

その背景には、下記のような太陽光発電（以下、 「太陽光J ともいう）の高

い買取価格と、それに伴う太陽光への認定容量の集中、さらには電力消費者

に課される賦課金単価の高騰があった。すなわち、収支の当初見込（賦課金

総額）は、 2012年度（平成24年度） 1, 306億円（100.0）であったものが、 3年後の

2015年度（平成27年度）には 1~~3, 222億円（1,012.4）と、約 10倍にも達した。

（（再掲）表3-9参照）

すなわち、 2012年7月から開始された買取制度における、エネノレギ一種別

の「買取価格Jや「賦課金単価（サーチャージ単価）」は、次表に示したとお

りであり、当初電力使用者が負担する全国一律の賦課金単価（標準家庭月

額）は、 0.22円／kWhであった。（（再掲）表3-6、9参照）

しかし、 2015年（平成27年）の電気料金に適用された再生可能エネノレギー賦

課金は1.58円／kWhと、当初のサーチャージ単価に比べ3年で7.18倍にも急増

した。（（再掲）図3-9参照）

このように、サーチャージ単価が高まった背景として、太陽光発電に高い

買取価格を設定したことにより、太陽光に偏った設備導入量になったことが
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ある。（（再掲）表3-8参照）

すなわち、出力 lOkW以上の太陽光の買取価格は2012年度（平成24年度） 4月

当初は43.2円／kWhと、他のエネルギー源に比べ非常に高く設定された。この

ため、 2015年度（平成27年度） 4月末時点における設備導入量（運転を開始した

もの）は、再生可能エネルギ一発電設備導入全体7,011.6万kW (100. 0）のう

ち、非住宅の太陽光は1,622.3万kW、80.6%、住宅の太陽光は318.8万回、

15. 8%と、合わせて 1,941.1万kWh、96.14%と全体のほとんどを占めること

となった。（（再掲）表3-8参照）

さらに、 2012年度（平成24年度） 7月から 2015年度（平成27年度） 4月末までの

設備認定容量についても、全設備認定容量8,760万kW (100. 0）のうち、非住

宅の太陽光は7,863万kW、89.8%、住宅の太陽光は384万問、 4.4%と、合わ

せて8,247万kW、94.2%と、前記同様全体のほとんどを占め、非常に偏った

エネノレギー源構成となった。（（再掲）表3-8参照）

（再掲）表3-9 固定価格買取制度により電力消費者に課される賦課金単価と総額の推移

賦課金単価
収支の

〈標準家庭月額〉
当初見込

〈賦課金総額〉

2012年度 0.22円／kWh (100.0) 

〈平成24年度〉 (66円／月〉
1,306億円 (100.0) 

2013年度 0.35円／kWh (159.1) 

〈平成25年度〉 (105円／月〉
3,289｛：意円 (251.8) 

2014年度 0.75円／kWh (340.9) 

〈平成26年度〉 (225円／月〉
6,520｛：意円 (499.2) 

2015年度 1.58円／kWh (718.2) 

〈平成27年度〉 (474円／月〉
1兆 3,222億円 (1 ,01 2.4) 

資料：「新エネノレギー小委員会の検討状況について」総合資源エネノレギー調査会、基本政策分科会第 14

回会合、平成 27年 8月
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（再掲）表3-6調達価格温調達期間の推移

(2012年度（平成24年度）～2016年度（平成28年度案））

再生可能エネルギー発竃設備の区分等 調達価格
（円／kWh，税込）

2012 I 2013 I 2014 I 2015 I 2016 
年度｜年度｜年度｜年度｜ 年度

｝ 二 三U 人；..; ••• J、、 7 I I 三｝；；： 1崩力制御対応｜
•· ..単独で設置する場合.•：，、一二f
l乞 Jに·＇：·•，. ,• l、与宇人 ι ：：：戸…｜コ 《 I .··.·• .・ .. l；一..··.• •• ••• 1・ ; 卜ペ 子ありJ ; ,,  

出力10附未満二 ｜自家発電設備を併設する；下； ｜ ぐJぷ｜ .• • •• L < ・・I: 二：；）｜
※1 ; J土 .： r~1~合当該発電設等により：川久 ｜；＼：、c I ;.・¥・ J,.. .ti出方制御対応l
I ·•··· .. , ····• ，：；，；三二供給される電気負情；生可能k3'l¥・;0Q.. l····.s1.oo•·.• [.3g~oo•1·•.27.oo.·n~機器設量義務1'~1.00

太陽光！ ' ····•；·：；日制附←載の供給罫乙＜ ( >,., γ；｜＼七三；；｜三心：：；・c1T；：：戸：...なしJ乙Jいソ
l<・ ; 内三fへν7：九｜影饗を与えるものT：ずfグ；：：〈

f い〉 三！平成g1年4月1；日カtらa~·3·or 7；下，.tl~ミ；：九： ・.I.. < ・ 1・4'i.32IT ・・.η三：l
出力1okw.以上ιl目前;f・-・ ；·，：~：んい｜幻.z1r.f'38~sabs4. sa.：山之4~ ：三三同.00

i悪成2げ丹市から平成；｜ .+ t r j三 l••·.·7·.1·29.te.I::···•. ・>・・・ .. ;:.I 
fa＆年3.l'fa1aまでし.＞＂ 11. ・ . I～ …ρ ［々 ～｜手・＇（＂ v'.L : ·•'· ・+ 

出力20kW未満 I 59.40 I 59却 I59.40 I 59.40 I - I 55.oo 

風 力｜出力20kW以上
｜洋上風力抑以外 23.76 23.76 一 22.00 

23.76 23.76 
｜洋上風力 38.88 38.88 一 36.00 

特定水力削以外 36.72 36.72 一 34.00 
出力200kW未満 36.72 36.72 

特定水力 27.00 27.00 一 25.00 

水力｜出力200kW以上 特定水力以外 31.32 31.32 29.00 
31.32 31.32 

1,000kW未満 特定水力 22.68 22.68 21.00 

出力1,000kW以上 特定水力以外 25.92 25.92 一 24.00 
25.92 25.92 

30,000kW未満 特定水力 15.12 15.12 一 14.00 

l出力15,000kW未満 43.20 43.20 43.20 43.20 40.00 

地熱＇ I z出力15,000kW以上 28.08 28.08 28.08 28.08 一 26.00 

を1.バ電イ気オにマ変ス換をす発る酵設さ備せることによって得られるメ夕、ノ｜ 42.12 I 42.12 I 42.12 I 42.12 I I 39.00 

2.森林における立木竹の伐採又は間伐材により発
生する未利用の木質バイオマス（輸入されたものを
除く。）を電気に変換する設備（1の設備及び一般廃｜ I 43.20 I 140.00 
棄物発電設備を除く。）であって、その出力が

2,000kW未満のもの I 34.56 I 34.56 I 34.56 
3.森林における立木竹の伐採又は間伐材により発
生する未利用の木質バイオマス（輪入されたものを

バイオ｜除く。）捕に変開設備（1の 棚日廃｜ I 34.56 I I 32.00 
マス 棄物発電設備を除く。）であって、その出力が

2,000kW以上のもの

4.木質バイオマス又は農産物の収穫に伴って生じる
バイオマス（当該農産物に由来するものに限る。）を
電気に変換する設備（1から3及び5の設備並びl』国 I 25.92 I 25.92 I 25.92 I 25.92 I 124.00 

一般廃棄物発震設備を除く。）

5及．建び設一資般材廃廃棄棄物物発を電電設気備にを変除換く。す）る設備（1の設「I 14.04 I 14.04 I 14.40 I 14.04 I 113.00 

6.一般廃棄物発電設備又は一般廃棄物発電設備
及び1から5の設備以外のバイオマス発電設備 I 18.36 I 18.36 I 18.36 I 18.36 I 117.00 

資料：「再生可能エネノレギーの平成 28年度の買取価格・賦課金単価を決定しましたJ経済産業省、平成 28年
3月 18日等
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（再掲）表3-8再生可能エネルギーの各電源の導入状況

設備導入量（運転を開始したもの） 認定容量

再生可能
固定価格買取制度 固定価格買取制度 固定価格買取制度

導入前 噂入後 導入後
エネルギー

平成24年 7月～発電設備 平成24年 6月末 平成24年7月～
の種類 までの累積導入量

平成27年 4月末
平成27年4月末

までの導入畳

太陽光 約470万kW 22.8% 318.8万kW 15.8% 384万kW 4.4% 
（住宅）

太陽光 約 90万 kW 4.4% 1,622.3万 kW 80.6% 7,863万 kW 89.8% 
〈非住宅）

風力 約 260万 kW 12.6% 33.1万 kW 1.6% 232万 kW 2.6% 

地熱 約50万kW 2.4% 0.5万kW 0.0% 7万kW 0.1% 

中小水力 約 960万 kW 46.6% 10.0万 kW 0.5% 66万 kW 0.8% 

バイオマス 約 230万 kW 11.2% 26.9万 kW 1.3% 208万 kW 2.4% 

合計
約 2,060万 kW 100.0% 2,011.6万 kW 100.0% 8,760万 kW 100.0% 

1.019 47H牛 1 675 500~牛
資料： f新エネノレギー小委員会の検討状況についてJ総合資源エネノレギー調査会、基本政策分科会第

14回会合、平成 27年 8月

｛内品開。t)

務。

40 

設。

10' 

。

（再掲）図3-4 コスト等検証委員会による主要電源のコスト鼠算

45議

32,2 

173 

資料：「再生可能エネノレギー固定価格買取制度ガイドブックJ資源エネルギー庁（2014年 3月）
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このような固定価格買取制度は、 「再エネ特措法改正」がなされたとして

も、次のような様々な問題を抱えている。（表11-1参照）

第一の問題は、 5人という非常に少人数の「調達価格等算定委員会」にお

いて、税金のような性格を持つ再生可能エネルギ一発電事業者の調達価格

を、実質的に決定していることである。（表11-2、3参照）

最低限、再生可能エネルギーのユーザー側、提供側、学識経験者等第三者

を構成員とする、様々な委員をもっと多数参加させた委員会にすべきであ

る。

現在の構成では、資源エネルギー庁の委員人選によって、如何様な価格で

も誘導できる可能性を持っている。

そして、第二の問題は、 「公定価格によって成り立っている医療経営を、

電気料金の値上げとともに、賦課金が悪化させる問題Jである。上限が見え

ない賦課金は、他の業界では価格に自由に転嫁出来るが、診療報酬という公

定価格によって成り立っている医療においては、価格に転嫁出来ない。今

後、全国に波及すると考えられる東京電力の電気料金の値上げとともに、賦

課金が課されることになれば、医療経営は一層悪化し国民の健康を守ること

が出来ず、地域医療が成り立たなくなる。

そして、第三の問題として、買取制度の仕組みについて次のような様々な

問題点がある。（表11-1参照）

①は、入札を導入したとしても、専門家によるコストの査定や技術革新の

促進が十分考慮されず、入札の上限価格が設定される上、その上限価格は特

定電気事業者や電力関連メーカーの言い値に近く、 「競争原理」が働かない

買い取り価格になる問題である。

また、②は再生可能エネルギ一種類別のコストパフォーマンスが考慮され

ずに調達される、経済的効率性が無視されている現在の問題である。再生可

能エネノレギーの種類によって発電のコストパフォーマンスや将来性は異な

り、現在の全方位パラマキ型から、経済効率性と将来性を重視した、戦略性

を持つ買取制度に移行すべきである。（（再掲）図3・4参照）

そして③は、特定電気事業者が電気を作れば作る程、電気利用者への賦課

金が増加する持続可能性の問題である。ドイツ等先進国では篭気利用者の負

担が限界になっていると言われている。

こうした①②③の問題について、 「2012年度年次経済財政報告J（内閣

府、 2012年7月）は、 「ただしそのコストを負担するのは各地域の電力会社に

加入している需要家であり、買取量が増えれば増えるだけ利用者負担も増え

る。買取価格等の妥当性や費用対効果等につき検証し、こうした関連部分も

含めて公共料金と見倣して公正妥当な改定をしていくことが望まれる。 Jと

指摘している程である。

更に④は、現在原子力発電の方向性が見えないことにより、新たなベース

電源（昼夜を問わず一定量の電気を供給する安定した電源）の確保が必要な状

況にある中、再生可能エネルギ｝による発電の種別はベース電源を補うもの

が優先されるべきである。しかし、現在は全方位パラマキ型のため、こうし

た対応がなされていない問題がある。
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表11-1 「再エネ特措法改正」後も残る「買取制度Jの様々な問題等

第一の問題は、 5人という非常に少人数の「調達価格等算定委員会Jにおい

て、税金のような性格を持つ再生可能エネルギー発電事業者の調達価格を、

実質的に決定している問題。

2 公定価格によって成り立っている医療経営を、電気料金の値上げとともに、賦

課金が悪化させる問題。

3 買取制度の仕組みの問題点

①入札を導入したとしても、上限価格の設定が特定電気事業者や電力関連

メーカーの言い値に近く、「競争原理」が働かない調達価格になる可能性。

（（再掲）表3-11)

②再生可能エネルギー種類別のコストパフォーマンス等が考慮されない、全

方位バラマキ型調達制度の問題。（（再掲）図3-4)

③特定電気事業者が電気を作れば作る程電気利用者への賦課金が増加す

る、持続可能性に問題のある制度で、ドイツ等先進国では電気利用者の負

担が限界になっている問題。

④現在原子力発電の方向性が見えずベース電源の確保が必須の状況にある

中、再生可能エネルギーによる発電は、こうしたベース電源による発電を補

うものであるべきだが、これに対応していない問題。

表 11-2調達価格等算定委員会（第 2回）圃委員名簿（平成 24年 3月 11日現在）

（委員長）

植田和弘京都大学大学院経済学研究科教授

（委員長代理）

山内弘隆一橋大学大学院商学研究科教授

辰巳菊子公益社団法人日本消費生活アドバイザー聞コンサルタント協会理

事・環境委員長

山地憲治公益財団法人地球環境産業技術研究機構（RITE）理事・研究所長

和田武 田本環境学会会長

資料：「調達価格等算定委員会（第 2回） J資源エネルギー庁、平成 24年 3月 11日

表 11-3調達価格等算定委員会（第 22回）困委員名簿（平成 28年 2月 22日現在）

（委員長）

植田和弘京都大学大学院経済学研究科教授

（委員長代理）

山内弘隆一橋大学大学院商学研究科教授

高村ゆかり名古屋大学大学院環境学研究科教授

辰巳菊子公益社団法人日本消費生活アドバイザ一周コンサルタント・

相談員協会常任顧問

山地憲治公益財団法人地球環境産業技術研究機構（RITE）理事・研究所長

資料：「調達価格等算定委員会（第 22回）」資源エネルギー庁、平成 28年 2月 22日
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再生可能エネルギー固定価格買取制度は、その発足当初から医療団体が指

摘したように、現在の太陽光発電が大多数を占める制度的枠組みは破綻しよ

うとしている。それは、太陽光発電の電力を受け入れる系統や仕組みを整備

すれば、根本的に解決できるという問題ではない。競争原理が働かない、際

限のない買取をしたドイツの事例を見れば、国民や産業界の経済的負担が根

本的な問題であることは明らかである。

したがって医療側からみた場合、次のような再生可能エネノレギー固定価格

買取制度の抜本的な見直しを図るべきである。

①電気利用者である国民や医療”産業等への負担を極力軽減する仕組み

にすべきである。特に医療は公定価格であるため価格転嫁することが

出来ず、賦課金の免除困補助措置又は診療報酬上の措置を講ずるべき

である。

②新たな「買取価格の入札制度j においては「競争原理」を守る視点か

ら、その上限価格の設定を見直すべきである。そして、エネルギ一種

類別のコストパフォーマンスによる経済性評価を重視し、この評価に

基づく政策的誘導戦略を行うべきである。出力20kW未満の風力発電は2

016年度（平成28年度）の調達価格は55円／kWhと最も高いが、これだけ高

い価格づけのどこに意味があるのか。

③現在大きな課題は、原子力発電所の停止等に伴うベース電源供給力の

低下であり、ベース電源確保ニーズに対応した政策誘導を行うべきで

ある。このためベース電源に相当するコストの安い「地熱」「水力J等

を中心とした買取制度にすべきである。

なお、再生可能エネルギーを電源とする発電設備と同等の、低いC02排出量

係数を持つものとして原子力発電があるが、その評価や、再生可能エネノレギー

への理解の程度、更には我が国の立地特性やそのコストの低さ等を考えた場合

地熱発電という選択肢があるが、これら今後の発電設備の選択戦略を検討する

にあたって、これらに関するアンケート調査結果を次に示しておく。（参考資

料・表11-1、2、3、4)

11-8 



参考資料圃表11-1 原子力発電に対する今後の対応について（N=1,270)

増やすほうが 現状にとどめ 段階的に減ら
やめるべき 無回答 全体

よい るべき すべき
36 306 466 126 90 1,024 

一般病院
(3.5日） (29.9目） (45.5目） (12.3弘） (8.8日） (100.0目）。 8 5 2 3 18 

特定機能病院
(0.0日） (44.4出） (27.8出） (11.1見） (16.7目） (100.0出）

12 54 114 30 18 228 
精神科病院

(5.3拡） (23.7出） (50.0目） (13.2目） (7.9首） (100.0目）

48 368 585 158 111 1 270 
合計

(3.8拡） (29.0弘） (46.1目） (12.4弘） (8.7拡） (100.0出）

参考資料回表11-2電力管内別の原子力発電に対する今後の対応について
(N=1,270) 

増やすほうが 現状Lとどめ 段階的に減ら
やめるべき 無回答 全体

よい るべき すべき
4 18 43 11 6 82 

北海道電力
(4.9%) (22.0%) (52.4%) (13.4%) (7.3%) (100.0%) 

5 36 59 20 9 129 
東北電力

(3.9%) (27.9%) (45.7%) (15.5%) (7.0%) (100.0%) 

15 105 132 39 22 313 
東京電力

(4.8%) (33”5%) (42.2%) (12.5%) (7.0%) (100.0%) 

3 30 57 11 12 113 
中部電力

(2.7%) (26.5%) (50.4%) (9.7%) (10.6%) (100.0%) 

9 16 3 4 33 
北陸電力

(3.0%) (27.3%) (48.5%) (9.1 %) (12.1%) (100.0%) 

6 49 74 15 19 163 
関西電力

(3.7%) (30.1%) (45.4%) (9.2%) (11.7%) (100.0%) 

2 29 44 11 5 91 
中国電力

(2.2%) (31.9%) (48.4%) (12.1%) (5.5%) (100.0%) 

4 20 28 12 6 70 
四国電力

(5.7%) (28.6%) (40.0%) (17.1 %) (8.6%) (100.0%) 

7 59 97 21 21 205 
九州電力

(3.4%) (28.8%) (47.3%) (10.2%) (10.2%) (100.0%) 。 2 5 8 2 17 
沖縄電力

(0.0%) (11.8%) (29.4%) (47.1 %) (11.8%) (100.0%) 

11 30 7 5 54 
その他

(1.9%) (20.4%) (55.6%) (13.0%) (9.3%) (100.0%) 

48 368 585 158 111 1,270 
~、 吾員＋

(3.8%) (29.0%) (46.1%) (12.4%) (8.7%) (100.0%) 
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参考資料・表11-3再生可能エネルギーの稼働特性や発電コスト等の理解不足の割合
(N=1,270) 

地熱 水力 バイオマス 太陽光 風力 全体

一般病院
496 285 406 148 141 1,024 

(48.4切） (27.8九） (39.6%) (14.5九） (13.8%) (100.0九）

特定機能病院
5 2 4 2 2 18 

(27.8九） (11.1九） (22.2九） (11.1%) (11.1 %) (100.0九）

精神科病院
99 63 103 34 31 228 

(43.4犯） (27.6九） (45.2九） (14.9弘） (13.6九） (100.0九）

合計
600 350 513 184 174 1,270 

(47.2九） (27.6九） (40.4九） (14.5見） (13.7切） (100.0九）

参考資料・表 11-4 地熱発電の評価（N=1,270)

国内で地熱 海外に進出 地熱発電より
発電をもっと することを優 原子力の再 その他 無回答 全体
増やすべき 先すべき 稼動が先

一般病院
741 66 45 32 140 1,024 

(72.4見） (6.4%) (4.4%) (3.1九） (13.7%) (100.0九）

特定機能病院
12 2 。 3 18 

(66.7%) (5.6%) (11.1 %) (0.0九） (16.7%) (100.0%) 

精神科病院
168 11 10 8 31 228 

(73.7見） (4.8%) (4.4%) (3.5%) (13.6%) (100.0%) 

合計
921 78 57 40 174 1,270 

(72.5九） (6.1九） (4.5九） (3.1 %) (13.7%) (100.0九）
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(5）「改正省エネ法」の電気需要平準化評価原単位は国際的に通用せず、
特定ユーザーの利益になるのみの制度を抜本的に見直しを

「改正省エネ法」で導入された、 「電気需要平準化評価原単位Jの問題

点・疑問点については、 3(1)でふれた。

すなわち、第一の問題点は、 「電力ピーク対策J といいながら、その対象

となる「電気需要平準化時間帯Jの設定が、全国一律で8～22時と昼間を中

心に長い時間帯が設定されていることである。（図3-1、2参照）

第二の問題・疑問点は、これまで京都議定書に基づく地球温暖化対策とし

て、地道な努力によりエネルギー消費原単位の減少（イコ｝ノレC02原単位の削

減）という、目標達成に鋭意努力してきた業界・施設にとって不利な扱いを

受ける可能性がある。

第三の問題・疑問点は、仮に 1.3倍にされたエネルギー消費削減量がC02排

出原単位の算出にリンクされることになれば、我が国だけに通用するローカ

ルルールであり、国際的には通用しない問題と言える。（図3-2参照）

第四の問題点は、エネノレギー消費原単位の算出の方法が複雑になり、現在

でも非常に煩雑な電力・ガス・石油等の使用量データの作成を各病院に行っ

てもらっている訳であるが、これが出来る病院はかなり限定されることにな

り、特定の事業者のみ利益を享受することになる。

さらに第五の問題点は、今後地球温暖化対策を進めていく場合に、各病院

の現場において混乱が生じる可能性があるということである。

こうした問題点の多い制度は早急に見直しを図るべきである。
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1 2. 今後の課題圃提言

( 1) 2030年に向けた電力提供事業者の「使用端排出係数j 削減率の

大幅な低減への見直し
(2）国は具体的な「（仮） 2050年C02の80%削減目標実現のための

対応支援構想 j の策定・実行を
( 3）「電力システム改革Jの地球温暖化対策との政策的整合性と

進捗実態の定常的なフォ口ーアップを

(1) 2030年に向けた電力提供事業者の「使用端排出係数j削減率の
大幅な低減への見直し

国における「部門別のエネルギー起源二酸化炭素（C02）排出量Jに

関する認識は、工場等「産業部門J ・自動車等「運輸部門Jは我が国全

体の排出量に対するシェアが減少傾向であるのに対し、病院等「業務そ

の他部門Jや「家庭部門Jのシェアは増大傾向にあり、この部門におい

ては一層の省エネを進める必要があるというものである。（（再掲）表2-9

参照）

しかし「業務その他部門 Jに属する病院についてみると、そのエネル

ギー消費原単位及びC02排出原単位を構成するエネルギーは、各々電力

が69.9%、63.0%、ガスが 20.7%、22.9%と、特に電力への依存度が非

常に大きい。さらに、無床診療所においては、電力への依存度は一層大

きく、各々 90.2%、86.0% (2012年度の値）も占めている。（（再掲）図 8-

l、2参照）

このように、病院におけるエネルギー消費原単位及びC02排出原単位

は、電力に大きく依存しているため電力の「使用端排出係数J の推移に

大きく左右される構造になっている。また、この電力の「使用端排出係

数Jは病院にとっての外部環境であり、自らその値を低減する等は全く

出来ない性格のものである。（（再掲）表2-6参照）

そこで電気事業連合会が出している「使用端排出係数jをみると、 2006

年度の基準年（100.0）とした場合、 2014年度は 135.1となり 8年間で35.1 % 

も増加している。（（再掲）表2-6参照）

このため、病院における C02排出原単位及び、C02排出原量は、「2006年度

の使用端排出係数J0. 410を用いた場合、 2006年度（100.0）に対し各々

78. 7、88.0と大きく減少した。しかし、「2014年度の使用端排出係数」を

用いた場合には、 2006年度 (loo.o）に対し各々 106.3、118.9と大きく増加

していまうことになる。（（再掲）表2-7参照）

したがって、病院内及び関連分野で出来ることを努力したとしても、エ

ネルギー源の約 2/3を占める電力の「使用端排出係数Jが減少しない限

り、病院のC02排出原単位を減少させることには限界があることが明らか

である。

こうした状況の中、電気事業連合会は「電気事業における環境行動計

画」の中で、 2030年度を目標年度とする「使用端排出係数J の削減目標

を公表している。その内容は「基準年度を 2013年度として、 2013年度の
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1現｛シ時ェアJ度 2鰯〔シヱ年ア度｝ '.2013年度
、〔シェア〕

合計
1,067 1.219 1,235 
(100，.〕 (100＼〕 〔100叫

産業部門 503 457 432 
（工場等） 〔47.2~） 〔37.5ち〕 (35.0＼〕

運輸部門 206 240 225 
（自動車等） 〔 19.3~.〕 〔19.7も〕 〔18.2%〕

業務その他部門 134 239 279 
商業，サ向ピス・事業所等） 〔12.5°1〕 〔 19.6~〕 〔22.6li〕

家庭部門
131 180 201 

〔12.3!i〕 〔 14‘a~t 〕 〔 16.3~〕

エネルギー転換部門 92.4 104 98.3 
（発寵所等） 〔 8.7~e 〕 (8.5%〕 〔8.0九〕

（再掲）図 8-1 病院及び診療所におけるエネルギー消費原単位のエネルギー別構成比
(2012年度、 2014年度）

ガス 重油聞ガス
9.6% 灯油 6.3% 

ガス

＜有床診療所（2012年度）＞ ＜無床診療所（2012年度）＞ ＜病院（2014年度）＞

（再掲）図 8-2病院及び診療所におけるC02排出原単位のエネルギー別構成比

(2012年度、 2014年度）

ガス
11.8多

重油・
灯j

9.3vo 

水
0.5% 

重油商ガス 水
灯油 8.1% 0.5% 

5.5% 

＜有床診療所（2012年度）＞ ＜無床診療所（2012年度）＞
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水

0.3% 

＜病院（2014年度）＞



（再掲）表 2-6 電気事業連合会における電力の使用端排出係数の推移と目標値

（単位： kg-COdkWh)
電気事業連合会
使用端排出係数

実績値と目標値
2013年度比 2005年度比 2006年度比
目標指数 指数 指数

2005年度 0.423 (100¥0)・ 

2006年度 0.410 (96. 9) (100~0) 

2007年度 0.453 (107.1) (110. 5) 

2008年度 0.373 (88.2) (91.0) 

2009年度 0.351 (83.0) (85.6) 

2010年度 0.350 (82. 7) (85.4) 

2011年度 0.476 (112.5) (116.1) 

2012年度 0.487 (115.1) (118.8) 

2013年度（基準年度） 0.570 ・.(100.0). (134.8) (139.0) 

2014年度 0.554 (131.0) (135.1) 

2030年度（目標年度※） 0.370 (65.0) (87.5) (90.2) 

※「電気事業における環境行動計画j電気事業連合会

注：使用端排出係数は調整後の数値であり、再生可能エネノレギーの固定価格買取制度による、購入

電力を含むものである。

資料：電気事業連合会

（再掲）表 2-72014年度電力の使用端排出係数を用いた C02排出の鼠算

2006年度 2014年度

〈基準年） （実績）

C02排 出原単位 127.1 135.2 
2014年度 (kg- co 2 I『ii) く 100.0> く106.3>

使用端排 出係数を
使用した場合 co 2排出量 817 971.5 

（万t-co 2) く 100.0> く 118.9>

C02排 出原単位 127.1 100 
2006年度 (kg- C02/rri) く 100.0> く 78.7>

使用端排 出係数を
使用した場合 co 2排出量 817 718.6 

（万t-co 2) く 100.0> く 88.0>

※「電気事業における環境行動計画 j電気事業連合会

注：使用端排出係数は調整後の数値であり、再生可能エネルギーの固定価格買取制度による、購入

電力を含むものである。

資料：電気事業連合会
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『使用端排出係数』 0.554 kg-C02/kWh (100. 0）から、 2030年度までにこ

れを 35%減の 0.370 kg ーC02/kWhに低減する J というものである。これは

一見、大きな削減率と見えるものである。（（再掲）表2-6参照）

しかし、この基準年度を「病院における低炭素社会実行計画J と同じ

2006年度（100.0）とした場合に、目標年度の「使用端排出係数」は90.2と

なり、わずか9.8%の減少でしかないことになる。すなわち、電気事業連

合会が「電気事業における環境行動計画Jの中で示した削減率は、 「使

用端排出係数」がこれまでで最も多い2013年度を基準年度としているた

め、 2030年度の削減率は見かけ上非常に大きな値になっているだけであ

る。この 2013年度を基準年度としていることは、 COP21で我が国が示した

約束草案に基準年度が2つあって、一つが 2013年度を基準年度とする削減

目標であることの、一つの背景になっていることが推定される。

このため、 2006年度を基準年度とする病院業界において、中期的・長

期的に「C02排出原単位Jを削減していくためには、自由化が前提となる

電力業界において、全電力提供事業者が現在電気事業連合会で示してい

る目標削減率を、大きく上回る削減率にするような大幅な見直しと、そ

の実現のための実行が必要である。

(2）国は具体的なr（仮）2050年C02の80%削減目標実現のための
対応支援構想Jの策定圃実行を

パリ協定に先立つ2015年6月のドイツ・エルマウでの「G7サミット j の

首脳宣言において、 「世界全体の排出削減目標に向けた共通のビジョン

として 2050年までに 2010年比で40%から 70%の幅の上方の削減とするこ

とJ を、気候変動枠組条約の全締約固と共有し、長期的な各国の低炭素

戦略を策定すること等が盛り込まれた。（（再掲）図ト8)

これをふまえ、現在国は「地球温暖化対策計画（案） Jにおいて、「長期

的目標として 2050年までに 80%の温室効果ガスの排出削減を目指すJこ

とが推進されようとしている。（（再掲）図 1-8)

この「2050年までに 80%の温室効果ガスの排出削減」という長期的目

標は、これまでの削減過程からみると、非常にハードルの高い目標値で

ある。このため、国においては「従来の取組の延長では実現が困難であ

る。したがって、抜本的排出削減を可能とする革新的技術の開発・普及

などイノベーションによる解決を最大限に追求するとともに、囲内投資

を促し、国際競争力を高め、国民に広く知恵を求めつつ、長期的、戦略

的な取組の中で大幅な排出削減を目指す」ことが必要であるとしてい

る。（（再掲）図 1-8)

しかし、地熱発電のように、既存技術で大きなベース電源を確保出来

る方法もあり、これまでは規制の問題や取組み努力の問題等のために進

まなかっただけであることから、こうした既存技術で対応出来るものに

ついてもこれまで以上の努力をすべきである。

そこで病院業界としては、先に示した（10）や（11）等を含む、具体的か

っ総合的な「（仮） 2050年C02の80%削減目標実現のための対応支援構想J

を、策定・実行すべきことを提言する。
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（再掲）図 1-8 「地球温暖化対策計画（案） Jの中期・長期目標（平成28年3月15日）

L虫翻探（2030年度削減目標）の献に向けた取組

国連気候変動枠組条約事務局に提出した f日本の約束草案jに基づき、圏
内の排出削減・吸収量の確保により、 2030年度において、 2013年度比26,0%
減（2005年度比25.4%減）の水準にするとの中期目標の達成に向けて着実に
取り組むe

2.長期的な目標を見据えた戦略的取総

2015年6舟にドイツ・エルマウで開催されたG7サミットの首脳宣言では、
今様紀中の世界経済の脱炭素化のため、世界全体の温室効果ガス排出の大憾
な削減が必要であること、世界全体での対応によってのみこの課題に対処で
きること、世界全体の排出削減目擦に向けた共通のピジョンとして2050年ま
でに2010年比で40%から70%の備の上方の削減とすることを気候変動枠組条
約の金締約閣と共有すること、長期的な各層のほ炭素戦略を策定することな
どが盛り込まれた。
また、パリ協定では、気温上昇を2℃より十分低く保持すること等を目的

とし、この目的を達成するよう、世界の排出のピークをできる限り早くする
ものとし、人為的な温護効果ガスの排出と吸収源による除去の均衡を今世紀
後半に達成するために、最新の科学に従って早期の削減を目指すとされてい
るQ さらに、パリ協定では、主要排出閣を含む全ての国が貢献を5年ごとに
提出，更新すること、また協定の目的に留意し、長期の温室効果ガス低排出
発展戦略を作成，提出するよう努めるべきこと等が規定されている骨こうし
た中で、我が留は、パリ協定を踏まえ、全ての主要閣が参加する公平かつ実
効性ある国際枠組みのもと、主要排出国がその能力に応じた排出削減に取り
組むよう国際社会を主導し、地球温暖化対策と経済成長を両立させながら、
長期的目標として2050年までに80%の海室効果ガスの排出削減を目指す。こ
のような大幅な排出削減は、従来の取組の延長では実現が毘難であるむした
がって、抜本的排出削減を可能とする革新的技術の開発・普及などイノベー
ションによる解決を最大限に追求するとともに、盟内投資を促し、国際競争
力を高め、思民にj京く知恵を求めつつ、長期的、戦略的な取組の中で大穏な
排出削減を目指し、また、世界全体での削減にも貢献していくこととするむ

資料：「地球温暖化対策計画（案） J内閣官房（地球温暖化対策推進本部）、環境省、経済産業省、平成 28

年 3月 15日
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「電力システム改革」の地球温暖化対策との政策的整合性と
進捗実態の定常的なフオ口一アップを

国は「一体的な制度改革による総合エネルギー市場の創出J という方

針のもとに、「電力供給の広域的拡大J、「電力小売りの全面的自由化J、「既

存電力会社の送配電部門の別会社への分離Jといった方策からなる、「電

力システム改革Jを推進している。

国によれば、これによって「家庭でも電力会社を選べる J、「様々な料

金メニューが生まれる J、 「電力会社がもっと競争することで、発電用

の燃料コストが上昇する中でも、電気代を最大限抑制する」、さらに「様

様な料金メニューが選べ無理なく省エネが出来る J ことにより、電力ユ

ーザーにとって大きなメリットが実現するとしている。

こうした国の「電力システム改革Jの柱は「電力小売りの全面的自由

化Jであるが、これについては幾っか危倶される点がある。

まず第一に危倶される点は、自由化に伴い大手都市ガス事業者のよう

に、 LNG火力を発電源とする事業者が、新電力市場に参入して、大きなシ

ェアを占める場合である。すなわちこの場合、新規参入事業者のCOz排出

係数は大きく、例えばLNG火力（汽力）は0.599kg-COz/kWh、LNG火力（複合）

は0.474kg-COz/kWhと、本協議会が用いている 2006年度のC02使用端排出

係数0.410kg-COz/kWhを上回っている。このため、こうした電源を主電源

とする新規参入事業者が大きなシェアを占めると、実態ベースで病院の

COz排出原単位の削減に全く寄与せず、逆にこれを増加させることになっ

てしまう。

(3) 

電源別ライフサイクル（LC)C02排出係数（g-C021kWh)図 12-1
hl・CO,/kWh (i量議長重） l

1.000r--ー町一一一一

；~，然強燃料のま毅織に加え、 J成料の綴滋から要量t波紋鱗号事の波紋‘燃

料鱗送・t議事現・.¥l霊ffl・保守宅警のためにj自警守される全てのエネル

ギーをおI~最としてCOi鱗l±l~誌を務出

時・原子力については、総波紋樹ゅの使間消燃科館内湾総波・ブ））， I 

サ－＂＜＇ IL相im< 1 reiリサイクルを約機ト話器レベル放射性際線物

処分・予毛織断層署炉等を会めで3事出した日WR( 19g-CO:i/kWh) 

とPWR(21g伺C021kWh）の結果な殺意語号室擦に喜毒づき平均
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資料：「電源別ライブサイクル（LC)C02排出量の評価を実施J電力中央研究所プレスリリース、平成 22年 7

月 22日
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したがって国においては、国際的約束草案と電力自由化の政策的整合

性をどのように取るつもりであるのか、大いに疑問がある。（図 12-1参照）

また、野村宗訓関西学院大学教授からは、次のような指摘がある。す

なわち、 「英国では寡占下で料金2倍にJと題して、電力自由化の先進国

である英国では、「自由化後の複雑な料金設定に利用者困惑」、「英国で

の値下げは自由化直後の 6年だけJ、 「低料金の長期維持には発電量の

確保重要J と、三つの問題点を挙げている。（参考資料12-1参照）

そこで、 OECDとIEAデータによる電気料金の国際比較で英国をみる

と、英国が電力の自由化がなされたのは 1998年であるが、 1998年から 2014

年にかけての作業用電気料金では、約2倍強に増加していることが分か

る。（図 12-1参照）

さらに、上記以外にも英国における電力自由化については、次のよう

な中・長期的な問題点の指摘もある。

【電力自由化先進国の英国における中間長期的問題点の指摘の例】

大規模事業者と小規模事業者との聞に歴然とした力の差が生じた。結

果、大規模化、垂直統合化により、小規模事業者が消滅した。

イギリスの電力供給は6大事業者により、日本のような供給区域はな

く、全6社すべてがほとんどのエリアをカバー。

イギリスの 6大電力事業者の価格戦略。見込み客には安い価格を提

示、自社の顧客になると値上げ。（乗り換えは手聞になるので、多少のこと

では乗り換えない）、富裕需要家の優遇（獲得したくない収益性の低い層

の価格を高く設定）

産業用需要家の電力自由化は、弱小需要家に対しては、銀行の貸し渋り

と同様、料金の前払い、担保の提供が要求される等悲惨なことに。

ベース電力市場への参入が相次ぎ、リスクを伴うピーク対応設備への参

入は深刻な不足（日本でいう3.11直後状態）

競争の結果、建設されるのはガス火力だけに。原子力、石炭火力は皆

無。ガス火力は、初期コストが安く、建設リードタイムが2～3年で済み（原

子力は10年以上かかる）、環境規制をクリアしやすいため。そのため、ガス

価格と卸電力価格がリンクするハメに。

結局、自由化の効果よりも、エネルギー価格の変動の影響の方がはるか

に影響が大きくなった。

このため国においてはまず、電力システム改革と国際的公約としての

「約束草案Jや、 「地球温緩化対策計画（案） J との政策的整合性を明ら

かにすべきである。そして、電力システム改革及び電力自由化に関す

る、政策の具体的内容、審議会での審議内容・結論、統計等の情報をこ

れまで以上に公開し、定常的にフォローアップしていくことが必要であ

る。

また、自由化の先進国における情報についても、積極的に収集・公開

していくことも必要である。
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参考資料 12-1：「電力全面白由化の課題（中）英国、寡占下で料金 2倍に

燃料費の高騰が直撃 j野村宗訪II関西学院大学教授

4月から電力小売り全面白由化により、制度上すべての利用者は契約先を自由に選択で

きる。こうした契約先を切り替える「スイッチング」の導入にあわせて、既存電力会社と新規参

入者は新たな料金メニューを提示し、顧客獲得競争を展開している。

自由化が先行した産業用・商業用の需要家は料金低下の思恵を受けてきた。 2000年 3月

の部分自由化から 16年が経過して、ようやく家庭用需要家も地域独占から解放される。エ

ネノレギー会社を中心に他業種との協力関係を強め、ガスや通信との一括契約、ポイント

制、電子マネー換金などの点で利用者に特典を与える戦略を打ち出している。

電気通信の自由化でも、利用者は自らのニーズに合ったメニューを提供する事業者と個

別に契約を結び、豊富なサービスを享受してきた。電力自由化も同様のイメージでとらえられ

ることが多いが、情報通信技術 (ICT）によるイノベーション（技術革新）で成長する通信

と、需要が鈍化した市場で顧客を取り合う電力では次元が異なる。ライバル企業の出現で全

利用者の料金は低下するとの神話もあるが、通信市場でも明らかなように各家庭の支払額は

必ずしも下がるわけではない。

以下では、電力自由化で先駆けた英国の経験に注目し、わが国への示唆を導きたい。

英国では 1990年の所有上の発送電分離により、送電会社としてナショナル・グリッドが独

立し、 98年の小売り自由化に伴い地域配電会社は配電部門と小売り供給部門に区分され

た。需要家が自由に契約できる全面白由化に移行してから既に 18年が経過したが、利用者

が頻繁に供給元を変更しているわけではない。

英国の電気事業は現在、英セントリカ、仏電力公社（EDF）、独イーオン、独RWE、英ス

コティッシュ・パワー、英SSEの6杜（ピッグ6）の寡占状態にあり、発電市場でも高いシェアを

持つo 新規参入者も現れたが、各社のシェアは低い（表参照）。

参考資料開表 12-1 英国のピッグ 6と新規参入者のシェア

小売り市場
各年

ビッグ6 新規参入者
(7月末）

シェア 事業者数

2011年 99.30% 0.70% 9 

電力
2012年 98.60% 1.40% 9 

2013年 97.40% 2.60% 13 
2014年 92.70% 7.30% 16 

2011年 99.30% 0.70% 9 

ガス
2012年 98. 70% 1.30% 9 

2013年 97.40% 2.60% 13 

2014年 92.40% 7.60% 16 
注：ビッグ 6とは、英セントリ力、仏電力公社（ EDF）、独イーオン、独

RWE、英スコティッシュ・パワー、英 SSEの 6社

資料：Buckley, R and A. Moss，「Competition in British household 

one energy supply marketsj, Cornwall Energy, 2014 

小売り自由化で電力とガスを同時に契約すると割引率が大きくなる「デュアノレ・フュエノレJは

人気があったが、各社が同様の商品を提供し始めるとメリットがなくなった。

その結果、わが国で現在みられるような携帯電話やスーパー、ネットショッピング業界と提

携した商品が増えてきた。これらにはそれなりの特典はあるが、どれが最も自分の消費パター

ンに一致するのか、具体的にいくら電気代が安くなるのか、理解困難な場合が多いので利用

者は困惑する。さらに料金比較の基準が不明瞭で、いったん契約した後に再度スイッチング

しにくくなるという弊害もある。
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英国公正取引庁は 13年、ビッグ6に「利用者を困惑させる独占行為（confusopoly)Jを

自粛するように勧告した。これは米国の作家スコット・アダムス氏が 97年に「デ、イノレパート・フュ

ーチャーJとしヴ著作で使用した造語だ。

自由化に伴いエネルギーや通信、金融商品で複雑な価格が設定され、利用者を混乱さ

せた。競争当局はこうした複雑な価格設定により、スイッチングを妨げる行為を批判した。同

様に電力ガス規制庁もメニュー数を減らして利用者に正確な情報を提供し、公平な処遇を

することを求めた。

このように利用者の選択肢を増やすという所期の目標と矛盾する結果となった。小売料金

の規制は撤廃されたが、皮肉にも事業者自らが料金を据え置く商品をっくり、顧客を固い込

む戦略もみられる。

実際に値下げされたかを検証すると、 98～04年までは料金は低下したが、その後は上昇

している。つまり値下げは最初の6年だけで、その後の 12年は上がり続け、平均的な料金は

2倍以上になった。

しかも6杜がほとんど同じ料金改定をしてきた。これはカルテルではなく、上流部門の燃料

費がそのまま転嫁されているためだ。とりわけ北海油田の天然ガスが減産され、英国が 04年

に純輸入国に転じた後、値上げが続いている。小売事業者にとって燃料費は避けられない

費用である。送電・配電コストも転嫁されるが、これらは規制料金であり、最終料金に占める

比率でみると燃料費よりも低い。

昨年、欧州連合（EU）指令により温暖化ガスを排出する老朽化した火力設備はすべて運

転停止に追い込まれた。加えて今後 23 年までに原子力発電所も寿命で停止する予定

だ。 10年に 80ギガワットあった設備容量の4分の1にあたる 20ギガワットが失われ、供給余力

が限られる中で、自由化効果をどう引き出すのか事業者も規制者も悩んでいるのが実情だ。

政府はこれまで原発の新規計画を進める方針を貫いており、新型炉による3つの大きなプ

ロジェクトが決まっている。しかし各計画に参加していた企業が撤退したため、工事着工には

至っていない。結果的に仏電力公社は中国企業とパートナーを組むことが決まり、その他の

計画には日本から日立製作所と東芝がそれぞれ参加することになったo

政府方針では原発が段階的に寿命を迎える 20年代に新規原子炉の稼働を想定してい

たが、リードタイムと競争下での政策措置を考えると大幅な遅れが生じるだろう。

代替策となるのは国際連系線、パイプラインの整備だ。自由化以前から規模は小さい

が、フランスとの連系線が存在していた。既にオランダ、アイルランドとの連系線が運用開始に

こぎつけ、さらにベルギー、ノルウェ一、アイスランドとの計画も進展している。距離にして1千キ

ロを超えるものも含まれるが、リードタイムが原発より短い点で現実的な方策でもある。発電量

の確保が喫緊の課題となっている英国では、一国でなく他国との協力により安定供給を実現

する道を開拓している。

日本の置かれている状況は英国とは異なるが、全面自由化以降、長期的に料金を低位

に維持するには、何らかの補完的措置が必要になる。まず、火力発電については全面的に

輸入原料に依存しているが、上流部門の調達に関して資源国との関係強化や資源開発の

推進の面で、さらなる公的支援を加える必要がある。低炭素社会の実現に向けて再生可能

エネルギーの普及が必要だとしても、固定価格全量買い取り制を再考しなければ、料金上昇

は続くばかりだ。

さらに原子力損害賠償・廃炉等支援機構の負担についても、固と事業者の役割分担を

見直し、公的負担を中心とする施策に移行しなければ、競争による料金低下の効果は表れ

ない。人口減少で家庭用需要家数は低下し、値上げすれば大口も増加には転じない。

小売り供給市場で競争を展開するには、発電量が豊富であることが前提になる。取引所

の流動性を上げるため、出レ惜しみなど公正競争に反する行為は監視する必要があるが、必

要な発電量の確保も軽視すべきではない。原発再稼働の方向性もみえてきたが、いずれ寿

命を迎えるのは明らかだし、福島第 1原発事故を受け、英国以上に新規建設への慎重論が

多いのも確かだ。

わが国は資源小国という制約条件を抱えながら、電力自由化を 90年代から推進してき
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た。しかし東日本大震災以降、原発再稼働のハ｝ドルが新たに付加された。エネノレギーミック

スに関する目標値も公表されたので、政府が国際連系線も視野に入れながら、競争下にある

民間企業に低炭素社会への移行を促す重要な役割を果たすべきである。

ポイント
O 自由化後の複雑な料金設定に利用者困惑
O 英国での値下げは自由化直後の6年だけ
O 低料金の長期維持には発電量の確保重要

資料：「電力全面白由化の課題（中）英国、寡占下で料金2倍に燃料費の高騰が直撃J野村宗訪ii
関西学院大学教授、日本経済新聞平成 28年 2月 29日
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